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１．はじめに 

１．１． 都市の課題 

 

 加古川市は 2011 年頃から人口減少局面に入り、とりわけ若い世代の転出超過の状況が続いて

いる。人口減少、生産年齢人口比率の低下、高齢者人口比率の上昇がもたらす諸課題に加え、地

域コミュニティの希薄化・高齢化、妊娠・出産・子育てに対する不安や負担感の増大、高齢化に

よる医療・介護ニーズの増大、地域経済の低迷、防災・防犯・交通安全、公共施設の老朽化、財

政負担の増大、新型コロナウィルス感染症の流行など、広く本市を取り巻く社会経済環境を捉え、

各種施策を推進していくことが求められている。 

 

 先進的技術を活用して取り組む目標と施策、及びその現状と課題については、「加古川市スマ

ートシティ構想」において、以下の通り整理されている。なお、各実証実験に係る課題と取組の

背景は、第 4章においてより具体的に記載する。 

 

 

図 先進的技術を活用して取り組む目標と施策（加古川市スマートシティ構想） 
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表 施策の現状と課題（加古川市スマートシティ構想） 

基本

目標 
施策 基本方針（推進方針） 

１
．
市
民 

①行政手続 ・各種申請・届出のオンライン化 
・行政サービス（使用料、手数料等）や税のキャッシュレス決済の導入 

②窓口環境 ・誰にとっても簡単でわかりやすく、安心して手続きができる窓口環境の整備 
・分かりやすい案内表示、ワンストップ・ワンスオンリーの手続の推進 

③情報発信 ・利用者に応じた行政情報の発信や案内 
・知りたい情報をすぐに手に入れることができる環境の整備 
・市の魅力の再発見、市民としての誇りや一体感の醸成を図る情報発信 

④子育て 
・妊娠・出産期から子育て期まで、様々なライフステージを通じた切れ目のない支援 
・積極的にデジタル技術を取り入れることで、より子育てしやすい環境の整備を推進 
・デジタル技術を活用して保育者の負担軽減を図り、保育の質を向上 

⑤高齢者 ・誰でも使いやすいデジタルツールの導入による地域内のつながり構築、共助促進 
・地域の若者によるデジタル利活用支援 
・介護支援サービスの充実 

⑥デジタル教育 ・児童生徒に１人１台のパソコン端末と高速大容量のインターネット環境を整備 
・「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一体的に充実させ、多様なこどもたちを誰一人取り残すこと 
なく、資質・能力を確実に育成する学習を推進 
・日常的にデジタル技術を活用することで、情報活用能力を向上 
・社会のイノベーションを実現することができる高度デジタル人材としての素地を育成 

⑦行政情報 ・市の様々な情報のオープンデータ化、可視化の推進 
・他の自治体と相互に利用しやすいデータ形式、匿名加工の上で、可能な限りデータを公開 

２
．
ま
ち 

①移動 ・あらゆる移動手段のシームレスな情報連携 
・オープンデータ化による、多様な主体がサービス展開できる環境の整備 
・自家用車等の交通手段がない方が、活動的に生活できる環境の整備 

②安全・安心 ・見守りカメラのさらなる活用や見守りサービスの普及促進 
・見守り活動への積極的な参加、活動の充実を図り、地域総がかりで見守る 

③防災 ・災害・避難情報を迅速・的確に伝達し、誰もが逃げ遅れない環境の実現 
・災害時の国や県、他の自治体間との迅速な情報共有、連携体制の整備 
・救援物資の輸送管理や各種証明の発行など、遠隔地からできる仕組みの構築 

④にぎわい 【商業】・デジタル技術やデータ利活用による小売店や中心市街地の集客力の向上 
・空き店舗等の有効活用、ウェルピーポイントの利用拡大、オンラインショップ等を含めた新たな 
店舗の進出の支援による駅前の活性化と回遊性の向上 

【農業】・スマート農業による作業の効率化・意欲向上と熟練農業者の技術の継承 
・農家と連携してデジタル技術の開発・普及に取り組む企業の支援 

【産業】・地場産業を活用した、市の魅力の発信 
・スタートアップ支援等、新たな産業の創出に向けた仕組みの構築 

⑤インフラ 
・路面状況の把握による迅速な道路のメンテナンスや利用状況に対応した公園施設の整備など、 
すべての利用者に優しいインフラ整備 
・まちづくりや災害時などにおける３D都市モデルの活用 
・デジタル技術やAI を活用した工事 

３
．
行
政

 

①窓口対応 
・欲しい行政サービス情報にスムーズにたどり着ける仕組みの構築 
・公平かつスピーディな窓口対応 

②業務効率化 
・入力、検索、チェックなど手作業の自動化やオンライン申請の導入の推進による事務作業の効率 
化、正確性の向上 
・ペーパーレス化の推進による業務効率化や生産性向上、情報の共有化 

③業務継続 
・災害発生時等においても、主要業務を早急に復旧できる環境の実現 
・災害等により通勤困難な場合でも業務継続できる体制を平常時から整備 
・セキュリティを確保した、業務継続に必要となる情報にアクセスできる環境 

④データ利活用 ・データ利活用による、EBPMや新たなサービスの検討 

⑤人材・チーム

育成 

・業務改善や改革に対する高い意識を持ち、データやデジタル技術の活用に結び付け、市政組織 
全般を俯瞰しながら関係者と連携・調整・協働できる人材やチームの育成 
・DX 人材育成推進計画に基づき、全庁を挙げたスマートシティ実現の体制づくり 
・データ利活用人材の育成による業務の効率化や生産性の向上 
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１．２． 業務の実施体制 

 

 本業務は、以下の体制図に示す通り、かこがわ ICT まちづくり協議会の構成員が取組内容に応

じたチームにより実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 業務の実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【実証１】広域防災データ、広域見守りサービスの実

装に向けたさらなる展開 

 

【実証２】3D都市モデルを活用した次世代見守り 

サービス 

加古川市 

庁内／庁外調整 

株式会社日建設計総合研究所 

全体統括・調整 加古川市都市局 

スマートシティ

担当 

１）広域見守りサービス 

・株式会社ﾌｭｰﾁｬｰﾘﾝｸﾈｯﾄﾜｰｸ 

・株式会社日建設計総合研究所 

２）広域防災データ（DPF の共同利用含む） 

・株式会社ﾌｭｰﾁｬｰﾘﾝｸﾈｯﾄﾜｰｸ 

・綜合警備保障株式会社姫路支社 

・株式会社日建設計総合研究所 

１）PLATEAUを活用した見守りカメラの 

最適配置（新規追加設置） 

・綜合警備保障株式会社姫路支社 

・株式会社日建設計総合研究所 

２）危険運転車両検知 

・株式会社ﾌｭｰﾁｬｰﾘﾝｸﾈｯﾄﾜｰｸ 

・株式会社日建設計総合研究所 

 

株式会社日建設計総合研究所 

報告書とりまとめ 
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２． 目指すスマートシティとロードマップ 

 

 加古川市では、目指すスマートシティとロードマップ等を取りまとめた「加古川市 スマート

シティ実行計画」を2021年3月に策定し、適宜更新を行っている。現時点での最新の更新は2024

年 5月である。本実証は、本計画のロードマップに掲載している「③-1次世代見守りサービスの

展開～広域みまもりタグ検知アプリ～」、「③-3 次世代見守りサービスの展開～AI カメラの活用

（①交通量計測、②危険運転検知）～」、「⑤広域防災力の向上（ワンコイン浸水センサー活用

等）」、「⑪統合データプラットフォームの構築」、「⑫オープンデータ API の提供」、「⑬周辺自治

体との広域連携」を前提としたものであり、それらの社会実装の実現に向けた取組の一環として

行うものである。 

 

２．１．目指す未来 

 

加古川市は、市のさまざまな課題について、テクノロジーをその手段とし、市民のみなさんと

解決する「市民中心の課題解決型スマートシティ」を基本としつつ、市民のみなさんが安全・安

心、暮らしやすいだけでなく、日々の楽しみや未来に対する夢・希望を持つことができるよう、

にぎわい、教育、移動など多分野の取組も包括的に推進していくことで、「夢と希望を描き幸せ

を実感できるまち加古川」の実現を目指します。 
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２．２．ロードマップ 

 

本市における現在の取組のうち、先行して実装済みのものについては周辺自治体との連携を通

じた広域展開を、開発・実証段階のものは 3～5 年以内の実装化を目指す。その他、新たな取組

についても並行検討し、予算などに応じてロードマップに反映する。 

 

図 加古川市スマートシティ実行計画のロードマップ 
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２．３．KPI 

 

 本実証事業における取組別の KPIについて下記に示すものとする。本実証においては、既に実

装された各取組（見守りアプリ等）及び新規実装（見守りカメラ等）について、加古川市民のみ

なさまのみならず、市域を越えた広域的連携による実装済サービスの有用性向上を図るととも

に、各種最新データ等を活用した分析およびその妥当性検証が可能な KPIを設定することが重要

ある。 

 

２．３．１．［実証①］広域防災データ、広域見守りサービスの実装に向けたさらなる展開 

表 ［実証①］の取組別 KPI 

事業１．広域見守りサービス 

KPI 目標値 

（１）アプリ普及啓発活動によるアプリ稼働 

時間、検知数の増加 

 

 啓 発 活 動 前 後 の 比 較 と し て 両 指 標 の

10%UP(加古川市、三田市) 

 地域ポイント付与のインセンティブとしてモ

ニターの両指標の 30%UP(加古川市) 

（２）サービス導入（予定）の自治体数  １市２町（加古川市除く） 

※広域連絡会での意向調査（アンケート） 

（３）広域連絡会でのサービスメニューや 

利用料金等の合意 

 広域連絡会での参加自治体合意 

※意向調査（メール） 

 

事業２．広域防災データ（データ連携基盤の共同利用含む） 

KPI 目標値 

（１）サービス導入（予定）の自治体数  １市２町（加古川市除く） 

※アンケート実施 

（２）広域連絡会でのサービスメニューや 

利用料等の合意 

 広域連絡会での参加自治体合意 

（３）データ連携基盤の共同利用に関する 

理解醸成 

 参加自治体の理解醸成に関するポジティブ評

価 70%(5 段階評価の 2 番目まで) 

※アンケート実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



7 

 

２．３．２．［実証②］3D都市モデルを活用した次世代見守りサービスの展開 

表 ［実証②］の取組別 KPI 

事業３．見守りカメラの最適配置 

KPI 目標値 

（１）加古川警察による分析プロセス等の 

有用性・妥当性に関する評価 

 今回の最適配置（新規カメラ設置）の検討を 

通じて、更なる犯罪発生の減少や交通事故の 

状況確認の精度向上が期待できると思うかの 

質問に対してポジティブ評価(5 段階評価の 2 

番目まで) 

※加古川警察へのヒアリング※1 

（２）地域ボランティア等を対象とした地域 

の安全性に関する評価（防犯） 

 本取組の有用性に関するポジティブ評価(5 段

階評価の 2 番目まで) 

※アンケート 

 

事業４．危険運転車両検知 

KPI 目標値 

（１）加古川警察による分析プロセス等の 

有用性・妥当性、各種指標の妥当性に 

関する評価 

 分析プロセスの有用性、クールタイム等の指

標の妥当性等のポジティブ評価(5段階評価の

2 番目まで) 

※加古川警察へのヒアリング 

（２）地域ボランティア等を対象とした地域 

の安全性に関する評価（交通安全） 

 本取組の有用性に関するポジティブ評価(5 段

階評価の 2 番目まで) 

※アンケート 

 

※1：見守りカメラの最適配置に関する加古川警察へのヒアリング事項（例） 

①今回の分析プロセスや利用データは、従来の手法と比べて有用だった。 

（妥当性が高かったと思いますか？ また、今後の要望や改善点等があればご教示ください。 

  ・大変そう思う ・少しそう思う ・わからない ・あまり思わない ・まったく思わない 

 

②今回の最適配置（新規カメラ設置）の検討を通じて、更なる犯罪発生の減少や交通事故の状況 

確認の精度向上が期待できると思いますか？  

 ※危険運転車両検知についても、今回の取組の有用性と、人身事故等の重大な交通事故の減少 

が期待できるか等をヒアリング 
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３．実証実験の位置づけ 

３．１．実証実験を行う技術・サービスのロードマップ内の位置づけ 

 

本実証実験は、加古川市スマートシティ実行計画の取組の一部として実施する。実行計画のロ

ードマップの中では以下のように位置づけられる。 

 

実証においては、下表に示す取組について、「実証①」と「実証②」として実施する。 

［実証①］広域防災データ、広域見守りサービスの実装に向けたさらなる展開 

・事業１．広域見守りサービス 

・事業２．広域防災データ（データ連携基盤の共同利用を含む） 

取組③-1 

取組⑤ 

取組⑪ 

取組⑫ 

取組⑬ 

［実証②］3D 都市モデルを活用した次世代見守りサービスの展開 

・事業３．PLATEAU を活用した見守りカメラの最適配置（新規追加設置） 

・事業４．危険運転車両検知 

取組③-3 

 

図 各取組の目標スケジュール（加古川市スマートシティ実行計画） 
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３．２． ロードマップ達成に向けた課題 

３．２．１．事業１．広域見守りサービス（実証①） 

 

令和５年度の取組を通じて、アプリの機能強化によりタグ検知の実効性は確認できたものの、

今後は更に広域での見守り活動の普及展開や、見守り活動への積極的な参加を促進する手法の確

立が課題である。加古川市では、このような広域での見守り活動を通じて、加古川市民の市内の

みならず市外での見守り支援（広域でのシームレスな見守りタグの検知）を強化し、例えば、認

知症高齢者の捜索時間等の削減・短縮化を目指している。このような広域での見守り活動が実現

すれば、加古川市のみならずサービス導入自治体において同様の効果の発現が期待できる。 

 

スキームの方向性は概ね見えてきたものの、各自治体から個別の意見やニーズが多数寄せられ

たため、具体的な利用料金やサービスメニュー（必須/オプションメニュー含む）、実装に向けた

規約の作成・調整等の検討が必要。特に、前者の利用料やサービスメニューについて、他自治体

は実証～実装初期段階であり、取組状況に差異があるため、取組状況に応じた柔軟な料金設定、

サービス内容等の調整が必要。 

 

複数の事業者のデータを統合して自治体向けレポート等を作成するにあたり、見守り事業者か

らのデータ提供（共有）が必要である。個人情報保護法などにより規制されているユーザーの個

人情報保護の観点、各事業者におけるユーザーの個人情報保護のための自主規制の観点、各事業

者のデータビジネスの観点の 3点が重要な視点となる。 

 

 

３．２．２．事業２．広域防災データ（データ連携基盤の共同利用含む）（実証①） 

 

令和５年度末時点では、浸水センサー設置の効果として、発災時の迅速な対応が可能となり、

また現地確認に伴う危険及び人件費の低減といった効果は期待されるものの、そのような効果を

適切に評価（金銭価値化）・判断することが難しいといった課題がある。 

 

また、発災時の判断・運用フローが自治体ごとに異なるため、浸水情報データを一元化できた

としても、当データを活用し、広域的に統制のとれた発災時対策を行ったり、広域の避難計画を

作成したりするまでには至っていない。 

 

データ連携基盤の共同利用については、参加自治体においてデータ連携基盤とは何か、どのよ

うな活用ができるのかといった利用価値が十分に理解されておらず、導入検討まで至っていない

現状が令和５年度明らかになった。他方、各種防災情報については、現在は担当者が現地の状況

を確認し、表計算ソフトを用いて記録する、といった手作業での収集、管理を行っているものを、

一元的に管理できるようになると良い、といった意見も共有されており、広域連絡会を通じて、

まずはデータ連携基盤の基礎的な理解や利用価値を周知・浸透させていくことが課題である。 
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３．２．３．事業３．PLATEAUを活用した見守りカメラの最適配置（新規追加設置） 

（実証②） 

 

見守りカメラは加古川警察と連携しつつ防犯面での活用が主であったが、これに加え交通安全

面（交通事故等）での加古川警察からの画像提供依頼など活用シーンが拡大している。他方、前

回の配置から一定の年数が経過し、最新の刑法犯発生状況に関するデータも整理出来たところで

ある。 

 

加えて、令和４年度から稼働を開始した高度化見守りカメラ（153 台：Ⅰ型・Ⅱ型・Ⅲ型 ※1）

では、夜間の異常音の検知データから犯罪の潜在リスクの観点でのデータ活用や、日中における

人流や車流の交通量など、最新アセットから収集できるデータも充実してきている。このような

状況を踏まえ、見守りカメラの最適配置を課題解決手段として位置づけ、日々変化する刑法犯発

生状況（発生場所等）に的確に対応するため、最新の刑法犯発生データや交通事故データ、最新

アセットから入手できるデータを組み合わせることで見守りカメラの最適配置を検討することが

課題である。また、持続的な見守りカメラの運用に向けて、加古川警察との費用負担等をはじめ

とする連携強化方策の検討も課題である。 

 

また、最新の通学路や加古川警察へのカメラ画像提供実績等も重畳し、3D都市モデル上で可視

化することでカメラの死角も踏まえた検討が重要となる。さらに、見守りカメラ設置当初から刑

法犯発生状況（発生場所等）は変化しているため、新規追加設置分とあわせて、既設カメラの設

置位置についても総合的に評価・分析し、必要に応じて、既設配置の見直しも検討することで、

最新の状況に対応した防犯性向上に向けた市内全体での最適配置の検討を行うことが有用である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜※1＞ 参考：高度化見守りカメラ I 型、II 型、III 型について 

 いずれも AI を導入することで回転灯、スピーカーもしくは両方を動作させ犯罪の未然防止

や危険な状態の回避を目指したものであるが、機能と取得できるデータに違いがある。 

 I 型について、夜間において周囲の異常音を検知（以下、異常音検知という。）する。 

 II 型について、日中において交通量を計測（以下、交通量計測という。）するとともに、歩

行者へ車両が接近したことを検知（以下、車両接近通知という。）、夜間においては異常音

検知する。 

 III 型について、日中において交差点での車両による歩行者の巻き込みを検知（以下、巻き

込み検知という。）する。 

設置されているカメラの台数は、それぞれ 100 台、50 台、3 台である。稼働状況について

は、異常音検知 150 台(I 型• II 型）、交通量計測 50 台(II 型）、車両接近通知 13 台(II 型）、巻

き込み検知 3 台(III 型）である。なお、車両接近検知(II 型）については、50 台に搭載されて

いるが、検知条件を満たしているのは（カメラの設置箇所の周辺環境等により交差点等で一

定速度以上の自動車が歩行者に近づいたことを検知できているのは）13 台のみである。効果 

検証等でより効果的な設置場所があれば移設し、稼働台数を増やしていく予定である。 
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３．２．４．事業４．危険運転車両検知（実証②） 

 

令和５年度の取組では、周辺住民への配慮を目的として、市と事業者間で協議を行い、クール

タイム（注意喚起の間隔）を 5 分間とした。運用初期段階においては、注意喚起が多数あると苦

情が出て、音声を消さざるを得なくなってしまうことが最大の懸念であり、設置した意味がなく

ならないような最低限の運用として 5 分間とした。このことにより、実態の把握が十分にできな

いことや、次の注意喚起のタイミングが事象の起きたタイミングとずれてしまうことが発生して

いるため、クールタイムを短くする等の検討・協議が課題となる。 

 

また、実態を正確に把握するためのデータ取得に向けては、画角の調整や、検出エリアの見直

し等が考えられるが、きめ細やかな設定が必要になることなど、実際の状況と合わせた確認・調

整・検証が必要である。 
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３．３． 課題解決に向けた本実証実験の意義・位置づけ 

３．３．１．事業１．広域見守りサービス（実証①） 

 

１．広域見守りアプリの普及促進・機能強化 

令和５年度には、本アプリのタグ検知機能の実効性は確認できたため、令和６年度は本アプリ

の普及促進を図るとともに、ボランティア活動としての積極的な参加促進を目的に、インセンテ

ィブを企図した地域ポイント等との連携機能を実装することで、広域見守りネットワークの構築

（行政界を意識しない見守り活動の推進）を目指す。さらに、本アプリは複数の民間事業者の見

守りタグを検知することが可能であり、官民連携の取組としての意義も有する。 

 

 

図 広域見守りサービスの意義・メリット 

 

２．サービススキームの深度化検討 

令和５年度の検討結果をベースに、令和６年度も開催する広域連絡会を通じて、参加自治体か

らの意見・コメント等を踏まえつつ、広域見守りのサービス内容・運用体制等をブラッシュアッ

プし、実装可能なサービススキームや提供サービスメニュー等を工夫することで、期待される効

果と利用料がバランスし、実装に向けて参加自治体が予算化（財務説得）できるサービス内容に

仕立てる。 

 

３．複数事業者のタグ検知データの活用 

個人情報保護法などにより規制されているユーザーの個人情報保護の観点、各事業者における

ユーザーの個人情報保護のための自主規制の観点、各事業者のデータビジネスの観点の主に 3 点

から、見守り事業者との対話を通じて、タグ検知データの活用が可能なサービススキームを検討

する。また、自治体の負担軽減や広域アプリの普及促進に向けて、民間企業との連携（アプリ検

知協力や広告協賛等）可能性も検証する。 
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３．３．２．事業２．広域防災データ（データ連携基盤の共同利用含む）（実証①） 

 

１．浸水センサー設置効果の理解促進・サービススキーム検討 

浸水センサー設置の効果を適切に評価（金銭価値化）・判断することが難しいといった課題が

あるため、広域連絡会を通じて聴取する参加自治体からの意見・コメント等を参考にしつつ、サ

ービススキームや提供サービスメニュー等を工夫し、期待される効果と利用料がバランスし、実

装に向けて参加自治体が予算化（財務説得）できるサービス内容に仕立てる。その際、予算化が

難しい自治体の参加ハードルを下げるため、必須メニューとオプションメニューの設定なども工

夫する。 

 

また、発災時における自治体担当者の負担軽減や広域連携の有用性（デジタルツール導入によ

る自治体間連携（連絡方法）の効率化、センサーの浸水状況の迅速な把握等）の観点に着目し、

それらの期待効果を防災関係機関と検証する（例：Slack 導入による担当者の負担軽減（自動通

知によるタイムリーな情報収集等）、広域連携の有用性について Slack を活用した防災訓練を参

加自治体・防災関係機関等と実施し、検証予定）。 

 

２．データ連携基盤の共同利用に対する理解促進 

現状では、データ連携基盤の利用価値が参加自治体に十分に理解されていないため、広域連絡

会での広域防災サービスの議論を契機として、データ連携基盤の基礎的な理解や利用価値を周

知・浸透させる。これにより、データ連携基盤の共同利用の実現や将来的な都市間のデータ連

携・活用、データ連携基盤の導入ハードルの低減（費用負担の軽減）が期待できる。 
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３．３．３．事業３．PLATEAUを活用した見守りカメラの最適配置 

（新規追加設置検討：82台  ※1）（実証②） 

 

１．最新アセットのデータ等を活用した見守りカメラの最適配置検討 

最新の刑法犯発生状況に関するデータに加えて、加古川警察からのカメラ画像提供依頼におい

て、防犯面のみならず、交通事故の正確な状況把握といった交通安全面での活用も有用であると

のコメントを頂いており、両分野での有効活用を目指す。また、高度化見守りカメラから得られ

る夜間の異常音の検知データを重ね合わせることで、犯罪の潜在リスクの観点での夜間の異常音

と犯罪の潜在リスクの相関があるかどうかの分析も行う。 

また、最新の通学路や加古川警察へのカメラ画像提供実績等も重畳し、3D都市モデル上で可視

化することでカメラの死角も踏まえたデータに基づく最適配置検討を行う。これにより、犯罪発

生後の対処療法ではなく、犯罪リスクを踏まえた未然対策を行い、更なる刑法犯発生件数の低減

を目指す。 

 

※1来年度の新規追加 82台設置に向けて、カメラが適切な場所に設置できる電柱が見つからなか

った場合の予備を含めた 92 台の新規カメラの設置場所を検討し、既設カメラの空白エリアの強

化を図る。さらに、最新の刑法犯発生状況や交通事故発生状況に応じて、既設カメラの再配置が

必要な場合には検討を行う。 

 

２．加古川警察との連携 

本実証に際しては、検討過程において加古川警察との意見交換・ヒアリングを行うことで、地

域に精通した意見の取り込みや犯罪抑止、交通安全の観点からの実践的な連携を目指す。 

 

 

３．３．４．事業４．危険運転車両検知（実証②） 

 

１．適切なクールタイムの設定 

最新の取得データをもとに、課題となっているクールタイム（注意喚起の間隔）５分間の妥当

性を検証し、間隔の見直しが必要かどうかについて評価することで、交通安全性の向上と周辺住

民への配慮を目指す。 

 

２．正確なデータ取得のための工夫 

既設のカメラについて、画角の調整や、検出エリアの見直し等の要否を検証し、必要な対応を

行う。 
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４．実証実験計画 

４．１．実験で実施したい仮説 

４．１．１．事業１．広域見守りサービス（実証①） 

 

１．広域見守りアプリの普及促進・機能強化 

本アプリの普及促進を図るとともに、ボランティア活動として見守り活動に積極的な参加を促

すため、インセンティブを企図した地域ポイント等との連携機能を実装することで、広域見守り

ネットワークの構築を目指す。これにより、スマホのアプリだけでも可能な低廉な見守りサービ

スが実装できるとともに、行政界を跨いだ見守りタグの検知による市外での市民の見守り（広域

での自治体間での見守り活動）も実現できる。 

 

２．サービススキームの深度化とタグ検知データの有効活用案 

上記１．広域見守りアプリの普及促進・機能強化とあわせて、広域見守りサービスのスキー

ム・運用体制等をブラッシュアップし、広域連絡会に参加する自治体の納得感のあるサービスス

キーム案や、３つの主要な観点を踏まえたタグ検知データの活用案を提示することで、持続性の

高いサービス提供や見守りエリアの拡大が期待できる。 

 

 

４．１．２．事業２．広域防災データ（データ連携基盤の共同利用含む）（実証①） 

 

１．浸水センサー設置効果の理解促進・サービススキームの深度化 

広域連絡会を通じて浸水センサーの設置方法を工夫している事例の紹介や、ニーズの高いメニ

ューの検討、自治体の状況に応じた選択可能なメニューの提案などを行うことで、より納得感の

あるサービススキーム案が提示できる。また、出水期の実証を通じて、具体的に各自治体の防災

担当部署でどのように活用できたかなど実例ベースで本サービスの効果を検証する。 

 

２．データプラットフォームの共同利用に対する理解促進 

広域連絡会を通じて、データ連携基盤とは何か？何ができるのか？といった基礎情報を含め、

データ連携基盤の利用に関する情報提供を行うことで、共同利用の価値に対する理解を深まると

ともに、データ連携基盤の共同利用の実現が期待できる。 
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４．１．３．事業３．PLATEAUを活用した見守りカメラの最適配置（新規追加設置） 

（実証②） 

 

刑法犯発生状況などの最新データに加えて、交通安全面での交通事故データ、警察への画像提

供実績、日中における人流や車流の交通量などの最新アセットデータ等を活用して 3D 都市モデ

ル上で可視化することでデータに基づく最適配置検討を行い、更なる刑法犯発生件数や事故件数

の低減を目指す。 

 

 

４．１．４．事業４．危険運転車両検知（実証②） 

 

最新の取得データをもとに、課題となっているクールタイム（注意喚起の間隔）５分間の妥当

性を検証するとともに、既設カメラの見直し要否（画角のズーム、検出エリア等）を検証するこ

とで、交通安全性の向上と周辺住民への配慮の両立が期待できる。 
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４．２． 実験内容・方法 

４．２．１．事業１．広域見守りサービス（実証①） 

 

１．広域見守りアプリの普及促進・機能強化 

本アプリの普及促進（アプリダウンロード数および稼働時間の増）を図るため、以下の関係団

体や市民等に周知を行う。下図に示すチラシの配布を実施する。 

 

・各地域の包括支援センター関係者 

・いきいき百歳体操参加者 

・市内事業者 

・加古川警察署 など 

 

 

 

図 アプリ普及促進のためのアプローチ先と普及啓発資料の例 

 

令和７年度以降の実装を見据え、アプリのボランティア活動実績把握機能と連動した、「かこ

がわウェルピーポイント」を付与する機能を実装し、来年度以降の本格的なポイント付与を見据

え、庁内職員や上記のアプローチ先のユーザーを対象とした試行検証を行う。なお、本アプリは、

App Storeと Google Play ストアからダウンロードできるようにする。 

 

また、チラシ配布等の普及啓発活動を行うほか、加古川市では、行政職員や地域包括支援セン

ター、民間事業者（コープ等）を候補としてポイントを付与し、実装に向けた事前検証を行う

（現在、対象者を含めて検討中であり、実際のポイント付与は来年度以降を予定（今年度は試行

的に画面上に見守り活動に応じたポイントを表示））。 

また、アプリの検証（広域実証）を通じて、新たにアプリの改修を行った場合には、その効果

も検証する。なお、地域ポイントの限定ユーザーによる試行検証は加古川市内のみで実施予定。 

さらに、見守りサービスの広域展開を目指して、三田市及び三木市とともに「広域見守りサー

ビス」の実証を 2024年 1月から 2025年 3月まで実施し、その検知結果の整理を行う。 

 

図 広域見守りアプリの地域ポイント連携イメージ 
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２．サービススキームの深度化とタグ検知データの有効活用案 

本年度においては、広域連絡会を通じて、令和５年度の広域見守りサービスのスキーム・運用

体制等をブラッシュアップし、参加自治体と協議のうえ、実装可能な提案を行う。また、サービ

ス実装に向けて、データ管理・連携方法（個人情報配慮）等の技術面や、サービス利用規約等を

はじめとする運用面での協議・調整事項については、見守りサービス事業者との会議を必要に応

じて開催し、関係者間の調整を図る。 

  

図 加古川市における BLE タグ検知の全体像    図 広域見守りサービスのスキーム（素案） 

 

表 広域連絡会開催概要（案）とスケジュール（案） 

広域連絡会参加自治体 加古川市を含む 10 市町（①西脇市,②三木市,③高砂市,④小野市,⑤三田市,

⑥加西市,⑦加東市,⑧稲美町,⑨播磨町） 

オブザーバー：姫路河川国道事務所、兵庫県 

主な意見交換事項 ・提供サービススキーム（利用料、体制・契約方法、見守りタグデータ 

の活用） 

・広域見守りアプリの機能・運用方法、インセンティブ設計のあり方 

・アプリの普及促進のための広報手段  等 

 

実証 2024 年 

４月 ６月 ７月 ８月 

連絡会実施 ● ● ●  

見守りサービス

の広域連携実証 

 

令和５年度成果共

有 

実装に向けた課題

と対応方針 

 

アプリ改修案 

サービス提供費用

修正案 

 

 アプリ改修内容決

定 

サービス提供費用

決定 

アンケート実施 

三田市・三木市での実証（R6 1 月 22 日～R7 3 月 31 日） 

データ連携基盤

の広域利用調査

実証 

昨年度成果の再共

有 

実装に向けた残課

題と対応方針 

 

サービス提供費用

修正案 

防災対応・発災時

対応フロー案 

各市町村予算編成

スケジュール確認 

サービス料金に関

する意見交換 

センサーデータの

位置づけに関する

意見交換 

データ基盤の共同

利用についての検

討 

サービス提供費用

の決定 

アンケート実施 
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実証 2024 年 2025 年 

10 月 12 月 1 月 2 月 

連絡会実施 ●   ● 

見守りサービス

の広域連携実証 

 

改修アプリ共有 

 

改修内容へのフィ

ードバック、フィ

ードバックを踏ま

えた改修方針の議

論 

 今年度実証実験結

果及び成果につい

て総括 

来年度連絡会の運

営について 

 広域見守りアプリ実証（12 月 10 日～

1 月 23 日） 

三田市・三木市での実証（R6 1 月 22 日～R7 3 月 31 日） 

データ連携基盤

の広域利用調査

実証 

 サービススキーム

確定 

  

 

４．２．２．事業２．広域防災データ（データ連携基盤の共同利用含む）（実証①） 

 

令和６年度に新たに加古川市内及び参加自治体に設置するワンコイン浸水センサーから取得す

るデータを可視化するとともに、効果的なセンサーの設置方法、サービスの期待効果、広域連携

の可能性に関する検討を行い、広域連絡会で提示する。 

また、広域的にワンコイン浸水センサー等から取得したデータを利活用するためのスキーム・

運用体制等を検討し、関係者の合意形成が可能な提案を行う。関係者の合意形成にあたっては、

広域見守りサービスと同様に、前頁の広域連絡会を通じて、参加自治体の意見を収集し、スキー

ム案等のブラッシュアップを行う。 

※広域実証の参加自治体：加古川市、小野市、加東市、播磨町（以上、R6追加設置）西脇市、三

田市（以上、R5継続） 

 

図 運用体制とスキーム（素案） 

 

図 大雨時のセンサー稼働状況（浸水時：ピンクに反転）（2024 年５月２８日） 
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さらに、デジタルツール導入による自治体間連携（連絡方法）の効率化、センサーの浸水状況

の迅速な把握を目的として、Slack の通知機能を活用し、浸水発生時に、担当者が現地に赴くこ

となく迅速に情報収集でき、適時適切な判断等の有用性を検証する。 

 

 

図 データプラットフォームの共同利用のスキーム（素案） 

 

 

４．２．３．事業３．PLATEAUを活用した見守りカメラの最適配置（新規追加設置） 

（実証②） 

 

 令和 7 年度に新たに設置する見守りカメラ 82台について、PLATEAUを活用した見守りカメラ

の最適配置（新規追加設置）の検証を行う。なお、電柱事情等により設置できない可能性を考慮

し、計 92台の候補場所を選定するとともに、原則、関西電力もしくは NTTが所有する電柱（本

柱とし、支線柱は除く）とする。 

 

＜主な利用データ＞ 

 ・最新の刑法犯発生情報（R3-5）、交通事故発生場所 

 ・最新の小学校区、通学路 等 

 ・既存見守りカメラの画像提供実績、画角 等（個別カメラ単位） 

・PLATEAU：3Ｄ都市モデル（建物・道路・公園） 

 
 

また、検討過程において加古川警察との意見交換・ヒアリングを実施するとともに、最新アセ

ットである高度化見守りカメラ（AIカメラ）から収集する新たなデータも加味した本分析プロ

セスについて加古川警察に評価いただき、KPIの測定等を行う。 
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４．２．４．事業４．危険運転車両検知（実証②） 

最新の取得データをもとに、データの取得・欠損実績（その理由）や、課題となっているクー

ルタイム（注意喚起の間隔）５分間の妥当性を検証するとともに、既設カメラの見直し要否（検

出エリア等）を検証し、交通安全性の向上に資する対応を行う。 

効果検証においては、車両接近の検知回数や車両速度の可視化によって、効果的なカメラの画

角・設置箇所・クールタイムになっているか等の検証、警告音の音量・回数などが時間帯別で適

切なものであったか等の検証を行う。 

また、検討過程において加古川警察との意見交換・ヒアリングを実施するとともに、本分析プ

ロセスや各種指標の妥当性について加古川警察に評価いただき、KPIの測定等を行う。 
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４．３． 仮説の検証に向けた調査方法 

４．３．１．事業１．広域見守りサービス（実証①） 

 

広域見守りサービスの普及促進を図るため、以下の調査方法を用いて検証する。 

 

表 広域見守りアプリの普及促進・機能強化における取組別 KPI 

KPI 目標値 調査方法（案） 

①アプリ普及啓発活動による

アプリ稼働時間、検知数の増

加 

 

 啓発活動前後の比較として両

指標の 10%UP(加古川市、三

田市) 

 

 アプリの稼働時間と検

知数データ 

 啓発活動前の２週間を

ベ ー ス ラ イ ン 期 間 と

し、啓発活動後の２週

間のデータと比較 

 地域ポイント付与のインセン

ティブとしてモニターの両指

標の 30%UP(加古川市) 

 実証参加者への意向調

査（アンケート） 

②サービス導入（予定）の自

治体数 

 １市２町（加古川市除く）  広域連絡会での意向調

査（アンケート）※１ 

③広域連絡会でのサービスメ

ニューや利用料金等の合意 

 広域連絡会での参加自治体合

意 

 広域連絡会での意向調

査（メール） 

 

※１広域連絡会での意向調査（見守りサービス）  

Ｑ．広域見守りサービス導入意向について 

 ・R7 年度導入に向けて検討する 

 ・R7 年度導入意向なし 

 ・R8 年度以降の導入意向なし 

 

Ｑ．広域見守りサービス導入の障壁について 

  ・費用が高い  ・導入の意義が理解できたない  ・必要な機能が不足している 

  ・他サービスを導入済（導入予定を含む）  ・サービスメニューが過剰  ・その他 

 

 Ｑ．広域見守りアプリのみ（レポート提供を含まない）をより低額で提供できる場合の導入の

可能性について 

    ・非常に可能性あり  ・可能性高  ・可能性中  ・可能性低 

   ・全く可能性なし   ・その他 
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４．３．２．事業２．広域防災データ（データ連携基盤の共同利用）（実証①） 

広域防災サービス導入自治体数等の把握については、以下の調査方法を用いて検証する。 

 

表 広域防災サービス導入自治体把握に関する KPI 

KPI 計測方法・目標値 

①サービス導入（予定）の自治体数 

（広域防災サービス） 

 広域連絡会での意向調査※１ 

１市２町（加古川市除く） 

②広域連絡会でのサービスメニューや 

利用料等の合意 

 広域連絡会での参加自治体合意 

③データ連携基盤共同利用の自治体数  広域連絡会での意向調査※２ 

参加自治体の理解醸成に関するポジティブ評

価 70%(5 段階評価の 2 番目まで) 

 

※１広域連絡会での意向調査（広域防災サービス） 

Ｑ．広域防災サービス導入意向について 

  ・R7 年度導入に向けて検討する 

  ・R7 年度導入意向なし 

  ・R8 年度以降の導入意向なし 

  ・未定（現時点で判断材料不足） 

 

Ｑ．広域防災サービス導入の障壁について 

   ・費用が高い  ・導入の意義が理解できたない  ・必要な機能が不足している 

   ・他サービスを導入済（導入予定を含む）  ・サービスメニューが過剰  ・その他 

 

 Ｑ．今年度、ワンコイン浸水センサーを設置された、または設置される予定の数、設置場所の

位置（住所または地番など）、設置高さについて、わかる範囲でご記載ください 

   ・自由回答 

 

※２広域連絡会での意向調査（データ連携基盤の共同利用） 

Ｑ．データ連携基盤共同利用サービス導入意向について 

  ・R7 年度導入について検討中 

  ・R7 年度について導入意向なし 

  ・R8 年度以降について導入意向なし 

  ・方向性の検討が必要 

 

Ｑ．広域防災サービス導入の障壁について 

   ・費用が高い  ・導入の意義が理解できたない  ・必要な機能が不足している 

   ・他サービスを導入済（導入予定を含む）  ・サービスメニューが過剰  ・その他 
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４．３．３．事業３．見守りカメラの最適配置（実証②） 

 

新規設置カメラの配置の有用性・妥当性を把握するために、加古川警察による分析プロセス等

の有用性・妥当性に関する評価を、以下の調査方法を用いて検証する。 

 

表 加古川警察による分析プロセス等の有用性・妥当性に関する評価に関する KPI 

KPI 目標値 

加古川警察による分析プロセス等

の有用性・妥当性に関する評価 

今回の最適配置（新規カメラ設置）の検討を通じて、更なる

犯罪発生の減少や交通事故の状況確認の精度向上が期待でき

ると思うかの質問に対してポジティブ評価(5 段階評価の 2 番

目まで) 

※１加古川警察へのヒアリング 

※１加古川警察による分析プロセス等の有用性・妥当性に関する評価 

Ｑ．今回の分析プロセスや利用データは、従来の手法と比べて有用だった（妥当性が高かった 

と思いますか？ また、今後の要望や改善点等があればご教示ください。 

 ・大変そう思う ・そう思う ・あまり思わない ・まったくそう思わない  

 

Ｑ．今回の最適配置（新規カメラ設置）の検討を通じて、更なる犯罪発生の減少や交通事故の 

状況確認の精度向上が期待できると思いますか？  

・大変そう思う ・そう思う ・あまり思わない ・まったくそう思わない 

 

４．３．４．事業４．危険運転車両検知（実証②） 

 

危険運転車両検知に関する有用性・妥当性を把握するために、以下の調査方法を用いて検証す

る。 

 

表 加古川警察による分析プロセス等の有用性・妥当性に関する評価に関する KPI 

KPI 目標値 

加古川警察による分析プロセス等の有用性・

妥当性、各種指標の妥当性に関する評価 

分析プロセスの有用性、クールタイム等の指標の

妥当性等のポジティブ評価(5 段階評価の 2 番目ま

で) 

※１加古川警察へのヒアリング 

※１加古川警察による分析プロセス等の有用性・妥当性、各種指標の妥当性に関する評価 

Ｑ．今回の分析プロセスや利用データは、従来の手法と比べて有用だった（妥当性が高かった 

と思いますか？ また、今後の要望や改善点等があればご教示ください。 

 ・大変そう思う ・そう思う ・あまり思わない ・まったくそう思わない 

 

Ｑ．今回の分析に用いた各種指標は妥当だと思いますか？また、今後の要望や改善点等があれば

教えてください。  
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５．実証実験結果 

５．１．事業１．広域見守りサービス 

 

広域見守りサービスの普及展開に向けて、本年度においては、地域ポイント（かこがわウェル

ピーポイント）との連携を図った実証の実施と見守りアプリの機能強化、自治体ロゴ表示などの

アプリ改修による周知等を実施した。 

 

 

５．１．１．広域見守りアプリの機能強化 

 

１．実証実験の結果 

 地域ポイント（かこがわウェルピーポイント）との連携機能についてシステム改修を行っ

た。これにより、見守り活動とポイント付与状況の可視化を実装した。 

 また、ボランティア活動による「みまもり貢献の計測と可視化」機能の追加を行った。 

 さらに、本年度に実施した、広域連絡会の参加自治体からの意見を踏まえ、広域見守りア

プリを利用する自治体のロゴをアプリ立ち上げ時に画面上に表示するなど、アプリの普及

等を図るため、地域見守りアプリの機能強化を実装した。 

※かこがわウェルピーポイント制度：加古川市が対象とする社会活動や地域活動、健康づくり活動、市が指定する事業等に参

加した場合やポイント加盟店で買い物等をした場合にポイントが付与される官民協働による制度。 

 

２．実証実験の分析 

みまもりの貢献度に応じて、かこがわウェルピーポイントを付与できる連携機能の実装を進

めており、令和 6年 3 月末に公開を行う。 

具体的には、本アプリの画面上の「広域みまもりアプリ」（中央のピンク色アイコン）に日々

の見守り活動（検知時間と検知回数）記録される。これらの活動データは自動的に「かこがわ

ウェルビーポイント」アプリ（右側の黄色いアイコン）と連携され、貢献度合いに応じてポイ

ントが付与される。 

なお、ポイントの付与は Yuifillアプリ（地域ポイント）上で行われる。 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                  

出展：ﾌｭｰﾁｬｰﾘﾝｸﾈｯﾄﾜｰｸ 
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図 広域見守りアプリとかこがわウェルピーポイントとの連携イメージ 

 また、本アプリの利用促進施策として、地域見守りサービスへの参画自治体 

に係るロゴマーク（市章）の掲載機能を実装する。この機能追加は、アプリに 

自治体のロゴマークが表示されないことで公式感が乏しく、住民から敬遠され 

る傾向があるという課題に対応するものである。 

本機能の実装により、住民に対する視認性の向上及び当該自治体における本 

サービスの認知度向上が期待される。 

※アプリ起動時において、本アプリのロゴの下部に当該自治体のロゴマークを

表示。 

 

 

５．１．２．地域ポイントと連携  

 

１．実証実験の結果 

 「地域みまもりアプリ」による地域ポイント付与の効果検証として、地域住民の行動変容

に与える影響を測定する実証実験を実施した。 

 本実証実験には 37名の参加者を得て、事前に定めたポイント付与条件のもと、見守り活動

の貢献度（貢献回数）を計測し、その度合いに応じて「かこがわウェルピーポイント」を

付与する運用を行った。 

 なお、システム設計においては、将来的に他自治体の地域ポイントとも柔軟に連携できる

よう、汎用的な仕様を考慮した実装を行っている。 

 見守り貢献度に応じて、かこがわウェルピーポイントを付与できる連携機能は、令和 6 年

3月末に公開を予定している。 

 

２．実証実験の分析 

広域見守りアプリの普及促進等に向けたインセンティブ付与実証を以下の通り実施した。 

 

表 実証概要 

 コンテンツ 

実証期間 

2024 年 12 月 10 日～2025 年 1 月 23 日 

①ポイント付与なし実証期間：2024 年 12 月 10 日～12 月 25 日 

②ポイント付与あり実証機関：2025 年 1 月 8 日～1 月 23 日 

参加者想定 
スマートシティ推進担当職員が依頼した市職員及び、外郭団体職員その他協力を得られ 

る市民 10 人から 20 人程度 

提供データ 

①phase1・phase2 間引き後の 14-17 時の検知データ数の増減量比較（モニター、モ

ニター以外との比較） 

②phase1・phase2 間引き後の全日の検知データ数の増減量比較（モニター、モニター

以外との比較） 
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③アンケート回答情報 

実証方法 

①スマートシティ担当職員が参加者にフォーム URL を送り、参加依頼 

②参加者フォーム入力（iOS/Android に利用しているメールアドレスのみ取得） 

③FLN から参加者にアプリ DL 案内メール送付 

-----ここまで 12 月 10 日------- 

④12 月 10 日から 12 月 25 日実証 phase1 

-----ここまで 12 月 25 日------- 

⑤FLN から参加者に実証参加用アプリアップデートの招待 

⑥参加者がアプリアップデート（FLN からアップデート依頼と IMEI の報告依頼） 

⑦アップデート確認→「広域みまもりアプリについて」のページ最下部の数字を FLN 

に連絡 

-----ここまで 1 月 8 日------- 

⑧1 月 10 日から 1 月 23 日実証 phase2 

-----ここまで 1 月 23 日------- 

⑨FLN から定性分析用アンケート送付 

⑩FLN から NSRI にアンケート回答情報提供（個人情報は含めない） 

⑪NSRI アンケート分析（定性分析） 

⑫定量分析用検知データを FLN から NSRI へ提出 

⑬NSRI データ分析（定量分析） 

⑭NSRI データ分析結果とりまとめ 

            -----ここまで 2 月 12 日------- 

※FLN：ﾌｭｰﾁｬｰﾘﾝｸﾈｯﾄﾜｰｸ株式会社、NSRI：株式会社日建設計総合研究所 

 

１）地域ポイント付与基準の見直しについて 

 なお、当事業における当初のポイント付与基準については、以下の要件を全て満たすことを想

定していた。 

【地域ポイント付与基準（当初案）】 

・防犯の視点を持って地域を見守る「ながら見守り活動」（日常的な買い物、ウォーキング、散歩等 

に付随する見守り）が行われる主要な時間帯である 14 時から 17 時までの間であること 

・移動距離が 500 メートル以上かつ活動時間が 30 分以上であること 

 

これらの基準は、「ながら見守り活動」の普及促進と不正なポイント取得の防止を目的として

設定された。 

しかしながら、運用開始後の状況を精査したところ、指定時間帯（14 時から 17 時）において、

通勤・業務等による移動が 30 分以上継続した場合にも条件を満たすこととなり、本来の事業趣

旨から逸脱する形でポイントが付与される可能性が認められた。 

この課題に対応するため、ポイント付与基準を以下のとおり見直しを行った。 
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図 当初の付与基準              図 改善案①の考え方 

   

図 改善案①で考えられる課題         図 改善案②の考え方とまとめ 

 

上記のスライドにて示した通り、改善案①は「距離・時間の閾値を変更するのみ」であり、こ

の方式では誤検知がむしろ増加するなど、有効な見守り活動までも検出できなくなる恐れがある。    

一方、改善案②は「歩数・速度など追加情報を活用し、実際に徒歩で行われた活動のみを検出」

する方向性であり、システム改修費用は発生するものの、検出精度の大幅な向上が見込まれる。 

これらの理由から、将来的な事業化を見据えた場合には、改善案①よりも改善案②の方が見守

り活動の実態を正確に反映できる精度の高いシステムになると考えられることから、本実証にお

いて改善案②で実施した。 

 

２）広域見守りアプリの実証の概要 

 上記で説明したポイント付与基準に従い、2024年 12月 10日から 2025年 1月 23日まで実証を

行った。実証概要を以下に示す。 

 

表 広域見守りアプリ実証概要 

実施期間 2024 年 12 月 10 日～2025 年 1 月 23 日 

①ポイント付与なし実証期間：2024 年 12 月 10 日～12 月 25 日 

②ポイント付与あり実証期間：2025 年 01 月 08 日～01 月 23 日 

実証参加者 計 37 名 

①加古川市職員 

②地域包括支援センター職員 

③その他協力を得られる市民（兵庫県立大学職員及び学生）等 
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本実証では、37名が参加し、期間内に活動が確認された有効な対象者（仮想ポイント獲得対象

者）は 12 名であった。分析の結果、ポイント付与の有無による貢献活動への影響について、以

下の特徴が明らかとなった。 

ポイント付与なし期間とポイント付与あり期間における貢献回数を比較したところ、それぞれ

全体の約 50％（合計 30回中 15回）を占める結果となった。特筆すべき点として、ポイント付与

あり期間においては、これまで貢献実績のなかった参加者が新たに 2 回から 4 回の貢献を行うな

ど、明確な行動変容が確認できた。また、獲得仮想ポイント上位参加者の貢献度は全体平均

（1.25 回）の 2 倍から 4 倍（2 回から 5 回）に達するなど、積極的な参加者層の存在が確認でき

た。 

また、実証終了後に参加者へのアンケートを実施した（回答者数 3 名）。日常的な利用状況に

ついては、「毎日利用」（2 名）、「週 1 回程度利用」（1 名）との回答があり、継続的な利用が確認

できた。アプリの使いやすさについては「非常に使いやすい」（2 名）、「使いにくい」（1 名）と

評価にばらつきが見られた。 

ポイント付与については、「嬉しい」との回答があったものの、「普通」と感じている方が過半

数であり、現状ではポイントによるインセンティブが限定的な効果にとどまっている可能性が示

唆される。地域見守り活動への貢献実感については、過半数が「感じた」と回答しており、アプ

リを通じた一定の貢献意識が生じていることが確認できた。 

しかしながら、ポイントの付与内容や仕組みに対する理解度は回答者間でばらつきがあり、十

分な周知や説明が行き届いていない状況がうかがえる。また、モチベーション変化については、

3 名中 2 名が「特に変化を感じなかった」と回答し、その理由として「見守り活動との関連性が

不明確」や「ポイント付与のタイミングの問題」が挙げられた。 

 

３．実証実験からの課題 

仮想付与ポイントを獲得した参加者は対象者 12 名中 3 名にとどまっており、ポイント付与基

準について更なる検討が必要である。また、本取組の持続的な運営に向けて、表彰制度や感謝メ

ッセージの送付、貢献度の可視化（ランキング化）など、参加者のモチベーション向上に資する

仕組みの構築が求められる。 

※アンケート母集団（12 名）と回答者（3 名）ともに少ないため、結果の一般化には慎重になる

必要があり、あくまでも参考値としての記載とした。 

 

４．今後の改善等 

利用者からは「測定開始ボタンを押すのを忘れるため、定時に通知が届くようにしてほしい」

などの具体的な改善要望もあった。これらの結果を踏まえ、以下の改善を検討する。 

①ポイント付与基準の明確化と周知徹底 

②インセンティブ制度の再設計（表彰制度、貢献度の可視化等） 

③ユーザビリティの向上（定時通知機能の追加等） 

④見守り活動との関連性の明確化 
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表 アンケート内容 

 

  
 

  
 

  
 

  
 

 
 

 

また、広域見守りアプリの普及促進等に向けたインセンティブ付与実証のほかに、スマートシ

ティの取組の一環として実施している見守りサービスのさらなる充実を目指し、加古川市以外に

も検知ポイントを増やすため、令和 5 年度においては、国土交通省の支援を受け、検知機能のみ

に絞った「地域みまもりアプリ」を構築し、見守りサービスの広域展開を目指して、三田市及び

三木市とともに「広域見守りサービス」の実証を 2024年 1月から 2025年 3月まで実施した。 

実証概要と検知結果を以下に示す。 

 

（１）三田市における広域見守り実証 

 高齢化の進展に伴い認知症高齢者の数が増加する中、一人で外出した方が行方不明になり、家

族等による捜索や警察による保護が必要となるケースが発生している。 

この状況に対応するため、三田市では現在、GPS 端末の無償貸与により、認知症高齢者が行方

不明になった際に、家族等がスマートフォンアプリで居場所を特定できるサービスを提供してい

る。 



31 

 

しかしながら、2 週間に 1 回程度の充電が必要なことや、外出時に持ち歩くことが難しい場合

があること、また適切に管理できる家族や支援者がいない場合には利用が困難であるなどの課題

が指摘されている。 

これらの課題に対応するため、新たな実証実験として、ボタン電池で約 1 年間動作可能な小型

軽量端末である BLE タグを活用した見守りシステムの検証を行う。この BLE タグは GPS 端末と比

べ、認知症高齢者が必ず持ち歩くような物に取り付けたままにしやすい特徴がある。 

BLE タグの位置情報を検知する仕組みとして、公民連携・広域連携により、検知器（固定式、

アプリ）を市内に増設した。具体的には、見守りが必要な方の自宅や公共施設等に固定式の検知

器を設置するほか、民間事業者が設置している検知器についても本事業の見守りネットワークと

して活用した。さらに、官民連携の取り組みとして、民間企業 3 社の BLE タグを検知できる加古

川市開発の「広域見守り検知アプリ」を利用し、加古川市でアプリを導入している方が三田市に

居る場合に、検知に協力できる仕組みを構築した。 

 

 実証結果を以下に示す。 
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また、三田市における感知器の受信状況及び検知状況を以下に示す。 

 

表 感知器の受信状況 

 

※受信なしの設置箇所：11 箇所 

 

①受信状況の概況 

・7月〜9月の期間で総計 1,441件の受信記録  

・Eの受信が最も多く(994件)、次いで H(192件)、G(71件)の順 

表 感知器の検知状況 

 

7月 8月 9月 7月 8月 9月 7月 8月 7月 8月 9月 7月 8月 9月 7月 8月 9月 7月 8月 9月 7月 8月 9月 7月 8月 9月

A

B 59 28 23 8 59

C 9 7 2 9

D 38 16 19 3 38

E 994 575 297 122 994

F

G 71 26 29 16 71

H 192 84 80 28 192

I 37 22 10 5 37

市民センター 19 8 3 11 6 2 8

市内企業 4 1 1 1 2 3

コミュニティセンターA 1 1 1

人材センター 11 4 5 2 11

市内スーパー 2 1 1 2

コミュニティセンターB 2 2 2

デイサービス施設Ａ 2 2 2

総計 1441 29 23 10 62 7 2 9 17 20 3 40 576 297 124 997 31 34 18 83 92 83 30 205 28 12 5 45

お名前 合計
A

A 集計
B

B 集計
C

C 集計 I 集計
D

D 集計
E

E 集計
F

F 集計
G

G 集計
H

H 集計
I

10月 11月 12月 集計 10月 11月 12月 集計 10月 11月 12月 集計 10月 11月 12月 集計 10月 11月 12月 集計 10月 11月 12月 集計 10月 11月 12月 集計 10月 11月 12月 集計 10月 11月 12月 集計

A　自宅 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

B　自宅 79 0 25 27 27 79 0 0 0 0 0 0 0

C　自宅 27 0 0 26 1 27 0 0 0 0 0 0

D　自宅 55 0 0 0 24 19 12 55 0 0 0 0 0

E　自宅 471 0 0 0 0 204 73 194 471 0 0 0 0

F　自宅 2 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0

G　自宅 168 0 0 0 0 0 0 57 54 57 168 0 0

H　自宅 463 0 0 0 0 0 0 0 93 300 70 463 0

I　自宅 43 0 0 0 0 0 0 0 0 13 17 13 43

市民センターA 38 0 0 0 0 0 0 0 6 4 14 24 7 7 14

市内企業 14 0 2 1 3 0 1 4 5 2 2 0 0 0 1 3 4

コミュニティセンターA 27 0 0 0 0 0 0 1 18 8 27 0 0

人材センター 9 0 0 1 1 0 0 0 4 4 8 0 0

市内スーパー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

コミュニティセンターB 10 0 0 0 0 0 0 0 4 6 10 0

デイサービス施設Ａ 488 0 194 94 200 488 0 0 0 0 0 0 0

交流館 6 0 0 0 0 0 0 0 1 2 3 1 2 3

コミュニティセンターＣ 7 0 0 0 0 1 6 7 0 0 0 0

コミュニティセンターＤ 2 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0

市民センターB 1 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0

デイサービス施設Ｂ 9 0 5 5 0 0 2 2 0 2 2 0 0

法人顧客 12 0 0 0 3 1 4 2 2 0 4 4 0 2 2

個人顧客A 7 0 0 0 0 0 0 1 3 3 7 0 0

個人顧客B 2 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0

スマホ(Android) 3,534 1,304 1,295 805 3,404 0 0 0 0 113 17 130 0 0 0

スマホ(iOS) 254 0 0 0 0 0 0 0 1 25 26 63 66 99 228

広域連携アプリ 2 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0

総計 5,730 1,304 1,295 805 3,404 219 125 235 579 0 27 1 28 28 26 12 66 204 80 200 484 0 113 17 130 71 75 73 219 100 334 92 526 85 95 114 294

G H（継続希望） I（継続希望）
お名前 合計

A（外出しない） B C（外出しない） D（継続希望） E（電波環境問題） F（外出しない）



33 

 

②検知状況の概況 

・10月〜12月の期間で総計 5,730件の検知記録  

・自宅感知器とその他の公共施設等での検知データ  

・スマホでの検知が 3,534件と非常に多い  

・個人宅では利用者 H(463件)、E(471件)、B(79件)の順で多い 

 

③検知状況の傾向 

□受信・検知数における顕著な偏り 

調査期間中に収集された受信・検知データを分析したところ、タグ（利用者）や検知器によっ

て大きな偏りが確認された。一部のタグや感知器では非常に多くの検知記録が得られている一方

で、全く受信のないケースや検知回数が極めて少ないケースも散見される。 

この偏りの要因としては以下が考えられる 

• 利用者の生活パターンの差異（外出頻度の違い） 

• タグの使用状況（常時携帯しているか、電源状態など） 

• 感知器の設置場所や稼働状況の差異 

• 電波到達環境の地域差 

 

④月別受信・検知数の変動傾向 

受信状況（7～9 月）および検知状況（10～12 月）のデータを時系列で分析すると、月ごとに

数値の変動が見られる。特に 7 月や 10 月に比較的高い数値を示し、翌月に減少するパターンが

確認されている。 

 

この変動要因としては以下が考えられる。 

• 季節的要因（気温変化による外出行動の変化） 

• 利用者個別の事情（旅行・通院・体調不良など） 

 

⑤検知件数の偏り 

データからは固定式（施設設置）と移動式（スマホ等）の検知器を併用することによる相乗効

果と課題が明らかになった。コミュニティセンターやスーパーマーケットなど特定施設では安定

した検知実績がある一方、他の施設ではほぼ検知がないケースも確認された。 

現状では以下の課題が残されている 

• 巡回ルートの限定性（往来する場所のみ移動） 

• 地域によるカバレッジの不均衡 

 

⑥課題 

一つ目、BLE タグの技術的特性として電波到達距離が数十メートル程度と比較的短いという制

約があり、施設設置型および移動受信機の配置バランスが不十分な場合、検知できない空白地域

や検知から漏れる利用者が発生する事態が確認された。 
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実証データからは受信記録が「0」の状態が継続している施設も複数確認されており、これら

については以下の課題が考えられる 

• 感知器設置場所と利用者動線とのミスマッチ 

• 施設の利用時間帯と利用者の訪問時間帯の不一致 

• 建物構造や障害物による電波環境の劣化 

 

二つ目、データ分析の結果、利用者側の要因によって受信・検知数に大きな差異が生じている

ことがわかった。具体的には以下の課題が想定される 

• タグの携帯忘れや不携帯による未検知 

• 外出頻度の個人差（長期間自宅にいる場合の検知機会減少） 

これらの課題に対しては、「タグの持ち歩き徹底」の対策が必要と考えられる。 

 

⑦三田市における広域見守り実証結果の考察 

受信状況や感知状況のデータの分析結果から、検知データの地理的分布には明確な偏りが確認

されており、効果的なカバレッジ確保のため以下の取り組みが考えられる。 

• 検知頻度の地図化（ヒートマップ）による空白地帯の可視化 

• 受信機の設置場所および移動受信機の設置ルートの最適化 

• 利用者の生活圏を考慮した戦略的な受信ポイントの設定 

また、地域社会との連携強化による受信環境の拡充も重要な視点： 

• 協力店舗（スーパー、商店街等）との連携拡大 

• 医療機関・福祉施設における受信機設置の促進 

• 公共施設（公民館、図書館等）の受信拠点としての活用 

これらの取り組みにより、地域全体をカバーする見守りネットワークの構築が可能になると考

えられる。 

また、広域見守りの実効性を高めるためには、利用者側の適切なタグ管理と運用が不可欠であ

る。以下の施策を講じることが望ましいと考えられる 

• BLEタグの正しい携帯方法に関する定期的な啓発活動の実施 

• 電池残量および動作状況の定期点検体制の確立 

• タグの不具合や紛失時の対応フローの整備 

また、各利用者の特性に配慮した支援体制の構築も重要である 

• 高齢者やこども等の見守り対象者の負担軽減策の検討 

• 家族や地域支援者との連携による日常的な管理支援 

• スマートフォン連携機能の活用による利便性向上 

これらの取り組みにより、「持ち歩きやすく、管理しやすい」システムの実現が期待される。 
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（２）三木市における広域見守り実証 

 三木市においても、こどもや認知機能低下により行方不明となる恐れのある方々の見守りをサ

ポートし、ご本人やご家族の不安や負担の軽減をめざして、「広域見守りサービス」の実証実験

を実施した。 

 実証への参加者は 3 名にとどまっており、本サービスの必要性に対する地域の理解促進におい

て課題が残る結果となった。 

また、第 5 回広域連絡会においては、三木市から検知機器等のインフラ整備への財政的課題が

あると、三木市からのご意見があった。サービスの価値や効果が認識されていても、導入・運用

コストが自治体や地域の大きな負担となり、それが参加者数の伸び悩みを引き起こしていると考

えられる。 

特に課題となっているのは、利用者が増えるだけでは十分な効果が得られない点である。検知

率を高めるためには、利用者数の増加と同時に検知機器などのインフラ整備も進める必要があり、

このインフラ整備にかかる費用が大きな障壁となっている。 

しかしながら、広域による見守りの必要性は依然として高く、今後の展開に向けては、持続可

能な運営体制の構築に向けて、ふるさと納税制度を活用した新たな費用負担の仕組み等の検討が

必要である。 

特に、行政負担による事業継続においては、認知高齢者数の増加傾向を踏まえた中長期的な財

政見通しの策定が不可欠であり、これに対し、遠隔地に居住する家族や親族による支援を組み込

んだ共助の仕組みを構築することで、持続可能な運営体制の確立が期待できると考える。 

なお、BLE タグの検知状況に関する詳細情報が不足しているため、実証実験についてその結果

を導出することは困難である。 

 そのため、三木市へのヒアリング結果を踏まえて、傾向として整理を行ったところである。 

 

表 感知器の検知状況 

 

 

①検知状況概況 

・総検知回数：93回  

・月別検知数：2月(44回)、3月(46回)、4月(3回) 

 

②検知状況の傾向 

ピボット集計の結果から、以下の特徴的な検知パターンが確認された。 

検知実績のある、A及び B利用者のみを対象として、 

• 利用者 Aについては 2月に比較的多くの検知記録が確認された 

• 利用者 Bについては 3月に比較的多くの検知記録が確認された 

利用者 ２月 ３月 ４月 総計

A 36 36

B 6 43 1 50

C 1 1

D 2 2

E 1 1

F 1 1 2

G 1 1

総計 44 46 3 93
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このように限定的な検知記録の要因として考えられるのは、参加者が認知高齢者であり、基本

的に外出頻度が少ないことが挙げられる。また、外出先が検知機器設置場所と異なる場所であっ

た可能性も考慮すべき要因である。 

 

（３）三田市と三木市における実証結果の考察 

三田市と三木市で実施した広域見守りサービス実証では、BLE タグを活用し認知症高齢者等の

見守りシステムの有効性について検証を行った。三田市では一定の検知記録が得られた一方、三

木市では参加者・検知記録ともに限定的な結果となった。両市に共通する課題として、利用料の

負担や検知器整備など、費用面での負担が挙げられ、今後は検知環境の最適化、利用者支援の強

化などが求められる。 

以上のことを踏まえると、「ながら見守り」の拡大がより広範囲での検知を可能にするほか、

固定式検知器整備も必要最低限にとどめることができ、予算配分などの効率化とともに地域ぐる

みでの見守りが実現できると考えられる。 

 ただし、三田市からも指摘があったように、アプリだけでは見守りの継続性や確実性に課題が

ある点に留意すべきである。特に離脱機能の有用性が確認された一方で、導入には段階的アプロ

ーチが重要である。まずは自宅の固定検知器の整備といったスモールステップから見守りサービ

スの普及を進め、その後、インフラ整備の充実やアプリ導入へと段階的に展開していくことが、

地域の実情に即した持続可能な見守り体制の構築につながると考えられる。 

 

 

５．１．３．広域見守りサービスの周知  

 

１．実証実験の結果 

 加古川市では、「かこがわアプリ」の BLEタグ検知機能を切り出し、他自治体でも展開可能

な新規アプリ（地域みまもりアプリ）を開発し、サービス展開を行っている。令和 5 年度

に開発を完了し、令和 6年度から本格運用を開始している。 

 「かこがわアプリ」サービス利用者の「地域みまもりアプリ」への移行及び新規加入者増

加を図るため、こども向けと高齢者向けの 2種類のチラシを作成した。これらのチラシは

関係課の窓口等に配布を行い、年齢層に合わせた周知方法により、サービス加入を促進し

ている。 

 

２．実証実験の分析 

 加古川市では、これまで提供してきた「かこがわアプリ」のサービスを 2024年 9月に終了し、

「かこがわアプリ」の BLE タグ検知機能を切り出し、他自治体でも展開可能な新規アプリ（地域

みまもりアプリ）を開発し、本年 4 月から新たに提供している。「地域みまもりアプリ」への円

滑な移行及び普及促進を図るため、サービスカタログへの申請を 2月 28日に行った。 

具体的には、広域見守りサービス事業、広域防災サービス事業及びデータ連携基盤の共同利用

の 3 つの広域サービスについて、デジタル庁が運営するカタログサイト並びにスマートシティ官

民連携プラットフォームにおいて、スマートシティに関するニーズ・シーズ提案を行う。 
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これらのサービスをカタログに登録することにより、幅広い行政機関からの認知度向上が期待

できる。多くの自治体が導入することで、サービス料金の低減につながる。また、多様な利用自

治体からのフィードバックにより、サービスの継続的な改良や機能拡充が進むことで、内容の充

実化及び運用コストの削減につながるものと考える。 

特に、類似の取組を検討している地方自治体への横展開がスムーズに進むことが期待される。 

 

  表 カタログ掲載先と掲載サービス 

  

 

なお、サービス事業者である「株式会社日建設計総合研究所」が申請主体として、申請を行う。 

カタログ掲載内容を以下に示す。（掲載内容の一部を示す） 

  

（１）デジタル地方創生サービスカタログ 

・申請するデジタルサービス名：広域的な見守りサービスを実現する「みまもりアプリ」 

・サービスの検索用キーワード：BLE タグ、見守り、認知症高齢者、広域連携、地域ポイント、

みまもりアプリ、こども見守り、加古川市 

・サービスの概要：加古川市と共同で開発した複数自治体が共通の「みまもりアプリ」を利用し

て行方不明者の早期発見を支援するサービスです。自治体の境界を越えた見守り体制を構築し、

住民参加型の「ながら見守り」で地域全体の安全・安心を高めます。 

・サービスが持つ機能：みまもりアプリを活用し複数社製のＢＬＥタグを一元検知、自治体間で

位置情報を共有し行方不明者を発見・保護。アプリと固定検知器とも連携し、広域的で参加型

の体制を確立。検知レポート等のオプションサービスを提供。 

 

（２）防災 DXサービスマップ・サービスカタログ 

・申請するデジタルサービス名：広域防災サービス 

・サービスの概要：加古川市と共同開発した広域的かつリアルタイムな情報共有で住民の安心・

安全を支える以下のサービス。 

-複数自治体がワンコイン浸水センサー等の防災データを一元管理・ダッシュボードで可視化 

-浸水時にはビジネスチャットの Slackで通知を行い、発災時の初動対応を迅速化 

・サービスの特長、優位性 

  -防災データの一元管理：複数自治体の浸水センサー情報を集約し、単一のダッシュボードで

可視化・分析。情報が分散せず、迅速な意思決定をサポート。 

-リアルタイムな通知機能：浸水センサーの浸水情報を Slack と連携することにより、浸水発

生などの重要情報を即時共有。担当者の初動対応を加速し、災害被害の拡大を防ぐ。 



38 

 

-広域連携による相乗効果：上下流や隣接自治体が同じ仕組みを使うことで、一部地域での変 

化も早期に把握し、効果的な防災体制を構築できる。 

-導入済みのデータ連携基盤の活用：加古川市などの導入実績・ノウハウをベースに展開でき 

るため、新規構築よりコスト・手間を軽減。スムーズにサービスインが可能。 

 

 また、「かこがわアプリ」サービス利用者の「地域みまもりアプリ」へ

の移行及び新規加入者増加を図るため、こども向けと高齢者向けの 2種類

のチラシを作成した。これらのチラシは各地域の包括支援センターの関

係者や市内事業者等に配布を行い、年齢層に合わせた周知方法により、

サービス加入を促進する考えである。 

 

 

 

３．実証実験の考察（広域見守りサービスの普及展開に向けた実証について） 

今回の実証では、ポイント付与によって従来活動実績がなかった参加者が複数回の貢献を行う

など、一定の行動変容が認められた一方、全体の貢献回数そのものはポイント付与の有無で大き

な差が生じなかった。特に、仮想ポイントを獲得した参加者が少数にとどまった点からは、参加

手順のわかりやすさや活動時間帯のずれなどのアプリ利用に対する十分な周知等ができなかった

ことに課題があると考えられる。また、上位参加者の貢献回数が平均値を大きく上回っていたこ

とは、制度を積極的に活用する層が存在する一方で、他の参加者を巻き込むにはさらなる工夫が

必要であることを示唆している。今後は、参加者の継続的な行動を促すために、ポイント付与の

仕組みをより明確かつ魅力的に宣伝するとともに、活動実績を可視化して達成感を得やすくする

など、モチベーションを維持する仕掛けづくりに一層注力することが求められる。 

アンケートの結果から、広域みまもりアプリを毎日利用している方は存在するものの、使いや

すさや操作のしやすさについては利用者ごとに受け止め方の差が大きいことが明らかになった。

特に、アプリの操作自体が「分かりやすい」と感じている方と「使いにくい」と感じている方が

明確に分かれた点は、UI/UX（ユーザーインターフェイスとユーザーエクスペリエンス）の改善

を検討する必要性を示唆している。 

また、ポイントの付与によるモチベーション向上効果は限定的であり、ポイント獲得の仕組み

をより分かりやすく説明するとともに、活動の成果や意義を利用者が実感できるように可視化す

る工夫が求められると考えられる。回答者の半数以上が「使いやすさ」そのものには肯定的であ

っても、ポイントの付与基準やタイミングを把握していないことで満足度や意欲が減退するケー

スがあるため、運用ルールの明確化や利便性の高い通知機能の追加が期待される。 

さらに、「見守り活動が具体的にどのように評価されポイントに結びつくか分からない」との

意見が示す通り、利用者にとってはアプリの使用が直接的に地域活動やボランティア参加に繋が

っていると感じにくい側面が存在する。この点を踏まえると、実際の活動実績を利用者自身が振

り返ったり、地域の貢献度を可視化したりする仕組みを用意することが、モチベーション維持お

よび地域貢献意識の醸成に寄与すると考えられる。 
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以上を総合すると、地域みまもりアプリによる見守り活動を一層推進するためには、まずはア

プリの操作性向上と利用者の使用タイミングを逃さないリマインド機能の充実が必要である。次

いで、ポイント付与の基準や獲得タイミングが分かりやすくなるような運用ルールの再設計と周

知を図り、活動実績を参加者自身が評価・実感できるよう工夫することが重要である。こうした

改善策を講じることで、利用者の継続意欲を維持しながら、地域全体の見守り活動をさらに活性

化できるものと考えられる。 

 

 

５．１．４．広域サービスに興味を持つ自治体が参加する連絡会を開催と導入意向に関する

アンケートの実施 

 

１．実証実験の結果 

 ・ 広域でスマートシティサービスを展開していくことに対する興味関心を示す 10自治体が 

参加する連絡会、「見守りサービスの広域連携実証」と「データ連携基盤の広域利用調査 

実証（防災）」のサービス別に開催した。 

表 参加自治体 

 参加自治体 

広域連絡会 ①姫路市、②西脇市、③三木市、④高砂市、⑤小野市、 

⑥三田市、⑦加西市、⑧加東市、⑨稲美町、⑩播磨町 

見守りサービス広域連携実証 ①三木市、②三田市 

データ連携基盤の広域利用調査実証 ①西脇市,②小野市,③三田市,④加東市, ⑤播磨町 

 

 見守りサービスの広域連携実証については、現在運用中の見守りアプリのリニューアル内容

とサービス提供費用について検討・議論を行い、案としてとりまとめを行った。 

 また、広域連絡会では、サービス導入に向け、参加自治体別に①防災・発災時の対応、②サ

ービス導入のために加古川市や事業者から提供が必要な情報、予算確保のためのスケジュー

ル等について事前アンケートを実施し、自治体別の状況把握を行った。 

 事前アンケートの結果及び連絡会での議論の内容を踏まえて、サービス導入意向についてア

ンケート調査により確認を行った。 

 広域見守りサービス導入については、導入について検討中の自治体は、１自治体で、現時点

でのサービス導入は０自治体となった。 

表 アンケート実施概要 

  実施 アンケート内容 

事前 

アンケート 

2024 年 5 月 ①防災・発災時の対応フロー（浸水データ／防災ダッシュボードの活用案） 

②サービス導入のために加古川市や事業者から提供が必要な情報 

③各自治体の予算スケジュール 

意向調査 

アンケート 

2024 年 9 月 

 

①広域見守りサービス実施意向について 

②広域防災サービス実施意向について 

③データ連携基盤の共同利用サービス実施意向について 
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２．実証実験の分析 

広域連絡会では、「広域見守りサービス（サービススキームの深度化検討）」及び「広域防災デ

ータ（浸水センサー設置効果の理解促進、データプラットフォーム共同利用に対する理解促

進）」、について検討・意見交換を実施した。計 5回の広域連絡会の概要を下記に示す。 

 

表 広域連絡会開催概要 

回 日時 内容 備考 

第 1 回 4 月 24 日 

（木） 

・R5 年度のスマートシティ取組結果の報告 
・R5 年度の課題と R6 年度の取組の方向性 
・R6 年度の予定と参加自治体への依頼事項 

 

第 2 回 6 月 11 日 

（火） 

・浸水センサー及びデータ連携基盤の活用方
法 
・広域防災サービスの内容及び費用の考え方 
・見守りアプリ改修内容及び費用の考え方 
・参加自治体の予算編成スケジュールの確認 
・今後の論点と進め方 

・第 2 回開催に向けた
事前アンケート実施
（予算編成等） 
・播磨町と個別打ち合
わせ実施（6 月 20
日） 
・防災関連部署打ち合
わせを実施（6 月 28
日） 

第 3 回 7 月 25 日 

（木） 

・広域サービスに関する現状と課題の共有 
・グループワーク（防災・見守り）の実施 

・播磨町の個別打ち合
わせ実施（7 月 8 日） 
・第 3 回連絡会の事後
アンケート実施 

第 4 回 10 月 24 日

（木） 

・第 3 回連絡会の事後アンケート結果の報告 
・各市町から実証実験（防災）の結果報告 
・R7 年度のサービス料金（案）に関する連絡
及び意見交換 

・ワンコイン浸水セン
サーに関する学識のヒ
アリング実施（10 月
22 日） 

第 5 回 

 

2 月 19 日 

（水） 

 

・広域見守りアプリ実証の成果の報告 
・広域防災実証の成果の報告 
・サービススキーム等のカタログ化 
・来年度連絡会の位置づけなど 

 

2 月 20 日 

（木） 

・広域連携サービス 
・広域防災実証の成果の報告 
・サービススキーム等のカタログ化 
・来年度連絡会のいちづけなど 

 

 

広域見守りサービスの需要動向及び自治体間における取組状況について調査を実施した結果、

導入意向への傾向と導入への障壁が確認できた。 

 

１）広域見守りサービス導入における全体の傾向 

広域見守りサービスの導入意向については、調査対象となった自治体の大多数が消極的な姿勢

を示している。令和 7年度に関しては 1つの自治体のみが「検討中」と回答し、他の 7自治体は

「導入意向なし」と回答している。令和 8年度以降についても 2つの自治体が「導入意向なし」

としており、全体として導入に前向きな自治体は極めて少ない状況である。 

導入可能性に関する調査からも、6自治体が「可能性低」、3自治体が「全く可能性なし」と回

答しており、「可能性中」と回答したのは 1つの自治体のみとなっている。「非常に可能性あり」

や「可能性高」と回答した自治体は皆無であり、広域サービスの導入に対する厳しい見方が示さ

れている。 
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各自治体の現状を見ると、独自の見守りシステムをすでに構築している自治体が複数ある。あ

る自治体は 107カ所の見守りカメラに検知器を併設し、別の自治体は R6に町内に 250台の見守

りカメラを設置して認知症高齢者・新小学生・障がい者等に見守りタグを配布する計画を持って

いる。また、ある自治体は現状の GPSおよび緊急通報システムにより見守りを行っており、他の

自治体も別のサービスを導入予定としている。 

 

 
図 広域見守りサービスの導入意向 

 

２）広域見守りサービス導入における障壁 

広域見守りサービス導入における障壁は、調査結果から複数の重要な課題が明らかになってい

る。最も顕著な障壁は費用負担の高さであり、多くの自治体が「負荷が高い」と指摘している。

特に初期導入時の設備費用がネックとなっており、厳しい財政状況下で新たなシステム投資の判

断が困難となっている。 

次に大きな障壁は、導入効果の不明確さである。複数の自治体が「導入の意義が現状出せな

い」と回答しており、費用対効果が見えづらく、投資に見合う具体的なメリットが明確になって

いない状況である。見守りサービスが実際にどのような問題を解決し、どの程度の効果をもたら

すのかの具体例や数値が不足していると考えられる。 

また、既存システムとの重複も重要な障壁となっている。多くの自治体が既に独自の見守りサ

ービスを導入しているか、あるいは別のサービスの導入を予定しており、新たな広域サービスと

の差別化や連携方法が見えていない。ある自治体の見守りカメラ設置や別の自治体の大規模なカ

メラ設置・タグ配布計画、他の自治体の GPSシステムなど、既存の取り組みとの整合性が課題と

なっている。 

技術的な課題とインフラ整備の問題も無視できない。ある自治体からは「見守りタグを感知で

きるセンサーが無い」という基盤整備の課題が指摘されており、導入のための物理的環境が整っ

ていない自治体も存在する。 

さらに、運用面での課題も浮き彫りになっている。データ可視化に関する費用や事務局費用な

ど、導入後の継続的なコストや運用体制の構築に対する懸念がある。別の自治体からは「システ

ム利用だけであればアプリ利用料にサービス保守は含まれていてほしい」といった具体的な要望

も示されている。 

最後に、自治体ごとの個別ニーズと市場の差別化も課題である。ある自治体が指摘するよう

に、市民ニーズの把握や民間サービスとの差別化が必要であり、画一的なサービス展開ではな

く、各自治体の特性に応じたカスタマイズが求められていると考えられる。 

これらの複合的な課題により、多くの自治体が広域見守りサービスの導入に消極的となり、導

入可能性を「低い」または「全くない」と評価している状況である。 
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図 広域見守りサービスの導入の障壁 

 

図 広域みまもりアプリのみ（レポート提供を含まない）をより低額でご提供できる場合の導入の可能性 

 

 

５．１．５．広域連絡会でのサービスメニューや利用料等の合意 

 

１．実証実験の結果 

 広域スマートシティサービスの実装に向けて、広域連絡会において、サービス運用に係る

料金体系と実施体制、事業スキームについて協議を行った。 

 各自治体における予算確保の課題に対応するため、導入促進の観点から人口規模に応じた

段階的な料金体系案を提案し、連絡会参加自治体（10団体）の同意を得た。 

 なお、本料金体系案は、各自治体の財政規模を考慮しつつ、サービスの持続的な運用を実

現することを目的として策定したものである。 

 また、スモールステップでの実装の必要性について意見があり、各自治体の実情に応じた

段階的な導入アプローチについても考慮すべきとの認識が共有された。 

 

２．実証実験の分析 

令和７年度から参加自治体においてアプリを活用した見守りサービスを実装するため、令和５

年度「情報通信技術基盤構築業務」において検討したスキーム・運用体制等について、連絡会を

通じて検討を行った。 

 

令和 5 年度の検討において、スキーム・運用体制については参加自治体からおおむね理解が得

られたものの、利用料金に関しては継続的な検討が必要との結論に至った。 
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具体的には、多数の自治体から「費用が高い」、「導入の意義が現状出せない」との意見が示さ

れており、サービス導入による具体的な効果や成果物（アウトプット）の明確化が求められてい

る。 

また、サービス期間中では、レポート対象期間（データ抽出対象期間）を毎月提供としていた

ところを、四半期に 1 回のレポート作成とするなど、対象自治体の負担軽減の観点から、タグ調

達業務を含めた包括的かつ柔軟な契約方式について検討が必要であるとの指摘もあった。 

これらの課題に対応するため、令和 6 年度においては、加古川市での実績とその有用性につい

て情報共有を実施したほか、各自治体の財政状況が異なることを考慮し、人口規模に応じた段階

的な料金体系の導入や、一部のサービスをオプション化するなど、柔軟な料金体系案を新たに提

示した。また、サービス導入意向調査を実施し、その結果を踏まえて見直し案を作成した。この

見直し案について連絡会で協議を重ねた結果、参加自治体の同意を得ることができた。 

しかしながら、見直し案に対する基本的な同意は得られたものの、実際の予算化・導入段階に

おいては、依然として複数の障壁が存在した。特に、①新規事業への予算確保の困難さ、②導入

効果の明確な説明が難しいこと、③自治体間で検知器等のインフラ整備状況に大きな格差があり

均質なサービス提供が見込めないという課題が残された。 

これらの実務的・財政的課題が最終的な導入判断を躊躇させる要因となり、結果として広域見

守りサービスの本格導入に踏み切った自治体はゼロという結果になった。 

 

以下に、検討過程を整理した。 

連絡会において、広域見守りサービス事業に関する協議を実施した。協議においては、当該事

業の概要及び加古川市における利用実績並びに利用者アンケート結果等について情報共有を行う

とともに、広域連携に係るメリット及び課題等について整理・検討を行った。 

連絡会参加団体からの主な意見として、提示した利用料金案について費用負担が過大であると

の指摘が共通の課題として示された。また、参加自治体におけるアプリの普及が十分でない現状

においては、事業効果の即時的な検証が困難であるとの意見が提示された。 

これらの意見を踏まえ、利用料金の改定等、必要な見直しを実施したところである。 

 

１）概要の確認 

広域見守りサービスは、参加自治体が連携して「BLEタグ」の検知ネットワークを拡張し、行

方不明者（認知症高齢者やこどもなど）の早期発見・保護をめざす仕組みとして検討が進められ

てきた。加古川市が既に導入している「かこがわアプリ」の技術をもとに、アプリの機能を広域

的に展開できる形に再構築し、複数社の見守りタグの検知に対応できるよう改修を実施し、普及

展開の方策の一つとして実証を行った。 

 

２）料金案・スキームの検討過程 

• 広域連絡会ではまず、加古川市での運用実績やアンケート結果を共有し、これを広域化し

た際のメリット・課題を整理した。 

• 高齢者やこどもの見守りの対象数など、自治体規模による差異にも配慮しながら、全自治

体が導入しやすいスキームを検討した。 
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• 実際の見守りサービスを提供している複数の事業者（ALSOK、ミマモルメ、ジョージ・ア

ンド・ショーン）から、データ提供・アプリ改修・保守管理に関わる費用をヒアリング

し、それらを集約した費用モデルを作成した。 

• 参加自治体が増えるほどアプリ利用料を逓減させる仕組みや、人口規模（5万人以上、1

～5 万人、1万人未満）で段階的に負担割合を調整する案を作成した。 

• 広域連絡会の場において、単一サービス導入の場合と複数サービスをパッケージで導入す

る場合の双方について意見交換を実施。 

• サービス費用への負担、アプリの普及が十分でないことによる施策効果の即時的な検証の

困難さ、固定検知器の未設置などのインフラ整備状況、また他のサービス導入の検討中で

あることなどの課題が示された。さらに、広域見守りサービス導入におけるハードルにつ

いて指摘があり、導入効果の分かりやすい説明や見守りタグの使用マニュアルの整備が求

められている。また、アプリだけでなく包括的なサービス提供を行うとともに、既存の類

似サービスとの差別化要素や導入効果を説明できる資料の必要性が指摘された。  

• 連絡会でのご指摘等を踏まえ、導入初期段階においては詳細なデータ分析などのサービス

内容を縮小又はオプションサービスとするなどへの再構成及び費用逓減を図り、参加団体

への意向確認を行った。 

 

その結果、自治体目線での費用対効果とサービス提供事業者としての展開可能性を考慮した料

金体系を検討・調整し、サービス導入を希望する自治体が利用しやすい形で、かつ広域連携のメ

リットを最大化できる内容に固めた上で、広域連絡会で料金などの確認を行った。 

  

図 連絡会で提示した料金案と料金低減のイメージ（第２回連絡会） 
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 広域連絡会を通じて、確定したサービス概要と料金、スキームを以下に示す。 

（１）サービススキーム・料金等の確定版 

 

 

図 広域スマートシティ運用連絡会スキーム案 

 

（２）広域見守りサービスの事業概要 

現 状 と 課 題 【現状】 

 加古川市では、令和２年度から見守りサービスの広域連携の可能性を検証する

ため、見守り事業者2社のタグを検知できるアプリを開発し、見守りサービスの

実証を行ってきた。 

 2023年には令和５年４月から新たに見守りサービスに参画したジョージ・アン

ド・ショーン株式会社のBLEタグの検知機能及びボランティア貢献度把握機能

を備えた広域みまもりアプリを導入し、他自治体（三木市、三田市）と連携し

て広域見守りサービスの実証を開始した。 

【課題】 

 広域で見ると、各市町のみまもりサービスへの取り組み度合にはばらつきが見

られる。 

 固定検知器が設置されていない自治体では、検知媒体が無い状況である。ま

た、固定検知器が設置されている自治体でも、検知しきれない範囲がある。 

 そこで、広域みまもりアプリのさらなる周知を図る必要がある。 

目 的 

※対象(誰・何)をど

のような状態にし

たいのか 

 複数の市町に共通の移動検知器として広域みまもりアプリを広めていくこと

で、検知器として使えるツールを増やすこと。 

 行政界を超えた移動についても検知可能な広域見守り網を構築すること。また

それによって、行方不明事案の減少・行方不明事案解決までの時間の短縮を実

現し、家族・保護者・行政・関係機関の職員の負担を減らすこと。 

 周辺自治体を含むより多くの住民が広域みまもりアプリを活用した見守りボラ

ンティアに参加することで、シビックプライドの醸成を図り、市民・町民の見

守りに対する意識を高めること。 

 検知状況を見守りレポートにまとめ、事業効果（定期的な検知状況・アプリ普

及状況等の把握）を把握し、見守り事業の改善に役立てること。 

対 象 

※誰、何に対して 

複数自治体の住民（特に認知症のため行方不明のおそれのある高齢者、小学生） 

事 業 内 容 

※目的達成のための

手段・手法 

周辺自治体を含む多くの市民等が協働して見守り活動に取り組むことができる広域み

まもりアプリを活用した広域見守りサービスを実装し、行政界を越えた市民の行方不

明事案にも対応可能な見守り体制を構築する。 

また、アプリのダウンロード数を増やし、見守りボランティアに参加する住民を増や

し、見守り検知エリアを増やすため、アプリの普及促進を図る。 

検知器による検知状況は、定期的にレポート形式にまとめる。 
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（３）期待される効果 

令和６年1-2月の2か月間に、実証実験を行った加古川市において、見守りアプリ（ALSOK社製アプ

リ含む）などの移動検知媒体により検知された総回数は476,279件であった。検知場所は広範におよ

び、固定検知器の補完的役割を果たしていると考えられる（左図）。また、広域みまもりアプリに

よる検知で、みまもり・保護に繋がった事例も既に存在する（右図）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）コスト内訳 

人口5万人以上の場合 

費目 単位 料金 （税込） 

①アプリ利用料 円/年 480,000 

②中間サーバー費用（AWS） 

※複数サービス利用時は共通費用 

円/年 290,000 

合 計 円/年 770,000 

※人口5万人以上の自治体が5自治体以上ある場合、事務局を設置するものとする。 
※オプションとして、BLEタグ検知レポート、アプリによる活動実績に応じた地域ポイント配布との機能連携をご提供できます（料金 

は応相談）。 

人口1-5万人の場合 

費目 単位 料金（税込） 

①アプリ利用料 円/年 432,000 

②中間サーバー費用（AWS） 

※複数サービス利用時は共通費用 

円/年 261,000 

合 計 円/年 693,000 

※オプションとして、BLEタグ検知レポート、アプリによる検知回数に応じた地域ポイント配布との機能連携をご提供できます（料金 

は応相談）。 

 

５．１．６．実運用に向けた参加団体の役割（案）の整理 

 

１．実証実験の結果 

 広域見守りサービスの実証での成果等を踏まえて、本サービスの実運用に向けた参加団体の

役割（案）の整理を行った。 
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１）広域的な検知環境の整備 

 BLEタグの位置情報を検知するための固定式・移動式・アプリ式の受信器が、自治体の枠を越

えて広く設置・活用される必要がある。 

 現状は市町単位で導入が始まっているが、市境を越えた行方不明事案に対応するためには、よ

り広域での協力体制が不可欠。 

 また、BLEタグ提供事業者ごとに異なるタグや検知精度の差異を埋めるために、技術仕様の標

準化・統一化といった取り組みが必要。 

 

２）費用負担と利用継続性 

 実証では、利用者の一部から「一定の費用がかかっても継続したい」という意向が示される一

方で、利用者の経済状況によって負担可能額に幅があることが判明。 

 みまもりアプリは行方不明事案の捜索ツールとしての有用性は認められた一方、継続利用のた

めの料金体系、国や県、各自治体からの補助の仕組みなどの整備が今後の必要となる。 

 特に、初期段階のアプリ導入費用は自治体にとっての大きな障壁となっており、利用者が少な

い段階での予算確保が困難である。 

 

３）ユーザビリティの向上 

 広域見守り実証では、室内での電波検知が不安定なケースや、利用者の体調などの変化により

外出が減ってしまうケースも見受けられた。 

 利用者が「必ず持ち歩く物」に取り付けやすいタグ形状・活用方法、複数アイテムを持ち歩く

利用者へのアプローチ、電波強度を踏まえた設置場所の検討など、実運用を想定した検証が必

要。 

 みまもりアプリの利用において、利用者が混乱なく設定等できるよう、ユーザーの利用手順を

わかりやすくチュートリアル動画で案内。 

 

４）インセンティブを通じた地域の協力拡大 

 「ながら見守り」による防犯・見守り活動を促進するため実施した見守り活動に応じた地域ポ

イント付与などのインセンティブ施策が、参加者のモチベーション向上に効果を上げているこ

とが明らかになった。 

 インセンティブ施策により参加者の行動が増加する傾向もあったが、持続的に参加者を増やす

には、ポイントの付与基準の明確化や周知、表彰やランキング化などのモチベーションを高め

る仕組みが求められる。 

 

５）市町の受信機等の整備状況の差異 

 自治体ごとに防犯カメラや BLEタグ受信器などの導入状況に差があり、財政力や人的リソー

ス、優先課題の違いが整備状況のばらつきとして現れている。 

 先行自治体では多くの公共施設に受信器を設置している一方、ほかの自治体では予算や適切な

想定利用者数の把握ができておらず、効果的な整備が進んでいない。将来人口推計や先行事例
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の利用状況を参考に、自治体規模に応じた想定利用者数を算出することで、効率的な整備計画

の立案が可能となる。 

 この受信機等の整備の偏在が、近隣自治体であっても連携時の検知範囲格差を生み、市境を越

えた行方不明者捜索など広域見守りの実効性に影響を与えている。 

 今後は、自治体の財政状況等に応じた国の支援などを含む、受信機等の拡大についての検討が

必要である。 

 

６）具体的な普及戦略 

 緊急離脱機能等を活用した家にいるかどうかが把握できる基本的な見守りサービスから普及。 

 タグ提供事業者による積極的な PR活動を通じたサービス認知度向上および既存の見守りサー

ビスとの差別化要素の明確化。 

 利用者数の増加に応じた検知ポイントの段階的拡大。  

 自治体毎に異なる予算規模や関心度の隔たりを埋めるための説明材料・費用対効果の明確化や

「参加しやすい枠組み」を設計し、自宅の固定検知器の整備から始まり、公共施設を含む広域

的にインフラ整備を進めるなど、段階的な導入を可能にするモデルケースの確立。 

 自治体内での説明が容易になるよう、行方不明者捜索に要した時間や検知データを活用した

BLEタグ保持者の行動範囲の可視化等の先行事例の効果測定と具体的数値の蓄積・共有。 

 広域連携を促進するために、費用逓減および共同利用の仕組みを構築し、全国展開を促進する

ため国のカタログサイト等に掲載。 

 

７）参加団体の役割（案） 

本実証及び、県（兵庫県）、参加自治体及び事業者との議論を踏まえ、以下のように役割（案）

の整理を行った。 
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５．２．事業２．広域防災データ（データ連携基盤の共同利用を含む） 

 

浸水センサー設置効果の理解促進及びサービススキームの深度化に向けて、広域防災の実証と

広域防災サービス導入に向けた導入意向に関するアンケート調査を実施した。また、広域連絡会

を通じて、サービススキームと料金について議論を実施し、その内容について確認を行った。さ

らに、GIS を用いた浸水センサーの新設箇所の検討を行い、広域連絡会でその結果を紹介するな

ど理解促進に向けた取組を実施した。 

 

５．２．１．広域防災実証の実施 

 

１．実証実験の結果 

 自治体間における防災対応の実効性向上を目的として広域防災実証を実施した。 

 加古川流域では流域タイムラインを策定しており、河川氾濫等の危険性が高まると緊急

WEB会議が開催されている。 

 本実証では、平時における自治体間の防災に関する意見交換や情報共有、また災害発生時

の緊急 Web 会議開催や災害対策本部設置判断など、事前コミュニケーションの有効性を検

証した。 

 さらに、効率的な情報共有のために Slackと Teamsの併用についても有用性を検討した。 

   

図 緊急 WEB 会議開催時における Slack（左）と Teams の利用イメージ（右） 

 

 

２．実証実験の分析 

近年、河川氾濫等の大規模災害への迅速かつ的確な対応のため、自治体間の連携強化と日常的 

な情報共有体制の確立が求められている。 

加古川流域では、これまでも河川管理者である姫路河川国道事務所が主催する緊急ウェブ会議

が実施されていた。この緊急ウェブ会議は、加古川流域の関係自治体（姫路河川国道事務所、神

戸地方気象台、兵庫県、加古川市、高砂市、小野市、加東市、西日本旅客鉄道（株）、山陽電気

鉄道（株）を含む 6 の鉄道事業者）を対象に、豪雨時の河川状況や今後の見通しなどの情報共有

を目的として開催されていた。 
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しかし、参加団体間での日常的な情報共有体制が不十分であり、緊急時における迅速な情報伝

達や意思決定に課題があったため、本実証では、平時からの国・県・加古川流域自治体間のコミ

ュニケーションが、災害時における重要情報の集約・可視化、タイムリーな情報提供、報告時間

の短縮等、より効果的な対応につながるとの仮説のもと、Slack および Teams を活用した連携強

化策の検討・実施を行った。 

 

本実証では、平時からの国・県・加古川流域自治体間のコミュニケーションが、災害時におけ

る重要情報の集約・可視化、タイムリーな情報提供、報告時間の短縮等、より効果的な対応につ

ながるとの仮説のもと、Slackおよび Teamsを活用した連携強化策の検討・実施を行った。 

 

①平時におけるコミュニケーションの活性化 

  ・防災担当者間の日常での情報交換（センサーの状況等）  

・各自治体の防災計画や対応事例の共有  

・広域連携に向けた課題や改善点等の議論 

②緊急 Web会議開催の手前のフランクな（テキスト等）コミュニケーション  

・緊急 WEB会議の開催の可能性を事前に共有・周知するためのコミュニケーション 

・対策本部設置の可能性を事前に共有・周知するためのコミュニケーション 

・浸水センサーデータ等の活用 

③コミュニケーションツール併用の有用性 

   ・ホスト不要、浸水センサーの検知情報を APIで受け取るなど、関連情報にタイムリーに

アクセス可能なコミュニケーションツールである「Slack」を活用 

・緊急 WEB会議実施及び会議後のコミュニケーションツールとしての有用性の確認

（Teamsと Slack 併用） 

 

なお、本実証での緊急 WEB会議開催のタイミングについては、姫路河川国道事務所における会

議開催タイミングの見直し検討案を受け、「氾濫注意水位レベル２相当」から「氾濫注意水位到

達の数時間前」に変更した。そして、平時のコミュニケーションを実証①、緊急 WEB会議前の事

前コミュニケーションと緊急 WEB会議実施を実証②として実施した。  

 

 

実施概要を以下に示す。 

  ・実証期間：実証① 1月 27日から 1月 31日（期間中、27日、28日、30日、31日実施） 

        実証② 2月 4日 

  ・参加自治体：姫路河川国道事務所、兵庫県、加古川市、西脇市、播磨町 

  ・利用ツール：平時及び手前コミュニケーションツールとして「Slack」を利用 

         緊急 WEB会議のツールとして「Teams」を利用 
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１）実証シナリオ 

 

 

 

 

 実証にあたっては、国、県、自治体それぞれの役割を想定したタイムラインを設定し、各機関

の役割に基づいた検証を実施した。 
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２）実証タイムライン 
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３）実証の様子 

  

図 実証 1 日目（浸水センサー通知テストを実施等）（左）、実証 2 日目（河川氾濫時に想定され

る防災上の課題について共有）（右） 

 

   
図 実証 3 日目（広域連携時の課題や改善点等について共有）（左）、実証 4 日目（最低水位浸水

センサー検知情報、気象予報を共有し、浸水センサーの活用状況等について共有。また、流域タ
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イムラインについて共有）（右） 

  

 

図 実証５日目（当日の気象予報、浸水センサー検知情報、河川氾濫災害事例等を共有、緊急

WEB 会議 URL を事前共有と事前接続を実施。）（左）、Slack と緊急 WEB 会議（Teams）を併

用。写真などの情報は継続的に Slack で共有（右） 

 

４）実証を通じて得られた課題 

①ツールの運用に関する課題 

・複数システム（Slack/Teams/フェニックス）の並行運用による業務負荷（県、市町） 

・システム間の情報重複と分散（市町） 

・事務局機能の不明確さ（市町） 

・アカウント管理や参加組織との連携体制の不透明さ（市町） 

・庁内での Slack利用が不可（国） 

・緊急時に電話やメール、Slack等の複数ツールでの連絡・通知に労力を要する（国） 

・職員の減少傾向の中でツール増加による負担増への懸念（県）  

・国主導での標準化・統一システム構築の必要性（県） 

②情報共有の質に関する課題 

・地理情報の文脈提供が不十分（位置情報の可視化）（市町） 

・組織横断的な状況把握の困難さ（対策本部設置状況等）（市町） 

・Web会議での参加者識別の問題（名前表記ルール）（市町） 

・音声とテキストコミュニケーションの使い分けの曖昧さ（市町） 

③ツール等の機能の違いによる課題 

・フェニックスと Slackの役割分担の不明確さ（市町） 

・Teamsでのテキストコミュニケーションの限界（市町） 

・リアルタイム情報と記録保存の両立の難しさ（市町） 

・フェニックスとの棲み分け、二重入力による負担増（県） 
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３．実証実験の成果 

１）Slackの有用性の確認 

・テキストベースのコミュニケーションにおいては、Slackが「後追い情報の確認」や「記 

録の残しやすさ」に優れていることが再認識された。（市町） 

・画像・資料の共有もしやすく、複数チャンネルで会議用途や情報更新用などに分けられる 

利点があった。（市町） 

 

２）Teamsの使い分け方針の確認 

・Teamsは Web会議（口頭説明・対話）に特化させ、テキストコミュニケーションは Slack 

へ一元化する運用が効果的であることが示唆された。（市町） 

・音声ベースでのやり取りとテキストベース（Slack）の役割を分けることで、情報が整理 

され、見落としを減らせる可能性がある。（市町） 

 

３）既存システムとの連携の必要性認識 

・フェニックス防災システムは県の防災情報共有において基盤的システムとして機能してい 

る。リアルタイムのコミュニケーション機能を有する I-Visionの活用についても検討が 

必要である。（市町） 

・「フェニックス：公式情報・通知の集約」＋「Slack：現場コミュニケーション・記録」と 

いう住み分けの方向性が明確になった。（市町） 

 

４）共通運用ルール策定の重要性を認識 

・組織や部署の異なる職員が参加する中で、アカウントの表示名ルールや情報掲示のタイミ 

ングなど、一定の統一ルールが必要であることが再確認された。（市町） 

・有事の際に混乱なく情報を流せる体制づくりの方向性が見えた。（市町） 

 

５）位置情報・現場状況共有の工夫 

・参加自治体から「地図付き画像の共有が必要」との具体的要望が出たことで、今後、地理

情報システム(GIS)や簡易マッピングを組み合わせた運用が検討できる。（市町） 

 

６）全体状況を俯瞰する仕組みの必要性 

・Kintoneなどの一括集約ツールを用いて、対策本部設置状況や避難所開設状況を一覧・更 

新できる運用案が提案された。（市町） 

・Web会議や Slackとも連携し、全体状況をリアルタイムに俯瞰することで、迅速な意志決 

定を行える可能性が高まった。（市町） 

 

７）アンケート結果 

①平時のコミュニケーションツール（Slack）の活用 
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・有用性を感じる参加団体が多かった一方、セキュリティ上の理由で利用が難しいケース

（官用パソコンや携帯）もあった。 

・「平時からの情報共有が、有事の際の連携に活かせる」という意見が多い反面、「運用方法

が定まっていない」などの課題も挙げられた。 

②緊急 Web会議ツール（Teams）との併用 

・音声・画面共有が可能な Teamsと、テキストベースで蓄積がしやすい Slackを併用する形 

に対しては、「使い分け次第では有効」という声が多い。 

・一方、「情報が分散してどこを確認すればよいか分からなくなる」「チャンネル管理やツー 

ルの使い分けルールを整理する必要がある」という指摘も多数あった。 

③広域連携の効果 

・広い範囲の自治体がやり取りすることで、各地域の状況や対応策を共有しやすくなる点が

評価されている。 

・ただし、「災害規模や発生場所によって求められる情報や連携レベルが変わる」「会議招集

の基準・決定権が不明確」といった改善要望が見られる。 

 

４．実証実験の考察 

実証実験及びアンケート結果から得られた課題と成果を以下にまとめた。 

１）情報管理の一元化と自動連係の実現 

・一つのシステムに入力することにより、複数のシステムへ自動反映される仕組みを導入す 

ることが望ましい。これにより、情報の重複入力やミスが減り、効率的に業務を進めるこ 

とができる。 

・Slack、Teams、他の関連システム（フェニックス、GIS等）とのデータ連携を強化し、リ 

アルタイムでの情報共有を促進することが求められる。 

 

２）日常的な情報共有ツールの標準化と定着  

・Slackを日常的な情報共有ツールとして確立するために、利用ルールや利用頻度を定期的 

に見直し、標準化することが重要。 

・例えば、出水期等の重要な季節に合わせて定期的な情報共有を行い、参加者の意識を高め 

る施策も実施する。 

・Slackのチャンネル運用方法やスレッド管理方法を標準化し、災害時の情報管理をスムー 

ズに行える環境を整備(Slack以外のツールも同様である。) 

 

３）緊急 Web会議との連携 

・平時から Slackのチャット等で日常的にコミュニケーションを重ねておくことで、緊急 

Web 会議が必要になった際にも、スムーズかつ短時間で会議に参加することができる。 

・Web会議（Teams）の即時性と、テキスト（Slack）の記録性を組み合わせることで、緊急 

時の情報共有と事後対応（振り返り、記録作成等）が円滑化される。 

 



57 

 

本実証を通じて、Slackと Teamsを併用した広域的な防災情報共有の有用性が確認された。ま

た、運用や既存システムとの連携面などに課題も整理できた。今後は、各自治体のセキュリティ

要件や運用実態に合わせて、さらに詳細な導入手順やチャンネル管理ルールを策定するととも

に、平時からの情報共有体制を確立することが肝要である。 

こうした取り組みにより、災害時の迅速かつ的確な対応、ひいては住民の安全・安心の確保に

寄与するものと考えられる。 

 

また、平時におけるコミュニケーションと有事の際に「誰が会議を主催するのか」「どのレベ

ルで招集基準を判断するのか」「問い合わせや情報集約の窓口はどこか」「ワンコイン浸水センサ

ーの維持管理（故障、清掃等）主体はどこか」という役割分担が不透明なところがあり、緊急時

の対応をスムーズに進めるためには、国・県・市町のそれぞれが担う役割を事前に明確化する必

要がある。 

 

４．タイムライン・役割（案） 

 上記の防災実証での得られた課題と成果から平時及び緊急時での国・県・市町のそれぞれ担う

役割を事前に明確にしておくとこが求められており、本実証での役割（案）と、今後の実用に向

けた役割（案）について姫路河川国道事務所及び兵庫県へのヒアリングでのご意見などを踏まえ

て以下の通り整理を行った。 

 

１）姫路河川国道事務所からのご意見 

（１）コミュニケーションツール（Slack等）の運用上の制約 

 セキュリティ上の理由で、国土交通省所属の PC・公用スマホに Slackをインストールでき

ないケースが多い。 

 実証時は個人スマホを利用して参加したが、実運用となると導入のハードルは高い。 

 緊急時の対応では、電話連絡や既存システムへの入力などに追われるため、さらに別のツ

ール(Slack等)を併用すると担当者の負荷や混乱リスクが増大する懸念がある。 

（２）緊急ウェブ会議（Teams）との併用 

 現在、姫路河川国道事務所では緊急ウェブ会議を運用しており、水位上昇や氾濫注意水位

に近づいたタイミングなどで市町を招集しているが、今後は数時間前倒しした運用(“事

前の危機感共有”)を検討している。 

 実証では Slackと Teamsを同時に使う場面があったが、実際の大雨・洪水対応時に“複数

ツールを並行して使う余裕があるか”は課題。ワンコイン浸水センサーの情報など、早期

の状況把握に役立つデータ共有は歓迎しており、事前段階で Slackなどを使って情報が集

約されるメリットは認められる。 

（３）役割案・タイムライン案への考え方 

 すでに姫路河川国道事務所としては「緊急ウェブ会議の運用マニュアル」や「流域タイム

ライン」を見直す作業を進めており、今回の実証結果はその参考材料として取り入れる。 

 浸水センサーの設置目的が「国は樋門操作等の判断」「市町は内水氾濫の早期検知」など

で異なる面があるため、その違いを踏まえた役割整理や運用ルール化が必要。 
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２）兵庫県からのご意見 

（１）既存システム「フェニックス」との棲み分け 

 兵庫県は「フェニックス」システムを運用し、災害報告・情報集約・I-ビジョン(会議機能)

などを備えている。 

 フェニックスは回線が強固かつポップアップ通知などの機能があり、市町からの報告・被害

状況が集まる防災基盤として根付いている。 

 新しいツール(Slack, Teams など)を併用すると、同じ情報を複数回入力しなければならな

いリスクや、ツールが増えて職員が混乱する懸念がある。 

 

（２）クラウドサービス利用時のリスク 

 Slackや Teamsなどはクラウドサービスであり、運営企業側の障害やネットワーク環境に依

存する。 

 災害時には「サーバー障害が発生し使用不可になる」「通信が切断される」などのリスクを

常に考慮する必要がある。職員数やシステムに習熟する時間も限られており、ツールを増や

さずに済む運用を県としては重視している。 

 

（３）広域防災連携への期待 

 既存システムで不足している“リアルタイム議論”を補う方法として、Teamsや Slackを用

いる意義は理解。 

 ただし、最終的には国が標準化した枠組みができればベストという意見もあり、県独自で別

ツールを推進するのではなく、既存システムの活用や自治体間連携を調整する役割が適切と

いう認識。 

 

３）実証を踏まえたタイムライン（案） 
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４）実証での役割 

 

 

５）今後の実用に向けた参加団体の役割（案） 

 

 

６）今後の方向性 

姫路河川国道事務所からは「Slack 等の使用にはセキュリティ面やマンパワー面で課題がある

が、ワンコイン浸水センサーや事前段階でのコミュニケーション活用は有用性がある」とのコメ

ント。特に緊急ウェブ会議の早期開催や情報共有基盤の整備に関して、今回の実証結果を取り入

れつつ検討を進める姿勢。 

兵庫県からは「既存システム（フェニックス）との重複やクラウド依存リスクに注意すべき」

「ツールを増やしすぎず、職員負担を抑えた形で広域連携を推進したい」という意見。国主導の

標準化や県としての調整機能の発揮に期待が寄せられている。 

これらを踏まえ、平時と緊急時の役割を明確化しながらも、各機関の運用実情やシステム環境

を勘案した柔軟なルール策定が求められる。最終的には「国・県・市町それぞれが担う範囲」
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「どのシステムを主要ツールとするか」の合意形成を図り、段階的に実装を進めることで、広域

防災体制の実効性を高めていくことが考えられる。 

５．２．２．広域防災サービスの導入意向に関するアンケートの実施 

 

１．実証実験の結果 

 広域連絡会では、サービス導入に向け、参加自治体別に①防災・発災時の対応、②サービ

ス導入のために加古川市や事業者から提供が必要な情報、予算確保のためのスケジュール

等について事前アンケートを実施し、自治体別の状況把握を行った。 

 事前アンケートの結果及び連絡会での議論の内容を踏まえて、サービス導入意向について

アンケート調査により確認を行った。 

 広域防災サービス導入については、導入について検討中の自治体は、２自治体、 

 データ連携基盤共同利用については、共同利用について検討中の自治体は、２自治体であ

ることが確認された。 

 最終的に、広域防災サービスを導入する自治体はゼロとなった。 

表 アンケート概要 

  実施 アンケート内容 

事前アンケート 2024 年 5 月 ①防災・発災時の対応フロー（浸水データ／防災ダッシュボード

の活用案） 

②サービス導入のために加古川市や事業者から提供が必要な情報 

③各自治体の予算スケジュール 

意向調査アンケート 2024 年 9 月 ①広域見守りサービス実施意向について 

②広域防災サービス実施意向について 

③データ連携基盤の共同利用サービス実施意向について 

 

２．実証実験の分析 

 

広域連絡会において、サービス導入意向把握のためのアンケートを実施した。その結果を下記

に示す。 

 

１）広域防災サービス導入における全体の傾向 

広域防災サービスの導入意向については、全体的に消極的な傾向が見られる。令和 7年度につ

いて「検討中」と回答したのは 2自治体のみであり、複数の自治体が「導入意向なし」と明確に

回答している。また、ある自治体は令和 8年度以降についても「導入意向なし」としており、別

の自治体は「未定（現時点で判断材料不足）」という状況である。 

各自治体の現状としては、検討中と回答した自治体はワンコイン浸水センサーの導入を検討中

で、別の自治体は国交省から貸与されているセンサーについて、設置台数を減らして継続利用す

る方針であるが、Slackを活用した通知の導入については未定の状況である。 

一方、ある自治体は浸水センサーと連動する取り組みを特に予定していないなど、自治体によ

って防災への取り組み方針や進捗状況に差がある。 



61 

 

また、独自の防災対策として公開型 GISの活用や学校統廃合に伴う避難所の見直しを進めるな

ど、独自の防災対策に重点を置いている自治体も見られる。 

 

 

図 広域防災サービス導入意向 

 

こうした各自治体の状況や優先順位の違いから、最終的に広域防災サービスの導入に踏み切っ

た自治体はゼロとなった。当初期待していた広域連携による防災力強化への取り組みは、各自治

体の個別事情や既存システムとの兼ね合い、予算制約などの要因により実現には至らなかった。 

 

２）広域防災サービス導入における障壁 

 広域防災サービス導入に際して、対象自治体からの調査結果を分析したところ、複数の課題が

明らかとなった。調査対象 7自治体の大半が費用負担の高さを主要な障壁として指摘している。

特に、浸水センサーや中継措置などの初期設備費が大きな負担となっており、ある自治体では

「最初の設備費がネックになっている」、別の自治体では「現状の費用だと高い印象」との具体

的な懸念が示された。厳しい財政状況の中で新たなシステム導入に伴う投資判断が困難な状況と

なっている。 

次に、導入メリットの不明確さも重要な課題となっている。複数の自治体からは「導入の意義

が理解できない」との回答があり、費用対効果の可視化が不十分であることが判明した。防災デ

ータ活用による具体的な効果や災害対応の改善点が明確に示されていない状況が、導入判断を阻

む要因となっている。また、既存サービスとの重複も導入障壁として挙げられている。ある自治

体からは「国のワンコイン浸水センサーの事業で賄える」との指摘があり、既に独自の防災シス

テムを運用している自治体や国の事業を活用している自治体にとっては、新たなサービス導入の

必要性が低く感じられている。 

運用体制の課題も指摘されており、ある自治体からは「広域防災運用基準の整備が必要」との

意見があった。単にシステムを導入するだけでなく、それを効果的に運用するための体制や基準

が整備されていないことも導入を躊躇させる要因となっている。 

これらの課題を踏まえ、広域スマートシティサービス運用連絡会を設置し、サービス別問合せ

や障害等インシデント発生時の対応などの運用スキームを構築した。また、レポートと蓄積した

データを用いた分析結果の提供などをオプションサービスとして位置づけ、料金体系に組み込ん

だ。今後も各自治体の状況やニーズを踏まえながら、導入障壁の低減に向けた取り組みを継続し

ていく必要がある。 
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図 広域防災サービスの導入障壁 

 

３）データ連携基盤共同利用における全体の傾向 

データ連携基盤の導入意向について、調査対象となった自治体の大多数が慎重な姿勢を示して

いる。令和 7年度について「検討中」と回答しているのは 1自治体のみであり、多くの自治体が

「導入意向なし」としている。令和 8年度以降についても、3自治体が「検討中」としているも

のの、複数の自治体は「導入意向なし」との回答であり、ある自治体は「方向性の検討が必要」

としている。 

各自治体の現状を見ると、多様なアプローチが見られる。ある自治体はデータ連携基盤の共同

利用ビジョンの進展具合を見極めようとしており、別の自治体は市民ニーズや地域社会課題の整

理と可視化、データ化に取り組みながらデータ連携基盤のあり方を研究している。またある自治

体は国・県のデータ連携基盤共同利用の方向性を見据えつつ、デジタル地域ポイント事業などの

実証事業の結果も踏まえて検討したいとしている。 

一方、ある自治体はすでに独自のデータ連携基盤サービス（パーソナルデータ連携基盤）を導

入中であり、別の自治体は導入に向けた検討のための情報収集を予定しているなど、各自治体で

取り組みの進捗状況や方向性に差があることが明らかになっている。 

全体として、独自の取り組みを優先する自治体と広域連携を視野に入れる自治体の二極化が見

られ、多くの自治体が実証実験や先行事例の結果を重視する傾向にある。 

 

図 データ連携基盤共同利用の導入意向 

 

４）データ連携基盤共同利用における障壁 

データ連携基盤導入における最大の障壁は費用負担の課題である。「負荷が高い」と回答した

自治体が最も多く（5自治体）、ある自治体からは「費用に対し、得られるメリットについて理

解できていない」との指摘があるなど、費用対効果に関する懸念が顕著に表れている。 
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次に、大きな障壁は、導入の意義やメリットの不明確さである。複数の自治体は「導入の意義

が理解できない」と回答し、ある自治体は「どのような機能があるのか不明なため」としてお

り、具体的な活用方法や効果が見えていない状況である。 

既存システムとの関係も課題となっている。ある自治体は「データの利活用が困難」と指摘

し、別の自治体は「導入する用途が決まらない」としている。また別の自治体は「県の共同利用

ビジョンなどの方向性、周辺自治体の活用が未定」と回答しており、既存の取り組みとの整合性

に課題を感じている。 

組織的・運用上の課題も見られる。ある自治体は市民ニーズや民間サービスとの差別化の必要

性を指摘し、別の自治体は既存基盤の活用で手一杯の状況にあるなど、組織体制や運用リソース

の制約も導入の障壁となっている。 

また、全体的に機能やメリットに関する情報不足が指摘されており、活用方法や事例に関する

具体的な理解が進んでいないことも導入を躊躇させる要因となっている。 

これらの障壁を踏まえると、データ連携基盤の導入促進のためには、費用負担の軽減策、具体

的な活用事例と効果の提示、既存システムとの連携方法の明確化、および各自治体の状況に応じ

たカスタマイズ可能なアプローチが必要であると考えられる。 

そこで、データ連携基盤に加えて、広域見守りサービスや広域防災サービスをパッケージ化

し、全体の導入費用の低減を図る。さらに、国のカタログサイトへの掲載などを通じて導入自治

体を増やし、スケールメリットを活かして、費用低減を目指す。 

 

 

 

図 データ連携基盤共同利用の導入の障壁となる要因 

 

５．２．３．広域連絡会でのサービスメニューや利用料等の合意 

 

１．実証実験の結果 

 広域スマートシティサービスの実装に向けて、広域連絡会において、サービス運用に係る料

金体系と実施体制、事業スキームについて協議を行った。 

 各自治体における予算確保の課題に対応するため、導入促進の観点から人口規模に応じた段

階的な料金体系案を提案し、連絡会参加自治体（10団体）の同意を得た。 

 なお、本料金体系案は、各自治体の財政規模を考慮しつつ、サービスの持続的な運用を実現

することを目的として策定したものである。 
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２．実証実験の分析 

広域連絡会における協議を経て、広域スマートシティサービスに係る各事業のサービススキー

ム及び料金体系を確定した。具体的には、広域防災サービス事業、並びにデータ連携基盤共同利

用について、それぞれサービス内容及び料金案の取りまとめを行った。なお、各事業の料金体系

については、参加自治体の規模や財政状況等を考慮した適切な負担となるよう調整を行った上

で、広域連絡会において合意形成を図った。 

 

１）広域防災サービス 

令和７年度からの広域的な防災データの利活用の実装に向けて、令和５年度「情報通信技術基

盤構築業務」において検討したスキーム・運用体制等について、広域サービス実装検討連絡会を

通じて検討を行った。 

 

令和 5年度の検討において、利用料金に関しては継続的な検討が必要との結論に至った。 

具体的には、参加自治体から以下のような課題が指摘された。 

第一に、提示した利用料金に対する財政負担が大きいとの意見が多く寄せられた。 

第二に、サービス導入による具体的な効果が明確でないため、費用対効果の観点から導入判断

が困難であるとの指摘があった。 

 
図 料金体系に関する今年度の取組の方向性 

 

 これらの課題に対応するため、令和 6 年度においては、まず、広域防災に係る事例とその効果

について参加自治体との情報共有を進めた。また、各自治体の財政状況が異なることを考慮し、

人口規模に応じた料金体系の導入や、一部のサービスをオプション化するなど、柔軟な料金体系

案を新たに提示した。この見直し案について連絡会で協議を重ねた結果、参加自治体の同意を得

ることができた。  

具体的には、全参加自治体向けの説明会を開催し詳細な資料を提示するとともに、各自治体に

個別に資料を送付して意見照会を行った。期限までに異議や反対意見の提出がなかったため、提

案したスキームへの同意が得られたものと確認した。 

 

 以下に、検討過程を整理した。 

• 浸水センサーの設置箇所やデータ取得方法、通知システムとの連動（プッシュ通知・

Slack 通知等）の必要性などを再整理した。特に「浸水センサー」に関する設置費用と

運用費用の内訳、各自治体での規模拡大時の追加費用について検討を進めた。 

• 流域タイムラインの見直し等の国や県の動向をふまえつつ、発災時フローを踏まえた浸

水センサー及びデータ連携基盤の活用方法を具体的に示すなど参加自治体が基盤を通じ
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て活用できるデータの種類・用途例について説明を行った。 

• さらに、参加自治体の人口規模、財政状況等を、踏まえた複数の料金モデルを試算し、

広域連絡会での協議を繰り返して比較検討を行った。 

さらに、広域防災サービス事業について、下記に示す事業概要において、現状と課題、事業

目的、事業内容及び期待される効果を整理した。また、新たな料金体系との関係性を明確化し、

一体的な資料として取りまとめを行った。 

  広域連絡会を通じて、確定したサービス概要と料金、スキームを以下に示す。 

 

（１）事業概要 

現 状 と 課 題 【現状】 

 令和3年度から国土交通省「ワンコイン浸水センサーの実証実験」に参加し、令

和4年度から市内にワンコイン浸水センサーを設置して浸水状況を可視化してい

る。また、三田市が設置したワンコイン浸水センサーの浸水状況を当市のダッシ

ュボードに可視化する実証を実施している。 

 令和5年度にはその拡充として周辺自治体（西脇市、加東市、播磨町、小野市）

でも浸水センサーを設置いただくとともに、浸水データ・雨量データなどの防災

関連情報を一元集約・ダッシュボードでの可視化・他自治体との共同利用を行

い、広域防災意識の醸成や迅速な判断・運用の実現の検討を行っている。 

【課題】 

 発災時には迅速な判断が必要であるが、浸水センサーによる浸水の検知をリアル

タイムに把握することが難しい。 

 発災時の判断・運用フローや一元集約した防災関連情報を活用する方法が各自治

体で異なる。広域防災意識の醸成のために、それらの調整・整理が必要。 

目 的 

※対象(誰・何)を

どのような状態

にしたいのか 

 浸水センサーによる浸水検知時のリアルタイムなSlack通知を実装することで、

迅速な対応を可能にすること。 

 加古川流域自治体・関係機関等が連携し、広域での防災関連データを利活用した

避難情報の発令等の迅速な判断・運用を実現すること。 

 上記2点により、流域自治体住民の安全を確保するとともに、自治体職員の情報

収集に係る負担を軽減すること。 

対 象 

※誰、何に対して 

加古川流域自治体住民 

事 業 内 容 

※目的達成のため

の手段・手法 

加古川市及び加古川流域自治体に設置しているワンコイン浸水センサーから取得する

浸水データ、雨量データなどの防災関連情報を一元集約・ダッシュボードでの可視

化・他自治体との共同利用を行うことを通じて、広域防災や防災に係る迅速な判断・

運用の実現を目指し、安全安心なまちづくり・地域づくりを実現する。 

 

（２）期待される効果 

蓄積したデータを、データ連携基盤を用いて他のデータ、例えば時系列の雨量などと組み合わ

せることで、各種判断基準の作成に資する定量的な分析が可能になると考えられる。（データ連

携基盤活用の利点） 

また、加古川流域各市町が互いの設置した浸水センサーの情報を参照しあえることで、上流側

の自治体においては、下流の状況の把握により放流タイミングの判断に活用でき、下流側の自治

体においては、上流からの水量増加を予測しやすくなる。 

これにより、上下流を含めた既存の水位計よりも密に設置された情報を即時に把握することが

可能となり、蓄積されるデータ量も増加すると考えられる。（広域連携の利点） 
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図 基本的な発災時対応フローと、対応する浸水センサー及びデータ連携基盤活用（アンケート結果集約） 

（３）コスト内訳 

人口5万人以上の場合 

費目 単位 

他2サービスを 

ご利用の場合の料金 

（税込） 

他2サービスを 

ご利用でない場合の料金 

（税込） 

①ダッシュボード運用保守・Slack通知 円/年 442,000 442,000 

②中間サーバー費用（AWS） 

※複数サービス利用時は共通費用 

円/年 0 478,000 

合 計 円/年 442,000 920,000 

※人口5万人以上の自治体が5自治体以上ある場合、事務局を設置するものとする。 
※オプションとして、大雨時簡易レポートとそのデータアーカイブ、データベースに蓄積したデータを用いた分析結果のご提供も可能（料金は 

応相談）。 

人口1-5万人の場合 

費目 単位 他2サービスを 

ご利用の場合 

他2サービスを 

ご利用でない場合 

①ダッシュボード運用保守・Slack通知 円/年 331,500 331,500 

②中間サーバー費用（AWS） 

※複数サービス利用時は共通費用 

円/年 0 358,500 

合 計 円/年 331,500 690,000  

※オプションとして、大雨時簡易レポートとそのデータアーカイブ、データベースに蓄積したデータを用いた分析結果のご提供も可能（料金は

応相談）。 

 

図 Slack による通知機能イメージ 

【補足】 

今年度は、slackによる通知機能を追加し、浸水発生時には、担当者による迅速な情報収集が可能となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加古川市では水路壁面等に設置 
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２）データ連携基盤共同利用 

令和５年度「情報通信技術基盤構築業務」において検討したデータ連携基盤の共同利用の実現

性に向けてデータ連携基盤の共同利用に係るサービススキーム・運用体制について検討を行った。 

具体的には、多数の自治体から「データ連携基盤活用の効果が明確化できていない」ことから

導入の消極的な自治体が多かった。 

  

これらの課題に対応するため、令和 6 年度においては、データ連携基盤ついて情報共有等を実

施したほか、各自治体の財政状況が異なることを考慮し、人口規模に応じた段階的な料金体系の

導入や、一部のサービスをオプション化するなど、柔軟な料金体系案を新たに提示した。また、

サービス導入意向調査を実施し、その結果を踏まえて見直し案を作成した。この見直し案につい

て連絡会で協議を重ねた結果、参加自治体の同意を得ることができた。 

 

 以下に、検討過程を整理した。 

連絡会においては、データ連携基盤の共同利用に関する協議を実施いたした。その中で、加古

川市からは、既にデータ連携基盤を活用し、防災関連データや AIカメラから取得された人流デ

ータ等を庁内で一元的に集約・分析することにより、業務効率化や政策立案における一定の成果

が得られている実績について報告があった。 

今後は、広域でのデータ連携基盤共同利用の具体的なメリットや費用対効果を明確にする必要

がある。 

 

（１）概要の確認 

データ連携基盤を活用した情報集約機能と Slack等の通知機能を効果的に組み合わせることに

より、大雨や台風などの災害発生時において、関係機関間での情報共有を迅速に行い、効率的な

対応や連携を図ることを目的としている。 

また、防災・見守りなどの各分野において共通基盤を活用し、広域的にデータを収集・分析・

通知する仕組みを構築することで、災害対応の迅速化が期待される。さらに、自治体間の情報連

携が強化されることにより、より効果的な広域防災体制の確立につながるものと考えられる。 

今後は、これらの取り組みを通じて、地域全体の防災力向上と住民の安全・安心の確保に向け

た体制整備を進めていく。 

 

（２）料金案・スキームの検討過程 

国や県の動向をふまえつつ、参加自治体が基盤を通じて活用できるデータの種類・用途例を具

体化し、将来的なサービス連携や住民向けアプリケーションとの接続性などのメリットを提示

し、導入検討が進めやすいよう、運用サポートや導入事例の共有などを行った 
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 広域連絡会を通じて、確定したサービス概要と料金、スキームを以下に示す。 

 

（３）事業概要 

現 状 と 課 題 【現状】 

加古川市では、データ連携基盤に基づいたウェブアプリとして、加古川市

オープンデータカタログサイト、行政情報ダッシュボードなどを開発済み

である。 

他自治体においても、庁内でデータを利用するニーズが高まっている。 

【課題】 

データ連携基盤を導入することで、データカタログサイトやダッシュボー

ドなどのウェブアプリの導入が迅速になる・データ活用を行うための環境

が整うなどのメリットが存在する一方で、一自治体が単独でデータ連携基

盤を構築するにはイニシャルコスト・ランニングコストの負担が大きい。 

目 的 

※対象(誰・何)をどのような状態

にしたいのか 

すでに構築済みの加古川市のデータ連携基盤を複数自治体で共同利用する

ことで、データ連携基盤に基づいた様々なウェブアプリの導入を迅速に進

めること。 

一市町あたりのデータ連携基盤における維持費用負担を軽減すること。 

対 象 

※誰、何に対して 

自治体職員、住民 

事 業 内 容 

※目的達成のための手段・手法 

加古川市及び他自治体でデータ連携基盤の共同利用を行うことで、デー

タ連携基盤を用いたウェブアプリの開発を迅速化し、またデータの活用

を促進する。 

 

（４）得られる効果 

一般的なウェブアプリでは、個々に異なるデータの管理や処理の仕組みが備わっているが、

データ連携基盤（DPF）ではそれらを共通化することで、分野横断的なデータ活用や、システム

の効率的運用が可能となる。 

 

図 データ連携基盤の共同利用イメージ 

（５）コスト内訳 

人口5万人以上の場合 

費目 単位 料金（税込） 

①データダッシュボード・データハンドリング 円/年 1,093,000 

②データ連携基盤の共同利用 

※廉価版契約の場合 

※フルマネージド（マルチテナント）は、参考資料を参照（12項） 

円/年 425,000 

合 計 円/年 1,518,000 

※人口5万人以上の自治体が5自治体以上ある場合、事務局を設置するものとする。 
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人口1-5万人の場合 

費目 単位 料金（税込） 

①データダッシュボード・データハンドリング 円/年 820,000 

②データ連携基盤の共同利用 

※廉価版契約の場合 

※フルマネージド（マルチテナント）は、参考資料参照（最終ページ） 

円/年 318,000 

 

合 計 円/年 1,138,000 

 

図 データ連携基盤イメージ 

３）３サービスパッケージメニュー 

広域見守りサービス、広域防災サービス、データ連携基盤の共同利用の 3つのサービスをパッ

ケージとして利用できる料金体系を広域連絡会で提示し、協議を重ねた結果、参加自治体の同意

を得ることができた。 

3 つのパッケージサービスは中間サーバー費用を共通で利用できるため、各サービスを個別に

導入するよりも費用低減の効果がある内容とした。 

（１）コスト内訳 

人口5万人以上の場合 

費目 単位 料金（税込） 

①アプリ利用料（見守り） 円/年 480,000 

②運用保守・Slack通知（防災） 円/年 442,000 

③データダッシュボード・データハンドリング（基盤利用） 円/年 1,093,000 

④データ連携基盤の共同利用 

※廉価版契約の場合 
※フルマネージド（マルチテナント）は、参考資料参照（最終ページ） 

円/年 425,000 

⑤中間サーバー費用（AWS）（各サービス共通） 

※事務手数料含む 

円/年 478,000 

合 計 円/年 2,918,000 

※人口5万人以上の自治体が5自治体以上ある場合、事務局を設置するものとする。 
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人口1-5万人の場合 

費目 単位 料金（税込） 

①アプリ利用料（見守り） 円/年 432,000 

②運用保守・Slack通知（防災） 円/年 331,500 

③データダッシュボード・データハンドリング（基盤利用） 円/年 820,000 

④データ連携基盤の共同利用 

※廉価版契約の場合 
※フルマネージド（マルチテナント）は、参考資料参照（最終ページ） 

円/年 318,000 

 

⑤中間サーバー費用（AWS）（各サービス共通） 

※事務手数料含む 

円/年 358,500 

合 計 円/年 2,260,000 

 

４）サービススキームについて 

前述において整理した、広域見守りサービス、広域防災サービス及びデータ連携基盤共同利用

に向けたサービススキームを整理した。 

また、サービス提供時における問い合わせやインシデント対応についても整理を行った。 

 

 （１）サービススキーム 

 

 

（２）データ所有・取り扱いに関する責任分界点 
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（３）サービス別問い合わせ・障害等インシデント発生時対応 

 

 

 

５．２．４．GISを用いた浸水センサーの新設箇所の検討 

 

１．実証実験の結果 

・ GIS（地理情報システム）を用いて、道路上での浸水の深さを考慮した設置場所の選定を行

った。 

・ 過去に浸水が発生した実績があるエリアにおいて、浸水想定や標高データを道路情報と重ね

合わせる GIS による可視化を行い、どの道路がどの程度の深さで浸水する可能性があるかを

地図上で視覚的に把握したうえ、設置場所を選定した。 

 

２．実証実験の分析 

 本年度において新設する浸水センサーの設置位置の検討にあたり、GIS（地理情報システム）

を用いて、道路上での浸水の深さを考慮した設置場所の選定を行った。 

両荘みらい学園をはじめとする周辺地域では、大雨や河川の増水に伴う浸水被害のリスクが指

摘されている。特に、通学路や公共施設周辺においては、浸水深が深刻な状況に至る場合、住民

の安全確保や避難行動の円滑化が困難となる可能性があった。そこで、GIS を活用し、浸水想定

エリアや道路上の予想浸水深を可視化するとともに、水位をリアルタイムで把握するための浸水

センサーの設置場所について検討を行った。 
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 両荘みらい学園は、加古川の北側を流れる支流の小川に近く、過去に浸水が発生した実績（赤

色で示された範囲）がある。周辺住民にとっては、避難経路の確保や浸水情報の迅速な伝達が重

要となる。  

従来のハザードマップ等では事前の浸水想定が示されるものの、実際の降雨状況に応じたリア

ルタイムな水位把握は難しく、適切な避難誘導等が課題となっている。特に、両荘みらい学園は、

避難所に指定されているため、浸水時に道路状況が把握できないと、住民や緊急車両、公用車な

どの通行に支障が生じる恐れがあり、避難所としての機能も損なわれる可能性が高い。そのため、

浸水センサーを設置して通行リスクを可視化することが求められている。 

 

図 浸水実績があるエリア 

 

検討においては、浸水想定や標高データを道路情報と重ね合わせる GIS による可視化を行い、

どの道路がどの程度の深さで浸水する可能性があるかを地図上で視覚的に把握できるようにした。 

これにより、浸水の深さを迅速に確認することが可能となり、学校周辺や主要な交通路を優先

しつつ、浸水センサー設置候補を 2 箇所に選定した。選定した箇所においては、既設浸水センサ

ーの設置状況及び現地調査等を実施し、その結果、１箇所につては設置場所を変更した。 

 

なお、検討にあたっては、浸水深による車両や歩行者への影響を踏まえ、以下の通り浸水深の

目安を整理した。 

・0〜10cm：車両の走行に問題はないものの初期の注意喚起が可能 

・10〜30cm：ブレーキ性能の低下や走行困難への備えとして安全な場所への誘導が必要 

・30〜50cm：エンジン停止のリスクが高まり、車両での移動がほぼ困難となるだけでなく、 

歩行者の通行にも大きな障害をもたらす 

 

上記を基に、下記の通りセンサー設置位置に関する示唆が導かれる。 

・浸水被害の甚大度の観測の場合は、50cm～ 

・当該道路、及びその周辺において避難行動をとれるかどうかを直接観測すべき場合は、

30～50cm 

・避難行動が困難になり得る兆候を事前に予測する場合は、～30cm 

上記のことを踏まえ、両荘みらい学園周辺においては、避難行動の困難を予測できる情報を得

られることが重要と考えられるため、センサー設置候補地点において、30cm程度までの位置に設

置することが効果的であることを設置候補場所とともに提示した。 
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GIS 分析による浸水センサーの設置候補 

  

図 周辺地形             図 浸水想定計画規模深度 

    

図 設置候補場所        図 設置候補地写真（左：候補（１）、右：候補（２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸水センサー設置位置候補 

浸水センサー設置位置候補 

両荘みらい学園 

浸水センサー設置位置候補 
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５．３．事業３．PLATEAU を活用した見守りカメラの最適配置（新規追加設置） 

５．３．１．最適配置箇所の選定 

 

１．実証実験の結果 

・ 最新の刑法犯発生状況に関するデータに加えて、加古川警察からのカメラ画像提供依頼にお

いて、防犯面のみならず、交通事故の正確な状況把握といった交通安全面での活用も有用で

あるとのコメントを頂いており、両分野での有効活用を実施。 

・ 見守りカメラの設置候補場所選定に際し、犯罪発生件数、交通事故発生件数（重大事故）、

警察要望箇所（7 か所）、既存の設置カメラ台数、通学路、自転車レーン、住民要望箇所

（14か所）のデータを活用し、候補案選定を行った。 

 

 

・ 本年度においては、「犯罪件数」に加え「重大事故件数」の両方に視点から設置場所の選定

を行い、優先度の高エリア（500m メッシュ）及びエリア別カメラ設置台数の算定を行った。 

 

図 優先度の高いエリア（左）とカメラ設置台数算定の考え（右） 
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２．実証実験の分析 

 犯罪発生件数、交通事故発生件数（重大事故）、既存の設置カメラ台数、通学路、自転車レー

ンのデータに加え、設置箇所（台数）の算定にあたり、以下の項目を優先事項とし、検討を行

った。 

  具体的には、まず、基礎データとして、過去の犯罪発生状況および重大事故の発生状況を地

域ごとに把握する。具体的には、警察等から提供される統計資料を活用し、地図上のメッシュ

単位で犯罪発生件数を可視化する。また、死傷者を伴う重大な交通事故についても同様にメッ

シュ単位で集計を行う。これにより、防犯および安全対策の両面から重点的な対応が必要なエ

リアを特定することが可能となる。 

次に、既存のカメラ設置状況との比較・分析を行う。既設カメラの配置状況をマッピングし、

リスクの高いエリアにおけるカバー状況を評価する。この際、犯罪件数と重大事故件数の合計

を既設カメラ台数で除した「カメラ設置密度」という指標を用いることで、カメラの追加設置

が必要なエリアを定量的に把握することができる。 

さらに、地域からの要望や実際の利用状況も重要な判断材料となる。警察や地域住民から寄

せられた危険箇所情報を地図上にプロットし、定量データと照らし合わせることで、より精度

の高い分析が可能となる。特に、通学路や自転車レーンなど、こども生徒や自転車利用者が多

く利用する経路については、現地調査を通じて実態を把握し、優先度の判断に反映させる。 

 

これらの分析結果に基づき抽出された候補地点については、実際に現地調査を実施し、設置

環境の確認を行う。具体的には、道路の見通しや照明状況、電源・通信インフラの整備状況な

どを確認するとともに、電柱や建物の位置関係、所有者からの許可取得の必要性といった運用

上の課題についても検証を行う。 

最終的に、リスク指標、カメラ設置密度、地域要望、現地調査結果を総合的に評価し、設置

箇所の優先順位を決定する。特に、加古川警察署から要望のある箇所について、活用の重要性

などを考慮し、加古川市と協議のうえ、優先設置箇所とした。 

このように、データに基づく客観的な分析と、地域の実情や運用上の制約を適切に組み合わ

せることで、効果的な見守りカメラの配置計画を策定することが可能となる 
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１）警察要望について 

兵庫県加古川警察署より要望のあった、7箇所（7台）については優先設置場所・台数とした。 

No 場所等 

1 宗佐北交差点 

2 池尻橋東詰交差点 

3 上荘橋西詰 

4 大崎橋、新大崎橋東詰 

5 山手住宅街東側出入口 

6 権現ダム南側通路東 

7 加古川駅南交差点 

  

２）大型商業施設内犯罪について 

市内の大型商業施設内で、万引きや自転車の盗難などの多種の犯罪が発生していることを踏ま

え、民間敷地内での犯罪件数についても考慮した。 

 

３）自動車専用道路 

加古川バイパス他、自動車専用道路上の犯罪・事故ポイントは削除した。 

 ※高架下や GISコード分類上の自動車専用道路ではない箇所は残す。 

 ※犯罪ポイントは適用していない。（高架下で発生する可能性があるため） 

 

４）橋梁上、河川敷 

上記③と同様に、橋梁上、河川敷の犯罪・事故ポイントは削除した。 

 

５）ポイントの考え方 

（１）リスクの数値化（犯罪件数＋重大事故件数） 

• 昨年度までは主に「犯罪件数」に着目し、それをメッシュごとにポイントとして算出し

た。 

• 本年度は「犯罪件数」に加え「重大事故件数」もリスク要素として加算し、より安全対

策の必要性が高い場所を選定した。 

• 「重大事故」は、事故類型の「人対車両」「車両相互」の 2 種類を対象とした。 

 

（２）既設カメラ台数との比較 

• 新たに導入されているのが、「（犯罪件数 + 重大事故件数） ÷ 既設カメラ台数」という

式をもってポイント化を行った。 

• 犯罪や事故の多いエリアであっても、既に十分な数のカメラが設置されている場合はリ

スクが相対的に軽減されるため、この指標によりカメラ不足のエリアを可視化・優先化

できる。 

• 既存カメラが少ないにもかかわらずリスクが高いエリアほど、優先的な増設が必要と考

えた。 
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（３）そのほかの考慮事項 

• 設置場所検討の際には、通学路であるか、自転車レーンであるか、都市公園（住区基幹

公園）周辺であるかを考慮事項とした。 

 以上の評価指標及び考慮事項を踏まえ、PLATEAU により構築したカメラの画角及び可視範囲に

係るデータ分析並びに現地調査の結果に基づき、設置場所の選定を行った。 

なお、現地調査においては、電柱等の既存インフラへのカメラ設置の可否についても併せて検

討を実施した。 

 

  図 500 メッシュで、上記で示した算出方法に基づき、有効なカメラの設置台数等を算出。 
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図 カメラ設置候補場所周辺における犯罪発生箇所及び重大事故発生場所（1 メッシュ） 

 

 

５．３．２．PLATEAUを活用したカメラの可視領域の確認 

 

１．実証実験の結果 

・ ポイント１での検討結果を基に、PLATEAU を活用した 3 次元都市モデル上でカメラの可視領

域シミュレーションを実施した。 

・ 当該シミュレーション結果及び現地調査の内容を総合的に勘案し、防犯カメラの最適設置箇

所について候補地を含めて計 98台の選定を行った。（実際の設置は 82台）  
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５．４．事業４．危険運転車両検知 

５．４．１．クールタイムの妥当性（車両接近検知・高度化カメラⅡ型） 

 

１．実証実験の結果 

・ 最新の取得データをもとに、課題となっているクールタイム（注意喚起の間隔）５分間の妥

当性について、検証を行った。 

・ 分析は、2023 年 4 月～2024 年 8 月までの期間で取得されたデータを対象とし、車両接近検

知機能を有する 13か所について分析を行った。 

・ 妥当性検証にあたっては、車両接近を検知の場合、即時に発報を発するべき本来の仕様に対

し、現状は 5 分間の猶予時間を設けており、この猶予時間の適正を評価するため、検知件数

に対する実際に発報した割合を算出し、その傾向の分析を行った。 

表 13 か所における検知数と発報割合 

 

・ 全体傾向として、現行の 5 分間クールタイム設定は、誤報防止や騒音抑制の観点から一定の

メリットがあり、多くのカメラでは短時間内の重複検知が頻繁でないため、現状でも機能的

に問題はないと考えられる。 

・ 一方で、一部の歩行者や自動車の往来が多い場所では 5 分間以内の再検知が記録されており、

クールタイム中に必要な警告が抑制される可能性も存在することが確認された。 

・ 今後は各カメラの設置環境や検知パターンを詳細に分析し、必要に応じてクールタイム設定

を最適化することで、安全確保と生活環境への配慮を両立したシステム運用を目指すことが

望ましい。 

 

危険検知数 注意喚起発報数

stopF_personF stopF_personT stopT_personF stopT_personT alert_count

0 23 0 3 0 0

1 12 2 2 0 2 100.0%

2 0 0 0 0 0

3 0 0 0 0 0

4 0 0 0 0 0

5 29822 2552 4873 844 2316 68.2%

6 117489 26966 17463 12329 11279 28.7%

7 213346 70266 49357 59984 26745 20.5%

8 281325 62116 56135 41179 25499 24.7%

9 319306 57572 70404 35369 23996 25.8%

10 303442 67220 86329 61100 26534 20.7%

11 315095 64070 88714 57903 25869 21.2%

12 319454 59773 81111 51506 24372 21.9%

13 300777 54139 82768 49008 23282 22.6%

14 296867 57442 79375 51981 24557 22.4%

15 310185 70396 77538 51137 26887 22.1%

16 328172 76381 74060 52050 27222 21.2%

17 231942 71127 53970 44270 22411 19.4%

18 152145 47378 32073 28003 15805 21.0%

19 276 70 45 59 40 31.0%

20 165 37 20 21 25 43.1%

21 93 30 14 2 14 43.8%

22 87 5 6 6 9 81.8%

23 52 8 7 0 6 75.0%

総計 3520075 787550 854267 596751 306870 22.2%

時間帯

危険検知数に対する発報数割合

alert_count /

(stopF_personT+stopT_personT)
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２．実証実験の分析 

１）クールタイムの妥当性（車両接近検知・高度化カメラⅡ型）における全体傾向 

現行の 5 分間のクールタイム設定には、誤報防止と騒音抑制という観点から一定のメリットが

ある。特に交通量の多い道路において 1～2 分おきに注意喚起が鳴動する状況では、周辺環境へ

の騒音問題や住民からの苦情につながるリスクがある。 

5 分という一定の間隔を設けることで、不必要な連続発報を防ぎ、システム運用上の負担軽減に

も寄与していると考えられる。 

一方で、このクールタイム設定には、5 分以内に再度危険な接近事象が発生した場合でも、警

告音が発報されないまま見逃してしまうリスクも内在している。特に通学路や歩行者・自転車と

の交錯リスクが高い地点においては、クールタイム中に本来必要な注意喚起が行われない場面が

発生する可能性があり、安全確保の観点からの課題も認識される。 

 見守りカメラシステムの検知・発報データを分析した結果、クールタイム設定が各設置地点に

おいて異なる影響を与えていることが確認された。 

多くのカメラにおいて、短時間（5 分以内）に重複して検知が発生するケースはそれほど頻繁

ではないことが判明した。表中の数値を合計・分析すると、連続した（比較的短い間隔での）検

知がそこまで頻繁には発生していないカメラが多数を占めている。 

このことから、現行の「5 分間のクールタイム」を挟んでも、必要な場合には次の警告が問題

なく発生している状況であると考えられており、クールタイム設定が原因で重大な事故等につな

がるとはいいがたい。 

一方で、一部のカメラにおいては 5 分以内の再検知が一定数記録されていることも確認された。

これらは主に歩行者や自転車などが頻繁に往来する設置環境にあり、短い間隔で連続検知される

データが見られる。このようなカメラでは、5 分間のクールタイム中に新たな侵入や不審行動が

あったとしても警告が抑制されるため、本来注意喚起すべき状況をシステムがスルーしている可

能性が否定できない。 

今後は、各カメラの設置環境や検知パターンの特性をより詳細に分析し、必要に応じてクール

タイム設定の最適化を図ることで、安全確保機能の向上と生活環境への配慮を両立したシステム

運用を目指すことが望ましいと考えられる。 

 

２）カメラ別の傾向 

市内に設置された見守りカメラについて、交通量および検知頻度の観点から分類し、現行の 5

分間のクールタイム設定が各カテゴリーに及ぼす影響を分析した。 

 

（１）交通量が多く、検知頻度も高いカメラ 

加 922、浜 903 などのカメラは主要幹線道路や交差点付近に設置されており、昼夜問わず車両

接近の頻度が極めて高い特性を示している。これらのカメラでは検知件数が非常に多いため、5

分間のクールタイムが繰り返し発動することにより、全体の発報率が構造的に低くなる傾向があ

る。このようなエリアでクールタイムを短縮した場合、1 時間に何度も繰り返し警告が鳴動する

状況が発生する可能性があり、周辺環境への騒音問題や近隣住民のストレス増加につながるリス

クがある。 
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運用改善の観点からは、交通ピーク時に限りクールタイムを長めに設定し、夜間や歩行者の多

い時間帯には短めに設定するなど、時間帯・曜日別の可変設定による最適化を検討する余地があ

ると考えられる。 

 

表 加 922 における検知数と発報割合       表 浜 903 における検知数と発報割合 

    

 

（２）交通量が中程度～少なめだが、歩行者や自転車の利用が多いカメラ 

氷 905、平東 903、別 917 などのカメラは、車両通過の頻度はそれほど高くないものの、学区

周辺や生活道路として歩行者・自転車が頻繁に通行するエリアに設置されている。 

これらのカメラでは車両検知件数がそれほど多くないため、現行のクールタイム設定により発

報が大幅に抑制される事態は比較的少ないと判断される。 

ただし、夕方から夜間にかけて通勤・通学のタイミングが重なる時間帯では、複数回の接近検

知が短時間に連続して発生する可能性がある。このような時間帯における 5 分間のクールタイム

はやや長い場合があり、特に危険を感じて発報を期待している状況では、クールタイムの短縮を

検討する意義があると考えられる。 

一方で、夜間に近隣住宅が多い場所では、騒音対策の観点から現行の 5 分間の設定が適切か、

または不足しないかの検証も併せて必要である。 

 

表 氷 905 における検知数と発報割合        表 平東 903 における検知数と発報割合 

       

 

危険検知数 注意喚起発報数

stopF_personF stopF_personT stopT_personF stopT_personT alert_count

0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0

3 0 0 0 0 0

4 0 0 0 0 0

5 212 16 29 10 24 92.3%

6 734 68 64 97 150 90.9%

7 1741 304 69 196 360 72.0%

8 1996 325 187 313 502 78.7%

9 3329 377 269 282 544 82.5%

10 3371 459 296 371 667 80.4%

11 3601 458 276 236 557 80.3%

12 3129 366 244 193 472 84.4%

13 2489 292 225 177 399 85.1%

14 2597 318 236 152 403 85.7%

15 2590 336 282 226 477 84.9%

16 3372 475 293 253 601 82.6%

17 2392 615 241 315 651 70.0%

18 1946 531 207 247 535 68.8%

19 4 0 0 0 0

20 0 1 0 0 1 100.0%

21 0 1 0 0 1 100.0%

22 0 1 0 1 2 100.0%

23 0 0 0 0 0

総計 33503 4943 2918 3069 6346 79.2%

時間帯

危険検知数に対する発報数割合

alert_count /

(stopF_personT+stopT_personT)

危険検知数 注意喚起発報数

stopF_personF stopF_personT stopT_personF stopT_personT alert_count

0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0

3 0 0 0 0 0

4 0 0 0 0 0

5 3548 160 55 5 149 90.3%

6 13332 1565 531 170 1027 59.2%

7 44190 5863 2449 1014 2495 36.3%

8 54298 4678 3376 969 2319 41.1%

9 58995 4138 3671 762 2199 44.9%

10 65579 5046 3947 845 2301 39.1%

11 72240 5276 3969 861 2235 36.4%

12 69901 4298 3273 672 2021 40.7%

13 61933 3368 2767 579 1868 47.3%

14 65112 3999 3175 645 2001 43.1%

15 73013 5432 3754 1001 2405 37.4%

16 81963 6771 4294 1167 2579 32.5%

17 55590 6615 3591 1310 2183 27.5%

18 29969 3181 2156 623 1189 31.3%

19 8 0 0 0 0

20 1 0 0 0 0

21 0 0 0 0 0

22 1 0 0 0 0

23 1 0 0 0 0

総計 749674 60390 41008 10623 26971 38.0%

時間帯

危険検知数に対する発報数割合

alert_count /

(stopF_personT+stopT_personT)

危険検知数 注意喚起発報数

stopF_personF stopF_personT stopT_personF stopT_personT alert_count

0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0

3 0 0 0 0 0

4 0 0 0 0 0

5 1513 61 6 2 61 96.8%

6 9075 769 70 32 562 70.2%

7 17959 5611 402 1375 1876 26.9%

8 28407 4194 907 749 1810 36.6%

9 26437 2425 854 349 1447 52.2%

10 28302 2783 916 470 1503 46.2%

11 32209 2746 1139 493 1521 47.0%

12 31816 2506 1080 510 1492 49.5%

13 29333 2137 885 327 1347 54.7%

14 30237 2456 823 380 1448 51.1%

15 31263 3545 1211 890 1852 41.8%

16 35045 4357 1693 1169 1970 35.6%

17 29580 3898 1365 986 1650 33.8%

18 17053 2419 676 482 966 33.3%

19 0 0 0 0 0

20 0 0 0 0 0

21 0 0 0 0 0

22 0 0 0 0 0

23 0 0 0 0 0

総計 348229 39907 12027 8214 19505 40.5%

時間帯

危険検知数に対する発報数割合

alert_count /

(stopF_personT+stopT_personT)

危険検知数 注意喚起発報数

stopF_personF stopF_personT stopT_personF stopT_personT alert_count

0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0

3 0 0 0 0 0

4 0 0 0 0 0

5 1509 27 56 1 28 100.0%

6 10162 418 1207 142 412 73.6%

7 30552 2315 7567 2192 1952 43.3%

8 29083 1794 6073 1397 1574 49.3%

9 22640 1233 3934 772 1359 67.8%

10 19158 1239 3776 921 1411 65.3%

11 17379 895 3272 610 1098 73.0%

12 15799 639 2707 465 840 76.1%

13 14930 560 2481 356 724 79.0%

14 15236 679 2471 493 847 72.3%

15 17154 872 3367 763 1050 64.2%

16 20558 1135 4369 817 1308 67.0%

17 14298 1161 4823 1321 1334 53.7%

18 7406 532 2639 689 687 56.3%

19 0 0 0 0 0

20 0 0 0 0 0

21 0 0 0 0 0

22 0 0 0 0 0

23 0 0 0 0 0

総計 235864 13499 48742 10939 14624 59.8%

時間帯

危険検知数に対する発報数割合

alert_count /

(stopF_personT+stopT_personT)
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表 別 917 における検知数と発報割合 

 

 

（３）交通量が極端に少なく、連続した検知がほぼ発生しないカメラ 

野 911、浜 904などのカメラは交通量が極めて少ない場所に設置されている。 

これらのカメラではクールタイムに入るような連続検知がそもそもあまり発生せず、現在の 5

分間の設定による運用への影響は極めて軽微であると評価できる。 

これらのカメラについては、交通量が少ない場所に設置されているため、クールタイム設定の

調整ではなく、より効果的な監視が可能な場所へのカメラの移設なども含めた再検討が必要と考

えられる。 

 

表 野 911 における検知数と発報割合       表 浜 904 における検知数と発報割合 

     

 

３．実証実験の考察 

見守りカメラシステムに設定されている 5 分間のクールタイムについて、検知・発報データの

詳細分析に基づき、その妥当性を総合的に考察した。 

 

１）大多数のカメラにおける妥当性 

分析の結果、市内の大多数のカメラにおいては、現行の 5 分間のクールタイム設定が概ね妥当

であると評価できる。データ上、5 分以内に再検知が多数発生するケースは限定的であり、日常

的な運用を考慮すると、誤警告や不必要な発報を抑制することによるメリットは相当大きいと判

危険検知数 注意喚起発報数

stopF_personF stopF_personT stopT_personF stopT_personT alert_count

0 3 0 0 0 0

1 4 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0

3 0 0 0 0 0

4 0 0 0 0 0

5 13138 1484 140 122 803 50.0%

6 48405 17566 1539 5673 3013 13.0%

7 46948 27806 6584 29442 4957 8.7%

8 78846 27223 3572 9736 4406 11.9%

9 104410 31264 7520 11321 4683 11.0%

10 81043 34264 20828 33031 6047 9.0%

11 79044 32487 22356 33947 6167 9.3%

12 89919 31642 21163 28878 5963 9.9%

13 82784 28274 21734 30573 5966 10.1%

14 77792 27695 19757 29936 5961 10.3%

15 77141 35315 14074 25768 5627 9.2%

16 75745 39006 9240 21384 5165 8.6%

17 51976 37633 3992 16856 3843 7.1%

18 42265 25241 2829 10844 2904 8.0%

19 135 39 8 21 9 15.0%

20 86 10 2 2 6 50.0%

21 43 10 1 0 4 40.0%

22 34 0 0 0 0

23 23 0 0 0 0

総計 949784 396959 155339 287534 65524 9.6%

時間帯

危険検知数に対する発報数割合

alert_count /

(stopF_personT+stopT_personT)

危険検知数 注意喚起発報数

stopF_personF stopF_personT stopT_personF stopT_personT alert_count

0 1 0 0 0 0

1 1 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0

3 0 0 0 0 0

4 0 0 0 0 0

5 434 11 91 12 23 100.0%

6 2104 126 218 30 147 94.2%

7 4657 699 978 636 925 69.3%

8 4689 595 1422 572 891 76.3%

9 4244 353 1613 389 622 83.8%

10 3233 297 1622 356 549 84.1%

11 3113 309 1301 343 523 80.2%

12 2954 282 1055 219 414 82.6%

13 2759 233 1106 268 430 85.8%

14 2760 350 1070 350 564 80.6%

15 3006 587 1202 575 821 70.7%

16 3699 484 1324 510 770 77.5%

17 1822 257 872 301 481 86.2%

18 1105 151 475 167 257 80.8%

19 2 0 1 0 0

20 0 0 0 0 0

21 0 0 0 0 0

22 1 0 0 0 0

23 0 1 0 0 1 100.0%

総計 40584 4735 14350 4728 7418 78.4%

時間帯

危険検知数に対する発報数割合

alert_count /

(stopF_personT+stopT_personT)

危険検知数 注意喚起発報数

stopF_personF stopF_personT stopT_personF stopT_personT alert_count

0 5 0 2 0 0

1 2 1 2 0 1 100.0%

2 0 0 0 0 0

3 0 0 0 0 0

4 0 0 0 0 0

5 3228 225 3778 508 566 77.2%

6 7383 1297 11214 5128 2134 33.2%

7 16862 4656 21803 17590 3938 17.7%

8 18491 5845 24151 20293 4251 16.3%

9 21507 3652 32969 15746 4070 21.0%

10 20601 4071 33112 18179 4218 19.0%

11 21532 3131 33117 13907 3906 22.9%

12 19796 3218 30128 13794 3880 22.8%

13 22114 2518 33553 10842 3643 27.3%

14 21527 3340 31550 13560 3796 22.5%

15 22486 3322 32052 13540 3960 23.5%

16 20239 4297 29388 18127 4067 18.1%

17 9405 1854 22565 15540 3144 18.1%

18 6664 1534 11424 9111 2252 21.2%

19 22 1 23 25 8 30.8%

20 25 6 7 13 5 26.3%

21 15 0 8 1 1 100.0%

22 10 0 4 0 0

23 10 3 2 0 3 100.0%

総計 231924 42971 350852 185904 47843 20.9%

時間帯

危険検知数に対する発報数割合

alert_count /

(stopF_personT+stopT_personT)
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断される。 

特に住宅街や静穏な環境が求められる地域での運用においては、5 分間という設定により過度

に警告音が鳴動するリスクを軽減し、近隣とのトラブルを未然に防止できている点は積極的に評

価すべきと考えられる。 

 

２）一部カメラにおける課題 

一方で、一部のカメラについては、現行の「5 分間」の設定が長すぎる可能性もある。具体的

には、人の往来が多いエリアや、夜間に不審行動が連続して発生しやすいエリアでは、5 分経過

を待たずに別の不審者や本来警告すべき行動が発生する場合があり、適切な警告が抑制されてし

まう懸念がある。 

特に治安上の重点対策が必要とされる場所においては、クールタイムを 2～3 分程度に短縮し、

抑止効果をより高める運用方法を検討する価値があると考えられる。 

 

３）可変クールタイム導入の可能性 

さらなる運用最適化の観点からは、時間帯や場所に応じた可変クールタイムの導入が有効と考

えられる。システム改修や運用コストとの兼ね合いを考慮する必要はありますが、「周囲の騒音

や人通りが増える特定時間帯にはクールタイムを長めに設定する」「夜間や休日などの閑散時間

帯には短めに設定する」といった柔軟な運用により、警告発報の有効性を高められる可能性があ

る。あるいは、現行の 5 分間の設定を基本としつつ、治安上の重点エリアに設置されたカメラに

ついてのみ個別にクールタイムを短く設定するといった部分的な調整も、実現可能かつ効果的な

アプローチと考えられる。 
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５．４．２．クールタイムの妥当性（車両接近検知・高度化カメラⅢ型） 

 

１．実証実験の結果 

・ ポイント１で示した同様の方法にて、クールタイムの妥当性について分析を行った。 

・ 現行システムにおける検知の発報割合は総じて低い水準で推移している。これは歩行者と車

両の接近や危険挙動を検知した場合でも、クールタイム 5 分間の設定により連続検知が抑制

されるため、検知数に対する実際の発報率が抑えられる傾向にあることが主な要因と考えら

れる。 

表 Ⅲ型カメラ（3 台）における検知数と発報割合 

 

 

２．実証実験の分析 

１）検知全体の発報割合 

現行システムにおける検知の発報割合は総じて低い水準で推移している。これは歩行者と車両

の接近や危険挙動を検知した場合でも、クールタイム 5 分間の設定により連続検知が抑制される

ため、検知数に対する実際の発報率が抑えられる傾向にあることが主な要因と考えられる。 

 

２）5分間のクールタイムの役割とメリット 

現行の 5 分間のクールタイム設定には、連続警告の防止による騒音・煩雑化リスクの回避とい

う明確なメリットが認められる。交通量の多い時間帯や、短時間に複数の歩行者と車両の接近が

発生した場合でも、クールタイムが機能することで不必要な連続発報を抑制し、周辺住民への騒

音問題やシステムオペレーターへの過度な負荷を軽減できている状況。 

 

３）見逃しリスクの懸念点 

一方で、5 分以内に複数回の歩行者巻き込みリスクが発生するケースにおいては、2 回目以降

の検知事象がクールタイムの影響により警告音発報に至らない可能性がある。 

危険検知数 注意喚起発報数

stopF_personF stopF_personT stopT_personF stopT_personT alert_count

0 5 0 0 0 0

1 1 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0

3 0 0 0 0 0

4 0 0 0 0 0

5 2650 125 0 0 114 91.2%

6 6274 478 0 0 380 79.5%

7 9976 2705 0 0 1313 48.5%

8 13757 3394 0 0 1684 49.6%

9 16985 4284 0 0 1801 42.0%

10 17817 4929 0 0 1870 37.9%

11 18853 4678 0 0 1857 39.7%

12 18978 4150 0 0 1787 43.1%

13 18712 3820 0 0 1745 45.7%

14 17672 3860 0 0 1725 44.7%

15 16667 4605 0 0 1864 40.5%

16 17355 4691 0 0 1953 41.6%

17 16496 5188 0 0 2127 41.0%

18 16019 4754 0 0 1917 40.3%

19 54 11 0 0 8 72.7%

20 41 4 0 0 4 100.0%

21 33 3 0 0 2 66.7%

22 30 3 0 0 3 100.0%

23 13 1 0 0 1 100.0%

総計 208388 51683 0 0 22155 42.9%

時間帯

危険検知数に対する発報数割合

alert_count /

(stopF_personT+stopT_personT)
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４）対象カメラ別の傾向 

（１）神 901 カメラ設置地点の分析 

①事故発生状況と特性 

神 901に関しては、カメラ画角内において車両相互事故が 4件確認されている。歩行者関連の

事故は画角内では発生していないものの、画角のすぐ外側において人対車両の事故が発生してい

ることが確認された。 

 

②クールタイム設定と運用評価 

危険検知数に対する発報割合が全体の約 80％程度となっており、5 分間のクールタイムの間隔

は妥当といえる。 

人身事故リスクが画角外に潜在していることから、クールタイムの短縮以前に、カメラ自体の

カバー範囲拡大や補助カメラの併用などの物理的対策が必要と判断される。これらの対策なしに

は、クールタイムを短縮しても「そもそも捉えられない事故」を防止することはできない。 

したがって運用改善の順序としては、まずカメラの画角拡大や位置調整の検討を先行させ、そ

の後に必要に応じてクールタイム設定を見直すアプローチが合理的と考えられる。 

 

（２）平南 902カメラ設置地点の分析 

①事故発生状況と特性 

平南 902 周辺においては、カメラ画角内だけでなく周辺地域も含めて、人対車両事故の顕著な

集中は確認されていない。現時点では当該エリアにおける事故リスクは比較的低いと考えられる。 

 

②クールタイム設定と運用評価 

危険検知数に対する発報割合が全体の約 40％程度となっており、5 分間のクールタイムの間隔

は長すぎるといえる。 

しかし、交通事故発生件数が少ないエリアであることから、現行のクールタイムを維持するこ

とも考えられる。 

 

（３）野 913 カメラ設置地点の分析 

①事故発生状況と特性 

野 913 周辺においては、カメラ画角内だけでなく周辺地域も含めて、人対車両事故の顕著な集

中は確認されていない。現時点では当該エリアにおける事故リスクは比較的低いと考えられる。 

 

②クールタイム設定と運用評価 

危険検知数に対する発報割合が全体の約 60％程度となっており、5 分間のクールタイムの間隔

はある程度妥当であるといえる。 
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５．４．３．交通量と車両速度、交通事故件数の可視化とクールタイムの分析 

１．実証実験の結果 

・ 交通量計測機能を有する高度化カメラ 50 台について、令和３年度から令和５年度までの交

通事故（人対車両、車両相互）発生件数とあわせて、分析を行った。 

・ 交通量が多いエリア（ヒートマップにおいて赤色～黄色で表示される地域）においては、交

通事故発生率も高い顕著な傾向が認められる。特に加古川駅周辺及び別府駅付近などの主要

駅周辺地域においては、交通量の集中と事故件数の増加に明確な相関関係が確認された。 

・ 交通量の多いエリアでは、事故類型も多様化している。人対車両事故（濃青色で表示）及び

車両相互事故（水色で表示）の双方が高い頻度で発生しており、特に都市部における交差点

付近において事故の集中が顕著である。ヒートマップ分析の結果、31 件以上の事故が発生

している高リスク地点（濃青色のゾーン）が複数箇所で確認された。 

・ また、加古川町篠原町、加古川町河原、東加古川駅周辺、別府町朝日町等の特定地域におい

ては、交通量と事故件数の双方が高い「事故多発地点（ホットスポット）」が形成されてい

ることがわかった。一方、郊外部及び住宅地域（ヒートマップにおいて薄緑色で表示される

エリア）においては、交通事故発生件数が比較的低い傾向であることが確認できた。 

 

 

     図 交通量（車両台数）と交通事故件数（500m メッシュ）全体図 
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２．実証実験の分析 

１）交通量の傾向 

交通量計測機能を有する高度化カメラⅡ型 50 台について、検知性能および稼働状況の分析を

行った。 

 

 

図 交通量計測機能を有する高度化カメラの検知実績 

 

0

2000000

4000000

6000000

8000000

10000000

12000000

14000000

16000000

18000000
加

9
0
1

加
9
0
2

加
9
0
3

加
9
0
4

加
9
0
5

加
9
1
2

加
9
1
3

加
9
1
4

加
9
1
5

加
9
1
6

加
9
1
7

加
9
1
8

加
9
1
9

加
9
2
0

加
9
2
2

加
9
2
3

加
9
2
6

加
9
2
7

加
9
2
8

加
9
3
0

加
9
3
1

加
9
3
9

若
9
0
3

川
9
0
1

鳩
9
1
0

氷
9
0
5

氷
南

9
0
2

氷
南

9
0
3

氷
南

9
0
5

氷
南

9
0
7

氷
南

9
1
6

氷
南

9
1
8

浜
9
0
3

浜
9
0
4

平
9
0
1

平
9
0
3

平
9
0
7

平
9
1
1

平
東

9
0
3

平
東

9
0
4

平
南

9
0
1

平
北

9
0
1

平
北

9
0
4

別
9
0
4

別
9
0
7

別
9
0
8

別
9
0
9

別
9
1
6

別
9
1
7

野
9
1
1

2023年4月 2023年5月 2023年6月 2023年7月 2023年8月 2023年9月 2023年10月 2023年11月 2023年12月

2024年1月 2024年2月 2024年3月 2024年4月 2024年5月 2024年6月 2024年7月 2024年8月

カメラ番号 2023年4月 2023年5月 2023年6月 2023年7月 2023年8月 2023年9月 2023年10月 2023年11月 2023年12月 2024年1月 2024年2月 2024年3月 2024年4月 2024年5月 2024年6月 2024年7月 2024年8月 合計 月平均

加901 3 15 7 25 5 6 6 5 6 6 78 24 44 23 11 17 21 302 17.76

加902 3 4 3 7 1 0 0 0 0 0 0 2 7 3 1 4 5 40 2.35

加903 24494 43210 4890 40797 2426 0 0 0 0 0 0 12658 56576 60227 57402 60667 59783 423130 24890

加904 1729 2 1 7 3 6 1 4 4 8 6 9 7 9 11 10 6 1823 107.24

加905 161850 18 6 372 809 51405 652305 660669 837093 938172 942576 1031492 1003482 980848 623629 1050597 987238 9922561 583680.1

加912 0 0 0 5 4 3 3 11 8 4 14 9 14 34 23 35 55 222 13.06

加913 29939 67894 69630 72830 99264 86111 82702 85571 106660 103884 103044 107433 95615 97793 95348 101324 103282 1508324 88724.94

加914 44595 91825 92125 88628 120063 98126 100403 103739 140609 134488 141358 145980 131028 133989 134113 141838 147439 1990346 117079.2

加915 12248 18849 17465 40567 81102 66136 67652 65631 90964 87612 91937 97224 84119 86125 87498 93912 97285 1186326 69783.88

加916 6639 4954 3261 4225 9334 11467 12019 9671 15786 15174 16003 16758 14330 14333 14695 14863 13709 197221 11601.24

加917 698 2438 2792 11839 23110 20232 14347 17537 22690 22312 22995 24877 14001 10822 23179 25273 24507 283649 16685.24

加918 28769 97592 87638 313177 969923 852490 826693 818251 940973 928859 962194 1050920 1024800 1037620 1026075 1075600 1014896 13056470 768027.7

加919 123953 254699 243726 345457 543728 671569 655365 653888 847401 976613 998103 1111300 986494 978944 951311 984803 994335 12321689 724805.2

加920 0 0 0 0 13 33 20 16 5 13 11 10 15 34 2 15 15 202 11.88

加922 8963 10482 9946 10943 12382 11036 10197 9790 12274 12127 12526 13280 12292 12761 12592 13321 12585 197497 11617.47

加923 24998 28189 22874 25007 36555 39685 38431 36780 44465 43401 42964 46730 41696 43938 43021 45357 45166 649257 38191.59

加926 0 94 528 12722 34468 30879 21664 22019 23992 24774 25734 27299 16169 47713 47831 51385 51306 438577 25798.65

加927 66758 77040 72841 76900 88491 83212 82593 79986 97737 97267 95685 103636 90961 92800 94134 94027 95650 1489718 87630.47

加928 65717 161189 153061 204469 299696 289765 251796 265855 318992 303069 282636 331124 322707 323008 329435 347590 334507 4584616 269683.3

加930 10449 82988 80354 89591 121973 116267 95514 103650 136063 129860 128228 138294 129249 128569 124901 133279 129130 1878359 110491.7

加931 595 2784 2616 5092 10139 9022 7922 1837 1240 10292 10275 10687 10660 6391 10044 10670 10189 120455 7085.59

加939 174031 312071 321473 618758 1162385 1112648 939042 899388 1200744 1196870 1247228 1419477 1371429 1381609 1229540 780041 1163177 16529911 972347.7

若903 52517 254517 287900 418245 743817 753484 639231 640834 766602 793455 791672 869744 851699 859864 847925 883304 822257 11277067 663356.9

川901 142799 400556 402564 524979 845700 798546 751671 717594 847861 859693 868349 932250 917444 941879 920344 962528 929302 12764059 750827

鳩910 105976 147089 150854 136677 198820 122691 185488 158984 227304 228326 225833 247156 237105 240378 235051 247046 233056 3327834 195754.9

氷905 52938 64514 60678 57494 79994 86823 66371 69560 86546 81818 83319 90710 90395 91034 89264 94170 89189 1334817 78518.65

氷南902 16722 25872 26107 21963 43279 45320 39342 38906 49968 52718 52780 57037 54454 54232 53475 55700 52381 740256 43544.47

氷南903 15014 6765 6822 20524 43124 48508 118382 131312 113036 55369 56296 60988 59837 60709 58605 61173 57370 973834 57284.35

氷南905 38848 38151 35533 24281 41668 46359 41538 36622 44048 45128 44983 49737 47788 50204 46845 48385 47046 727164 42774.35

氷南907 33218 64676 65074 66465 85440 85465 74305 74463 91414 91402 84050 93065 84374 75539 76557 89708 84139 1319354 77609.06

氷南916 23825 19220 19205 22452 70108 62815 52152 56646 74954 76819 74617 82059 77303 80806 76803 82298 81522 1033604 60800.24

氷南918 7 88 42 437 12 26 20 74 11 69 14 8 4 14 14 16 15 871 51.24

浜903 55045 129344 129746 179738 291233 280319 240101 222566 292518 302213 290314 316045 306361 312245 312129 317784 308469 4286170 252127.7

浜904 25012 16232 56721 61915 64391 74771 60825 62206 75764 74697 74075 81306 81846 83511 85285 88220 83682 1150459 67674.06

平901 2354 16890 16877 20842 40052 36191 31396 32999 41619 43164 41143 44897 44256 46866 44927 47336 43691 595500 35029.41

平903 561 624 612 580 900 804 619 617 909 771 737 839 782 779 793 877 799 12603 741.35

平907 58142 88171 117094 137793 177005 177004 153307 144661 191455 186831 183653 197545 189757 192435 190998 201799 189536 2777186 163363.9

平911 251574 418301 414539 562029 847089 898386 792502 756888 905959 975382 980242 1086304 1073227 1090253 1066476 1119163 1087597 14325911 842700.7

平東903 30427 71934 72070 78683 99806 99586 81724 79662 98513 97631 101544 109669 109630 109981 111303 117036 108403 1577602 92800.12

平東904 28279 47856 48477 56554 79301 79339 52851 62724 82087 82439 83013 90930 90515 88355 90990 95881 89194 1248785 73457.94

平南901 23872 91347 71368 91117 139959 126878 113111 114796 138063 223450 263267 296538 286562 180539 145827 141191 151717 2599602 152917.8

平北901 1096 10270 10723 14214 25737 22915 22814 20936 15252 26036 26588 20742 14590 22907 29768 32955 28752 346295 20370.29

平北904 77006 148049 150045 161498 207632 214150 182713 181911 221211 223372 220942 238764 232788 237469 227113 246720 232012 3403395 200199.7

別904 193616 384985 378442 409419 433876 584153 548510 509502 618854 632968 603537 666357 631472 643618 635161 663923 638725 9177118 539830.5

別907 165871 259076 244400 265765 335785 412708 387287 357561 432753 418973 413340 470990 451666 460656 456901 481400 461147 6476279 380957.6

別908 237865 168897 70033 433699 752335 952371 781569 780061 942650 966344 969267 1065775 1041363 1053380 1053810 1112931 1042206 13424556 789679.8

別909 131472 187603 191334 214524 635283 632220 478211 515456 620331 625408 628368 690185 670618 682886 684777 722410 677837 8988923 528760.2

別916 127775 361574 376174 375650 715779 700340 626553 600560 721303 750033 722634 789430 769433 790991 773135 809164 771272 10781800 634223.5

別917 137589 188380 176814 159232 275032 242481 244308 232917 278059 292511 277701 301840 292178 300437 292080 307019 294981 4293559 252562.3

野911 12165 24644 36201 47354 54495 58325 48897 49735 68894 64538 63716 72553 69137 67218 67572 70489 70529 946462 55674.24
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交通量が多いエリア（ヒートマップにおいて赤色～黄色で表示される地域）においては、交通

事故発生率も高い顕著な傾向が認められる。特に加古川駅周辺及び別府駅付近などの主要駅周辺

地域においては、交通量の集中と事故件数の増加に明確な相関関係が確認された。 

交通量の多いエリアでは、事故類型も多様化している。人対車両事故（濃青色で表示）及び車

両相互事故（水色で表示）の双方が高い頻度で発生しており、特に都市部における交差点付近に

おいて事故の集中が顕著である。ヒートマップ分析の結果、31件以上の事故が発生している高リ

スク地点（濃青色のゾーン）が複数箇所で確認された。 

また、加古川町篠原町、加古川町河原、東加古川駅周辺、別府町朝日町等の特定地域において

は、交通量と事故件数の双方が高い「事故多発地点（ホットスポット）」が形成されていること

がわかった。一方、郊外部及び住宅地域（ヒートマップにおいて薄緑色で表示されるエリア）に

おいては、交通事故発生件数が比較的低い傾向であることが確認できた。 

       

図 交通量（車両台数）と交通事故件数（500m メッシュ）全体図（左）と拡大１（右） 

拡大１ 

拡大２ 

拡大３ 
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図 拡大２（左）と拡大３（右） 

交通事故件数を示すヒートマップによる分析結果を考慮すると、今後のカメラ新規設置等に際

しては、交通事故件数の多いエリアを中心に検討を行うべきである。現在のカメラ配置（赤点）

は主要エリアをカバーしているものの、事故件数が多いにもかかわらずカメラ設置密度が低いエ

リアも存在している。このような状況を踏まえ、交通事故データに基づくカメラ配置の最適化が

今後の重要な課題と考えられる。 

 

２）車両速度について 

（１）車両速度に関する傾向 

車両速度検知機能を有する高度化カメラⅡ型の 13 台の検知状況および稼働状況の分析を行っ

た。分析対象とした 13 台のカメラのうち、約 30%に相当する４台（氷 905、浜 903、浜 904、平

東 904）において、他の高度化カメラと比較して顕著に高い割合の車両が法定速度を超えての走

行となっており、事故の恐れが高い箇所といえる。 

また、法定速度を超えた車両の割合が高い上記 4 カ所においては、合計車両台数も多く（氷

905、浜 903、浜 904、平東 904）、交通量が多い道路では法定速度超過率が高い傾向が見られる。 

さらに、法定速度超過車両のうち 60km 以上の速度で走行した車両の割合が高い箇所は、平東

903（41.82%）、平北 904（30.92％）、別 917（28.80％）などが挙げられる。これらの地点では、

超過台数自体は少ないものの、超過時の速度が著しく高くなる傾向があり、事故発生時の重大性

が懸念される。 

この傾向は対象とした高度化カメラ全体において発生しており、特に一部地点では時速 100km

超の走行も検知されている。これらの高度化カメラの中には生活道路に設置されているものもあ

り、滞在時間（何秒）によるカウントと車両速度を総合的に判断したうえ、周辺環境によるもの

なのかなどを現地調査も含めて検討を行う必要がある。 
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表 法定速度を超えた車両の割合と合計車両台数（通行量） 

 

表 60km 以上の速度で走行した車両の割合 

 

 

表 法定速度を超えた車両の割合 

 

 

表 車両速度検知機能を有する高度化カメラの車両通行量 

 

 

カメラ番号 60km以上台数 法定速度超過台数合計 法定速度超過に占める60km以上の割合 全車両に占める60km以上の割合

加922 16 72 22.22% 0.04%

加923 1,375 31,219 4.40% 0.31%

氷905 25,381 264,175 9.61% 4.73%

氷南907 55 295 18.64% 0.10%

浜903 13,667 283,825 4.82% 2.01%

浜904 1,963 58,892 3.33% 1.08%

平901 64 690 9.28% 0.16%

平907 1,320 11,782 11.20% 0.36%

平東903 3,847 9,200 41.82% 1.35%

平東904 11,559 177,018 6.53% 3.91%

平北904 1,347 4,357 30.92% 0.19%

別917 18,198 63,175 28.80% 2.63%

野911 326 4,890 6.67% 59.00%

カメラ番号 法定速度km 0km 10km以下 20km以下 30km以下 40km以下 50km以下 60km以下 70km以下 80km以下 90km以下 100km以下 100kmを越える 法定速度を越えた車両台数 法定速度を越えた車両の割合

加922 30 41 26303 18042 91 36 20 11 0 2 2 1 1 72 0.16

加923 30 228 18053 193829 203869 26158 3848 621 282 24 169 117 162 31219 6.98

氷905 30 52356 7063 64419 200760 154473 86179 13224 7347 585 1422 945 858 264175 49.25

氷南907 30 60017 8319 41000 6388 178 61 27 15 1 7 6 9 295 0.53

浜903 30 182467 43836 89624 260928 204098 67023 7351 3139 473 1041 700 1015 283825 41.85

浜904 30 4860 3246 24968 93541 45563 11381 1172 482 118 104 72 115 58892 32.60

平901 30 6045 9115 24611 5073 579 62 24 7 15 2 1 15 690 1.75

平907 30 4422 107647 156961 95478 9047 1657 435 245 33 222 143 242 11782 3.17

平東903 40 22785 23331 93752 132446 27071 5812 1431 807 362 489 299 459 9200 3.22

平東904 30 1161 17832 14972 85385 107975 57857 7209 2886 363 521 207 396 177018 59.96

平北904 30 94939 399162 271318 43075 2356 933 417 183 192 183 93 279 4357 0.61

別917 40 75768 145551 200754 161428 123693 45963 9074 4539 2345 1061 193 986 63175 9.10

野911 30 8710 2701 21801 26248 3983 632 137 55 9 49 25 47 4890 8.79

カメラ番号 2023年4月 2023年5月 2023年6月 2023年7月 2023年8月 2023年9月 2023年10月 2023年11月 2023年12月 2024年1月 2024年2月 2024年3月 2024年4月 2024年5月 2024年6月 2024年7月 2024年8月 合計 月平均

加922 8963 10482 9946 10943 12382 11036 10197 9790 12274 12127 12526 13280 12292 12761 12592 13321 12585 197497 11617.47

加923 24998 28189 22874 25007 36555 39685 38431 36780 44465 43401 42964 46730 41696 43938 43021 45357 45166 649257 38191.59

氷905 52938 64514 60678 57494 79994 86823 66371 69560 86546 81818 83319 90710 90395 91034 89264 94170 89189 1334817 78518.65

氷南907 33218 64676 65074 66465 85440 85465 74305 74463 91414 91402 84050 93065 84374 75539 76557 89708 84139 1319354 77609.06

浜903 55045 129344 129746 179738 291233 280319 240101 222566 292518 302213 290314 316045 306361 312245 312129 317784 308469 4286170 252127.7

浜904 25012 16232 56721 61915 64391 74771 60825 62206 75764 74697 74075 81306 81846 83511 85285 88220 83682 1150459 67674.06

平901 2354 16890 16877 20842 40052 36191 31396 32999 41619 43164 41143 44897 44256 46866 44927 47336 43691 595500 35029.41

平907 58142 88171 117094 137793 177005 177004 153307 144661 191455 186831 183653 197545 189757 192435 190998 201799 189536 2777186 163363.9

平東903 30427 71934 72070 78683 99806 99586 81724 79662 98513 97631 101544 109669 109630 109981 111303 117036 108403 1577602 92800.12

平東904 28279 47856 48477 56554 79301 79339 52851 62724 82087 82439 83013 90930 90515 88355 90990 95881 89194 1248785 73457.94

平北904 77006 148049 150045 161498 207632 214150 182713 181911 221211 223372 220942 238764 232788 237469 227113 246720 232012 3403395 200199.7

別917 137589 188380 176814 159232 275032 242481 244308 232917 278059 292511 277701 301840 292178 300437 292080 307019 294981 4293559 252562.3

野911 12165 24644 36201 47354 54495 58325 48897 49735 68894 64538 63716 72553 69137 67218 67572 70489 70529 946462 55674.24

カメラ番号 法定速度を超えた車両の割合 合計車両台数 

氷 905 49.25% 1,334,817 

浜 903 41.85% 4,286,170 

浜 904 32.60% 1,150,459 

平東 904 59.96% 1,248,785 
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図 法定速度を超える割合と交通事故件数の多いエリア（左）と高度化カメラ設置箇所における法

定速度を超えた割合（右）(加 922、加 923) 

 

         

図 高度化カメラ設置箇所における法定速度を超えた割合(氷 905、氷南 907) 
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図 高度化カメラ設置箇所における法定速度を超えた割合(浜 903、浜 904) 

 

        

図 高度化カメラ設置箇所における法定速度を超えた割合(平 907、平東 903、平東 904) 
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図 高度化カメラ設置箇所における法定速度を超えた割合(平北 904、野 911) 

 

分析対象とした高度化カメラのうち、法定速度超過率が高く交通量も多い地点については、交

通安全上の重要な箇所として位置づける必要がある。これらの地点での速度抑制対策は交通安全

改善効果が大きいと期待される。 

一方、一部のカメラ設置地点では、全体の法定速度超過件数は比較的少ないものの、超過車両

のうち 60km 以上の高速度で走行する車両の割合が著しく高い特異な傾向が確認された。このよ

うな重大事故につながるリスクが高い箇所については、物理的な速度抑制対策の実施やクールタ

イムの間隔を短縮するなどの対策が必要である。 

また、高度化カメラの新規設置の検討にあたっては、下図で示すヒートマップでの交通事故発

生件数の多いエリアを中心に検討を行うなど、データ分析に基づいた効果的な配置計画を策定す

ることが重要である。これにより、限られた資源を最大限に活用し、交通安全対策の実効性を高

めることが期待できる。 
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図 カメラの新規設置が望ましい地域（赤枠） 

 

 

５．４．４．高度化見守りカメラによる犯罪・交通事故抑止効果について 

加古川市では、令和 4 年以降から加古川市内の各所において、高度化見守りカメラを整

備・運用している。今回、令和 3 年から令和 5 年までの犯罪発生件数及び交通事故発生件数

をもとに、高度化カメラ設置による犯罪抑止効果と交通事故抑止効果について下記の分析の

考え方に基づき、検証を行った。 

 

１．犯罪抑止効果について 

１）分析の考え方 

（１）犯罪発生・交通事故発生の増減率算出 

令和 3 年から令和 5 年までの 3 年間について、メッシュごとに犯罪発生件数を増減率で支出し、

高度化カメラ設置前後の犯罪発生状況の変化と定量的に把握した。 

 

増減率（％）＝（令和 5年の発生件数 － 令和 3年の発生件数）÷ 令和 3年の発生件数 × 100％ 
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（２）ヒートマップによる可視化 

算出した増減率を 0～25％、25～50％、50～75％といった具合に段階的に分類し、色分けして

可視化を行った。増減率が高いエリア（最大 175％以上）まで表示することで、犯罪発生の「ホ

ットスポット」を視覚的に把握できるようにした。 

また、このヒートマップ上に高度化カメラ設置箇所を重ね合わせることで、カメラの設置有無

と犯罪発生状況の関係性を空間的に把握した。 

 

（３）高度化見守りカメラの設置メッシュと非設置メッシュの比較分析 

高度化カメラを設置したメッシュ（「設置メッシュ」）と設置していないメッシュ（「非設置メ

ッシュ」）それぞれについて、令和 3 年～令和 5 年の犯罪発生件数および増減率を集計・比較し

た。 

この比較により、設置メッシュと非設置メッシュの間で犯罪発生の増減率に統計的な差異が見

られるかを確認し、高度化カメラ設置による犯罪抑止効果の有無について客観的に検証を行った。 

 

上記に示す、分析により、高度化カメラの設置が犯罪発生状況に与える影響を、データに基づ

いて客観的に評価した。 

 

 

２）分析結果 

（１）犯罪発生件数に対するマクロ視点 

兵庫県全体及び加古川市の犯罪の発生件数の推移の分析を行った。 

 

表 兵庫県及び加古川警察署管内における犯罪発生件数 

 2021 年 2022 年 2023 年 2024 年 

兵庫県 30,003 33,018 37,267 37,841 

加古川市 1,433 1,699 1,757 1,761 

出展：兵庫県警察ホームページ 

 

コロナ禍からの回復期にあたる 2021 年から 2022 年にかけての増加率を見ると、加古川市は

18.6%、兵庫県全体は 10.0%と、加古川市での増加率が高くなっている。これはコロナ後の社会活

動再開に伴う反動が、加古川市においてより顕著に現れた可能性がある。 

また、2022 年から 2023 年における犯罪発生件数の増加率は、加古川市が 3.4%にとどまったの

に対し、兵庫県全体では 12.8%と大幅に上昇している。直近の 2023 年から 2024 年においては、

加古川市が 0.2%に対し、兵庫県全体では 1.5%となっている。この期間に加古川市と兵庫県全体

の増加率に明確な差が生じたことは、高度化カメラ整備による犯罪抑止対策の効果であることを

示していると考える。 
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（２）高度化カメラ設置箇所における犯罪発生件数 

 次に、高度化カメラ設置メッシュ（設置箇所）との比較を行った。2021 年を基準とし、指数化

のうえ、分析を行った。なお、犯罪発生箇所の登録（犯罪発生箇所の緯度・経度の登録）が 2023

年までとなっていることから、分析は 2023年までとした。 

表 兵庫県及び加古川市、高度化カメラ設置箇所における犯罪発生件数 

 2021 年 2022 年 2023 年 

兵庫県 30,003 33,018 37,267 

加古川市 1,433 1,699 1,757 

高度化カメラ設置箇所（250m メッシュ） 613 517 651 

 

表 兵庫県及び加古川市、高度化カメラ設置箇所における犯罪発生件数の指数 

 2021 年 2022 年 2023 年 

兵庫県 1 1.10049 1.242109 

加古川市 1 1.185625 1.226099 

高度化カメラ設置箇所（250m メッシュ） 1 0.843393 1.06199 

出展：兵庫県警察ホームページ 

※高度化カメラ設置箇所は、年度単位集計である 

 

図 兵庫県、加古川市、高度化カメラ設置メッシュの指数 

 

高度化カメラを設置したメッシュにおける犯罪発生状況は、2022年において、カメラ設置メッ

シュでは約 15.7%の犯罪減少が確認できた。これは同時期に兵庫県全体で約 10.0%増加、加古川

市で約 18.67%増加という状況と比較すると、極めて対照的な結果である。 

一方、2023 年には高度化カメラ設置メッシュでの犯罪増加率は基準年から約 6.2%の増加に転

じているが、兵庫県全体の約 24.2%増加や加古川市での 22.6%増加と比較して、依然として低い

水準を維持している。このことから、長期的に見れば、高度化カメラ設置メッシュは、他地域よ

り効果的に犯罪増加を抑制していると評価できる。 

令和 5 年に見られた犯罪指数の上昇は注視すべき課題であるが、全体として見れば、高度化カ

メラの設置は効果的な犯罪抑止策であると評価できる。 
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（３）犯罪発生件数の増減率 

 加古川市内にける犯罪発生件数の増減率の可視化を行った。 

    

    

図 犯罪発生件数の増減率ヒートマップ 

 

①地域別の犯罪増減パターン 

加古川市内における犯罪発生件数の増減率を分析すると、明確な地理的パターンが観察される。 

中心市街地では、ヒートマップ上でピンク色から赤色（犯罪増減率 50-100%）を示すメッシュ

が多く分布しており、比較的増減率が低く分布している。 
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これに対し、市域の外縁部では犯罪増減率の両極化が顕著である。一部のメッシュでは濃い紫

色（175%以上）の非常に高い増減率を示す一方、隣接するエリアでは黄色（0-25%）や白色（0%）

のほとんど変化がない地域が混在している。この現象は外縁部での犯罪パターンが局所的に変化

していることを示唆している。 

また、市全体を俯瞰すると、北西部から南東部にかけて犯罪増減率に一定の地理的勾配が見ら

れ、特に市の南東部では全体的に増減率が低い傾向が確認できる。 

 

②高度化カメラ設置メッシュと犯罪率の関連性 

高度化カメラ設置メッシュの効果について分析すると、いくつかの重要な特徴がある。 

まず、黒い枠線で囲まれた高度化カメラ設置メッシュでは、周辺メッシュと比較して異なる犯

罪増減パターンが見られる。特に、中心部の高度化カメラ設置が集中されている地域では、高度

化カメラ設置メッシュの犯罪増減率が 50-125%程度にとどまっているケースが多く、高度化カメ

ラによる抑止効果があると考える。 

一方、注目すべき現象として、高度化カメラ設置メッシュの周辺では一部で犯罪増減率が高い

（150-175%以上の紫色）メッシュが確認される。これは「犯罪移転効果」と呼ばれる現象の可能

性を示唆しており、カメラによる監視を避けて犯罪が未設置区域へ移動している可能性がある。 

 

③地区別の特徴分析 

地区別に見ると、高度化カメラが最も密集している市中心部では、比較的安定した犯罪増減率

（50-125%程度）を示している。この地域では黒い枠線で示された高度化カメラ設置メッシュが

多く、面的な監視体制が構築されていることが効果につながっていると考えられる。 

市の北東部から東部にかけては、犯罪増減率が高いメッシュ（150-175%以上）が散見され、こ

の地域では行動かカメラ設置密度が比較的低く、監視の空白地帯となっている可能性がある。 

南部地域では犯罪増減率が中程度（75-125%）のメッシュが多く、比較的安定した傾向を示し

ている。高度化カメラ設置は局所的であるが、一定の効果を上げていると考える。 

西部地域は特に特徴的で、犯罪増減率が低いメッシュ（0-50%）と非常に高いメッシュ（175%

以上）が混在し、地域内でのばらつきが顕著である。 

以上のことから、ヒートマップの分析からは、高度化カメラの設置が犯罪発生に一定の影響を

与えていることが示唆される。特に市中心部の高度化カメラ設置が集中されている地域では、犯

罪増減率が比較的安定しており、カメラ設置による抑止効果が働いていると考えられる。 

また、地理的条件や都市構造（主要道路、商業施設の分布など）も犯罪発生パターンに影響を

与えている可能性があり、これらの要素を考慮した高度化カメラ配置の最適化が今後の課題とし

て考えられる。 
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２．交通事故抑止について 

 

前述の１．と同様に、高度化カメラによる交通事故の抑止効果について分析を行った。 

 

１）分析の考え方 

分析の考え方は、１．をご参照頂きたい。 

 

２）分析結果 

（１）交通事故発生に対するマクロ視点 

兵庫県全体及び加古川市の犯罪の発生件数の推移の分析を行った。 

 

表 兵庫県及び加古川市内における交通事故発生件数（年単位） 

 2021 年 2022 年 2023 年 2024 年 

兵庫県 9,150 9,076 9,083 8,741 

加古川市 558 492 516 481 

出展：兵庫県警察ホームページ 

※事故類型のうち、人対車両と車両相互の 2 類型の合計 

 

コロナ禍からの回復期にあたる 2021 年から 2022 年にかけての増減率を見ると、加古川市は

11.8%減少、兵庫県全体は 0.8%減少と、加古川市での減少率が顕著に高くなっている。また、

2022 年から 2023 年における交通事故発生件数の増加率は、加古川市が 4.95%増加、兵庫県全体

では 0.1%増加となっており、加古川市での増加率が県全体と比較して高い傾向を示している。し

かし、直近の 2023年から 2024年においては、加古川市が 6.8%減少に対し、兵庫県全体では 3.8%

減少と、再び加古川市の減少率が県全体を上回っている。 

特に加古川市での減少率が兵庫県全体の減少率よりも高く、この数値からは高度化カメラ整備

による交通事故抑止に一定の効果があると考えられる。 

 

（２）高度化カメラ設置メッシュにおける交通事故発生件数 

 次に、高度化カメラ設置メッシュ（設置箇所）との比較を行った。2021 年を基準とし、指数化

のうえ、分析を行った。なお、犯罪発生箇所の登録（犯罪発生箇所の緯度・経度の登録）が 2023

年までとなっていることから、分析は 2023年までとした。 

 

表 兵庫県及び加古川市、高度化カメラ設置箇所における交通事故発生件数 

 2021 年 2022 年 2023 年 

兵庫県 9,150 9,076 9,083 

加古川市 558 492 516 

高度化カメラ設置箇所（250m メッシュ） 119 118 117 
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表 兵庫県及び加古川市、高度化カメラ設置箇所における交通事故発生件数の指数 

 2021 年 2022 年 2023 年 

兵庫県 1 0.99191 0.992678 

加古川市 1 0.88172 0.924731 

高度化カメラ設置箇所（250m メッシュ） 1 0.99159 0.983193 

出展：兵庫県警察ホームページ 

※高度化カメラ設置箇所は、年度単位集計である 

 

 

図 兵庫県、加古川市、高度化カメラ設置メッシュの指数 

 

高度化カメラを設置したメッシュにおける交通事故発生状況は、2021 年から 2022 年において、

カメラ設置メッシュでは約 0.8%の事故減少が確認できた。これは同時期に兵庫県全体で約 0.8%

減少、加古川市で約 11.8%減少という状況と比較すると、加古川市全体での減少率は顕著に高い

ものの、高度化カメラ設置メッシュの減少率は県全体と同等の水準である。 

一方、2022 年から 2023 年においては高度化カメラ設置メッシュでの交通事故は引き続き約

0.8%減少している点が特徴的である。同時期に兵庫県全体では約 0.1%増加、加古川市では約

4.9%増加に転じている中、カメラ設置メッシュのみが減少傾向を維持している。 

この結果から、高度化カメラ設置メッシュは、他地域と比較して効果的に交通事故増加を抑制

していると評価できる。 
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（３）交通事故発生件数の増減率 

 加古川市内にける交通事故発生件数の増減率の可視化を行った。 
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①地域別の交通事故増減パターン  

加古川市内における交通事故発生件数の増減率を分析すると、明確な地理的パターンが観

察される。中心市街地では、ヒートマップ上でピンク色から赤色（交通事故増減率 50-100%）

を示すメッシュが多く分布しており、比較的増減率が安定した分布を示している。 

これに対し、市域の外縁部では交通事故増減率の両極化が顕著である。一部のメッシュで

は濃い紫色（175%以上）の非常に高い増減率を示す一方、隣接するエリアでは黄色（0-25%）

や白色（0%）のほとんど変化がない地域が混在している。 

また、市全体を俯瞰すると、北西部から南東部にかけて交通事故増減率に一定の地理的勾

配が見られ、特に市の南東部では全体的に増減率が低い傾向が確認できる。 

 

②高度化カメラ設置メッシュ箇所と交通事故率の関連性  

高度化カメラ設置メッシュの効果について分析すると、いくつかの重要な特徴がある。 

まず、黒い枠線で囲まれた車両接近検知カメラ設置メッシュでは、周辺メッシュと比較して

異なる交通事故増減パターンが見られる。特に、中心部の車両接近検知カメラ設置が集中さ

れている地域では、カメラ設置メッシュの交通事故増減率が 50－125%程度にとどまっている

ケースが多く、カメラによる交通事故抑止効果があると考えられる。 

 

③地区別の特徴分析  

地区別に見ると、車両接近検知カメラが最も密集している市中心部では、比較的安定した

交通事故増減率（50－125%程度）を示している。この地域では黒い枠線で示されたカメラ設

置メッシュが多く、面的な監視体制が構築されていることが効果につながっていると考えら

れる。 

 

市の北東部から東部にかけては、交通事故増減率が高いメッシュ（150－175%以上）が散

見され、この地域ではカメラ設置密度が比較的低く、監視の空白地帯となっている可能性が

ある。南部地域では交通事故増減率が中程度（75－125％）のメッシュが多く、比較的安定

した傾向を示している。カメラ設置は局所的であるが、一定の効果を上げていると考えられ

る。西部地域は特に特徴的で、交通事故増減率が低いメッシュ（0－50％）と非常に高いメ

ッシュ（175%以上）が混在し、地域内でのばらつきが顕著である。 

 

以上のことから、ヒートマップの分析からは、車両接近検知カメラの設置が交通事故発生に

一定の影響を与えていることが示唆される。特に市中心部のカメラ設置が集中されている地

域では、交通事故増減率が比較的安定しており、カメラ設置による抑止効果が働いていると

考えられる。 
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３．高度化見守りカメラ設置効果に関するヒアリング 

加古川警察署において、高度化見守りカメラ設置効果に関するヒアリング調査を実施した。 

高度化見守りカメラから取得されるデータの分析方法とそれによって得られた具体的な効果に

ついて丁寧に説明する必要性と、正確な評価を得るため、アンケート調査ではなくヒアリング調

査を実施することとした。 

ヒアリング調査では、実際のデータ分析手法とその結果を詳細に説明した上で、カメラシステ

ムの実務における有効性や具体的な活用状況について確認を行った。この方法により、高度化見

守りカメラの効果をより深く、実質的に把握することが可能となった。 

ヒアリングにおいては、実際のデータ分析手法とその結果を詳細に説明した上で、カメラシス

テムの実務における有効性や具体的な活用状況について確認を行った。 

ヒアリングの結果、高度化見守りカメラから得られるデータが犯罪発生件数および交通事故発

生件数の分析に有効活用されていることが確認できた。加古川警察署からは、カメラによるデー

タ収集・分析手法により、より精度の高い犯罪傾向把握や事故発生状況の分析が可能となり、防

犯・交通安全対策の立案に有用であるとの肯定的な評価を得た。 

さらに、車両速度等の検知データについては、速度超過が多発する地域をヒートマップとして

可視化することで、効果的な交通取締り計画の策定に役立てられるとの意見も頂いた。これらの

分析手法やヒートマップのような可視化されたデータは、限られた人的資源を効率的に配置する

など、効果的な防犯・安全活動の実現に大きく寄与できると考える。 

 

４．総括 

加古川市における高度化見守りカメラの設置は、犯罪抑止に明確な効果を示している。3 年間

の推移を見ると、カメラ設置区域は他地域と比較して犯罪増加率が顕著に低く抑えられており、

長期的にも持続的な効果が認められる。地域によって効果の程度に差異は見られるものの、全体

としては犯罪抑止に有効な対策であると評価できる。 

交通事故に関しても全体として緩やかな減少傾向が見られることから、高度化カメラを含む総

合的な交通安全対策が一定の成果を上げていると考えられる。 

今後の課題としては、令和 5 年に観測された犯罪増加傾向への対応策を早急に検討するととも

に、地域特性や交通環境に応じたカメラ配置の最適化を進めることが重要である。また、防犯パ

トロールや地域コミュニティによる見守り活動など、他の防犯施策との連携強化により、さらな

る安全・安心の向上を図ることが求められる。 
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６．横展開に向けた一般化した成果 

６．１．広域見守りサービスの成果と一般化のポイント 

 

「広域見守りアプリ」を活用した取組では、行政境界を越えた みまもりタグ検知体制の構築

や、見守り活動へのインセンティブ付与（地域ポイント連携）を通じて、認知症高齢者等の早期

発見に寄与する可能性が示唆された。 

広域連絡会での導入意向調査からは、費用や既存サービスとの調整が課題となる一方、複数自

治体が参加しやすい段階的な料金体系やサービスメニューの柔軟化が導入促進に有効であること

が示された。 

汎用化の観点では、(ア)行政間の予算・スケジュール調整(イ)見守りサービス提供事業者とボ

ランティア参加事業者の協力体制の確立(ウ)参加者の行動変容を促すインセンティブ設計、とい

う三点を整備することで、全国の自治体でも応用可能な「広域見守りサービス・アプリ」の枠組

みが構築できる。 

 

また、広域見守りサービス実証において、三田市では一定の検知記録が得られた一方、三木市

では参加者・検知記録ともに限定的な結果となった。この実証から、行政界を越えた協働には大

きな可能性がある一方で、自治体ごとの事情に応じた段階的なアプローチが重要であることが明

らかになった。三田市からは「アプリだけでは見守りの継続性や確実性に課題がある」との指摘

があり、三木市からは「検知機器等のインフラ整備への財政的課題」が指摘された。これらを踏

まえ、自治体の実情に即した「スモールステップ」からの導入が効果的であると考えられる。 

具体的には、まず自宅の固定検知器の整備等の基礎的なインフラから始め、次にアプリ導入や

ボランティア参加の拡大へと段階的に展開していくアプローチが、持続可能な見守り体制の構築

につながると考えられる。地域ポイントとの連携も、こうした段階に応じて柔軟に設計すること

で、より効果的に機能すると考える。 

 

さらに、「広域見守りサービス」「広域防災サービス」「データ連携基盤の共同利用」などの広

域サービスを包括的に展開する際の「関係団体の一般的な役割（案）」を整理した。 
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６．２．広域防災データ活用の成果と一般化のポイント 

 

「ワンコイン浸水センサー」の浸水検知データ活用により、浸水発生時のリアルタイム通知が

可能となり、担当者が現地に赴くことなく迅速に情報収集ができる。 

これにより、発災前の早期警戒体制の構築や、発災時の初動対応の効率化が図られ、住民避難

や防災対策の適時適切な判断に寄与することができる。 

ただし、他自治体の調査結果からは、初期費用の確保や既存施策との重複回避などが導入の障

壁となりやすく、かつデータプラットフォームの有用性が十分に理解されていない実態も明らか

になった。 

汎用的に導入を進めるには、防災訓練や日常的な情報共有を通じて、「浸水センサーによる早

期警戒→迅速な情報共有→適切な避難指示・防災対応」という一連の流れにおける各自治体の

「費用対効果」を具体的に示すことが重要と考える。併せて、自治体職員が直感的に操作できる

ダッシュボード（防災データ可視化ツール）や、関係機関との情報共有を円滑にするコミュニケ

ーションツール（Slack/Teams 等）との連携をセットにすることで、導入効果の最大化を図るこ

とができると考える。 

 

また、広域防災実証では、災害時の情報共有に Slack/Teams 等を併用することで、自治体担

当者間および防災関係機関（河川管理者、県、市町）間での平時からの連絡体制構築や緊急ウェ

ブ会議の迅速化が期待できることが確認できた。 

一方、自治体担当者にとっては、複数ツールの混在に伴う業務負荷の増加や、既存システム

（フェニックス防災システム等）との使い分けの不明確さが課題として挙げられており、運用ル

ールの共通化と標準化が不可欠である 

汎用化にあたっては、防災担当者の視点から「普段使い（平時の水位情報や防災関連情報の共

有）＋有事の緊急連絡（浸水発生時の通知や対応協議等）」の運用ルールの標準化等を行うこと

が必要と考える。 

さらに GISやデータ連携基盤とあわせて、気象情報、水位等の時系列データ等の統合し、予測

情報も含めた「一元的な情報参照」を構築することが望ましい。 

 

 

６．３．見守りカメラの最適配置等の成果と一般化のポイント 

 

3D 都市モデル(PLATEAU)を活用することで、刑法犯発生場所や交通事故発生場所のデータと、

カメラの可視範囲を重ね合わせた分析が可能となった。この手法により、加古川警察とも意見交

換しながら、犯罪発生後の対処療法だけでなく、犯罪リスクを踏まえた未然対策として、より効

果的なカメラ配置の検討が実現した。 

具体的には、犯罪発生件数、交通事故発生件数（重大事故）、警察要望箇所、既存の設置カメ

ラ台数、通学路、自転車レーン、住民要望箇所などの複合的なデータを活用し、優先度の高いエ

リアの選定と新規カメラ設置の候補地検討を行った。 
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ただし、カメラ設置には電柱事情など物理的な制約や費用的な課題があり、自治体や警察との

費用負担ルールや設置場所の変更等の方針を明確化する必要がある。全国的な応用を進めるには、

3D 都市モデルと AI カメラ（異常音検知、交通量計測など）の連携による分析が防犯・交通安全

分野でのデータに基づく意思決定プロセスを確立することが重要である。 

 

また、危険運転車両検知においては、クールタイム（注意喚起の間隔）を長めに設定すると実

態把握の精度が落ち、短くすると近隣住民への騒音影響が生じるなど、運用設計に難しさがある

ことが確認できた。 

分析の結果、市内の大多数のカメラにおいては、現行の 5 分間クールタイム設定が概ね妥当で

ある一方、設置場所の特性に応じた個別の調整が必要なケースも確認できた。特に交通量が多い

エリア、主要幹線道路や交差点付近に設置されたカメラでは、クールタイムの最適化が重要な課

題となっている。 

汎用化に向けては、設置場所ごとの特性（交通量、周辺環境、時間帯による変化など）を踏ま

えたきめ細かな運用設計が必要であると考える。具体的には、カメラ設置前に周辺住民への説明

会を実施し、運用開始後も定期的にフィードバックを収集して調整を行うなど、地域との対話と

分析プロセスの構築が重要となる。 

標準的な運用ルールの策定はこれからの課題であり、自治体・警察・カメラ事業者の三者によ

る継続的な改善の仕組みづくりが望まれる。 

 

 

６．４．持続的運用に向けた組織連携・費用負担スキーム 

 

実験結果から、複数の技術要素（見守りアプリ、浸水センサー、データ連携基盤等）を連携さ

せるほど、以下のような運用上の複雑さが生じることが確認できた。 

・各自治体からの意見聴取や要望対応に係る調整コストの増加 

・複数のシステム（Slack/Teams/フェニックス等）の並行運用による業務負荷 

・既存システムとの連携や二重入力による担当者の負担増 

・見守りタグ検知データやカメラ映像等に関するデータ管理・連携方法の複雑化 

・サービス利用料金の自治体間での調整や複数メニューの管理負担 

一方で、広域連携による具体的なメリットとして以下の点が確認された。 

・広域みまもりアプリの検知エリア拡大により、行政界を越えた見守り体制の構築が実現（三 

田市・三木市との実証では行政境界を越えた検知が確認された） 

・上下流域を含む浸水センサーデータの共有による、より広範な防災情報の入手が可能に 

・中間サーバー費用（AWS）などのインフラコストを参加自治体で分担できる 

・複数サービスをパッケージ化することによる料金メリットの享受 
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継続的運用に向けては、以下の取組が効果的であることが実証を通じて確立できた。 

 

１）広域スマートシティ運用連絡会の仕組みの確立 

・加古川市を含む 11 市町の参加による広域連絡会を設置し、継続的な運営体制を構築 

・各自治体の意見・要望を反映したサービス内容の改善・調整プロセスの標準化 

 

２）参加自治体数に応じた段階的な料金体系の導入 

・人口規模（5万人以上、1～5万人）による料金段階の設定 

・参加自治体が増えるほどアプリ利用料等が逓減する仕組みの構築 

 

３）横展開促進のためのカタログサイト掲載 

・広域見守りサービス、広域防災サービス、データ連携基盤共同利用の 3サービスについて、 

デジタル庁が運営するカタログサイトへの申請 

・スマートシティ官民連携プラットフォームでの情報公開により、全国自治体からの認知度向 

上を実現 

・「BLEタグ、見守り、認知症高齢者、広域連携、地域ポイント」などの検索キーワードによる 

発見可能性の向上 

 

これらの取組により、今後は様々な自治体での導入が進み、スケールメリットを活かしたサー

ビス料金の低減と、広域連携による防災・見守り機能の強化が期待される。また、サービス導入

自治体の増加に伴い、用自治体からのフィードバックによるサービスの継続的な改良や機能拡充

が進み、内容の充実化及び運用コストの削減にもつながるものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



108 

 

７．まちづくりと連携して整備することが効果的な施設・設備の提案 

７．１．スマートシティの取組と併せて整備することで効果的、効率的に整備でき

る施設・設備 

 

１）浸水センサーのリアルタイム通知と可視化 

・実証では浸水センサーのリアルタイム通知機能(Slack)と加古川行政ダッシュボードへの可 

視化による迅速な情報共有体制を構築  

・防災担当者のリアルタイムでの状況把握による業務効率化と住民への適時適切な避難情報提 

供に貢献 

 

２）見守りカメラ設置場所分析 

 ・実証では GISを活用し、犯罪発生箇所、交通事故発生箇所、既設カメラの設置箇所、通学路 

や自転車道等の複数の情報を分析・可視化したことで、見守りカメラ等の防犯設備の効率的 

かつ効果的な設置場所の選定が可能 

・また、悲鳴・怒号の検知、車両接近検知機能により、防犯面のみならず交通安全面での活用 

も可能であることを確認  

 

３）危険運転検知 

 ・実証では交通安全面での有効性が確認されたが、クールタイム設定等の運用面の調整が重要  

・交通量の計測機能と危険運転検知を組み合わせることで、交通安全対策の効果検証が可能 

 

 

７．２．施設・設備の設置、管理、運用にかかる留意点 

１）個人情報保護とプライバシー確保（見守りサービス） 

 ・BLEタグ検知アプリでは、個人情報保護法や自治体個人情報保護条例に基づく適切な運用が 

必須 

 ・複数の見守りサービス事業者のデータ連携において、個人情報保護の観点から提供可能な情 

報の範囲や共有方法の課題が明らかになった  

・事前に運用規約や連携協定を整備し、データ管理責任の所在を明確化することが重要 

 

２）運用コスト・継続的なメンテナンス 

・高度化カメラの導入後は、定期的なファームウェアの更新や故障対応、電柱使用 

料など運用コストが発生する。 

・浸水センサーについても、設置場所の変更や電池交換などの定期的なメンテナンスが必要 

・高度化カメラ設置にみられるように、年次ごとに防犯・交通事故データを再分析し、設置場 

所や検知ルールを再調整する仕組みを設計段階から確保することが大切。 
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３）住民の理解・参加の促進 

・ 広域見守りアプリにおいては、アンケートや説明会を実施したように、施設・設備の設置・

運用プロセスでも、住民との協働が不可欠である 

・ 高度化カメラにおいては、実際の検知に対する警告発報時間の間隔調整においては、周辺住

民の理解と協力が不可欠。警告発報による犯罪抑制効果や交通事故発生の低減等のその効果

についての周知等が必要 

 

 

７．３．地域特性にあわせた提案 

１）浸水センサーの設置等 

 ・過去の浸水実績やハザードマップ、道路等のインフラ状況などを考慮し、設置場所等の分析

を行うことで、地域特性に応じた設置場所の選定が可能 

 

２）道路・交通インフラ 

・高度化カメラによる交通量計測や危険運転検知を実施する場合、交差点構造や歩行者動線、 

夜間の視認性など、立地ごとの状況を詳細に検討する必要がある。 

 

３）商業施設・民間施設との連携 

・商業ビルや大規模民間施設へのセンサー設置や見守りタグ検知協力が効果的であり、地域ポ 

イントとの連動などによる利用者増も期待できる。 

・防犯カメラ映像や来訪者データの扱いについて、民間事業者と協定を結ぶ際は情報漏洩リス 

クへの対策や費用負担ルールの明確化が不可欠である。 
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